


は し が き

財 団法人 資産 評価 システム研 究 セ ンターは、適切 な地域 政策 の樹 立 に資 す る

ため、地域 の資産 の状況 及 びその評価 の方法 に関す る調査研究 等の事 業を実施 す

る ことを 目的 と して設立 され ま した。

当評価セ ンターにおける調査研究 は、資産評価の基礎理論及び地方公共団体等

における資産評価技法の両面にわたって、毎年度、学識経験者及び自治省並びに

地方公共団体等の関係者をもって構成す る資産評価 システム、土地、家屋及び償

却資産の各部門 ごとの研究委員会において行われ、その成果 は、会員である地方

公共団体及び関係団体等に調査研究報告書 として配布 し、活用 されているところ

であ ります。

本年度の償却資産研究委員会の調査研究テーマは、(1)中 小機械工業等にお

ける償却資産に関する調査研究(2)資 産評価のOA化 に関する調査研究の2

項 目であります。本報告書は、上記(2)の 調査研究に属す るもので、昨年度 に

引 き続 きOA機 器の利用による東京都主税局における固定資産税(償 却資産)シ

ステム及 び相模原市 における土地評価 システムの事例の調査研究を行いま した。

この程 、 その調査研 究 の成 果 を とりま とめ、 こ こに公表 す る運 び とな りま した。

この機会 に、熱 心 に ご研 究 ご審議 をいた だ きま した委 員及 び専門員並 びに実地 調

査 に当た り種 々 ご協 力を賜 りま した地 方公共 団体の 関係者各 位 に対 し、心 か ら感

謝 申 し上 げ ます。

なお、 当評価 セ ンター は、今後 と も、所期 の 目的 にそ って、事業 内容の充実 及

び地 方公共 団体等 に役立 つ調査研究 に努 力を いたす所存 で あ ります ので、地方 公

共 団体 を は じめ関係 団体 の皆 様 のな お一層 の ご指導 、 ご援助 をお願 い申 し上 げま

す。

最後 に、 この調査研 究事業 は、 日本 自転車 振興会 か ら競輪 収益 の一部 であ る機

械 工業振 興資金 に よ る補 助金 の交付 を受 けて実施 した もの であ り、 改め て深 く感

謝 の意 を表 す る もの であ ります。

平成5年3月

財団法人

理 事 長

資産 評価 システム研 究 セ ンター

渡 辺 功
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第 1 章  地方公共団体にi,・ける0 A機器の利用状況

自治大臣官房情報管理官室

自治事務官 鈴 木  央

行政機関における電子計算機の利用は行政事務処理の機械化を主な目的と

して、昭和30年代半ばから始まった。地方公共団体においては、統計事務

における集計や税務事務における税額計算のように、 大量の数値データを扱

う内部事務処理を効率的に行うことから端を発している。

それから30年余を経た近年においては、オンライン網の整備や大量のデ

ータを自由に検索できるデータペースの構築、 それらに伴う住民窓ロ等での

対応の迅速化など住民サービスの向上も実現されており、 また電算処理を利

用する業務も多岐に渡つており、 さらにパソコンが昭和50年代央以降急速

に普及し、 いまやほとんど全ての職員が構報機器を操作して事務の効率化や

住民サービスの向上に生かしっつある。

このような状況の中で、地方公共団体がいかに0 A機器を利用しているか

にっいて、 自治大臣官房情報管理官室が平成4年4月1日現在で実施した

「地方公共団体における電子計算機・0 A機器等の利用状況調査」の結果に

基づいて紹介することとしたい。

:第 2 0 _A フ機:書毒の 1;lil」 用i犬-:况

地方公共団体においては、全都道府県と、3,227の市町村(全市町村の99

.0 % )において、電子計算機(除くパーソナル・コンピュータ)が利用され

ている。また、その設置台数も、都道府県で2,253台、市町村で6,988台、

合計9,24l台を数えるに至り、対前年度比で1,383台(17.6 % )  の增加とな

っているo

このように設置台数が大幅に增加しているのは、 行政事務における電子計
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算機の利用が完全に定着す るとともに、技術の進展による機器の低廉化や操

作性の向上 などの高性能化に伴い、適用業務が拡大 し、情報管理部門に集中

して処理 させず業務担当部門で分散 して処理す る方式が普及 してきたこと等

によろう。

この よ うな電 子計 算機 の設 置台数 の伸 び以上 に、パ ー ソナル ・コ ンピュー

タ、 ワー ド ・プ ロセ ッサ、 ファク シ ミリな どのOA機 器 の利用 は急速 に進 ん

で きてお り、 かっ ての、情報 管理部 門 に情報 機器が 集中 して いた時代 とは様

変 わ りであ る。

1.パ ー ソ ナ ル ・ コ ン ピ ュ ー タ

パ ー ソナル ・コ ンピュ-タ(以 下パ ソコ ン)の 利 用団体 数 ・設 置台数 は表

1の とお りで あ る。

パ ソコ ンは昭和50年 代 中期以 降本格 的 に導 入す る団体 が増 加、してお り、

従来 の電子計 算機 に馴染 ま ない非定 型 の処 理 や、小規模 業務 の処理 に利 用 さ

れ て きたが、 平成4年4月1日 現在 、都道 府県 で は全 団体 で45,635台 が、市

町村 で は全 団体(3,259団 体)の94.1%に あ たる3,068団 体で39,977台 が利用

されてい る。設 置 台数の対前 年度伸 び率 は29.9%で あ る。パ ソコ ンの処理 能

力 は急速 に向上 してお り、適 用業務 も急速 に拡が って きて いる。 また、 回線

を通 して電子 計算機 や他のパ ソコ ンと結合 し、 デー タ等 の有 効活 用が図 られ

るよ うに な って きてい る。

表1パ ー ソ ナル ・コ ン ピュー タの 利 用 団体 数 ・台数

団体数
団体区分

都 道 府 県

市

町

村

指定都市

特 別 区

市

町 村

小 計

合 計

平成4年4月1日

現在 の 全団体 数

47

12

23

650

2,574

3,259

3,306

利用団体数

47

12

23

640

2,393

3,068

3,115

利用団体数
の割合(%)

100.0

100.0

100.0

98.5

93.0

94.1

94.2

設置台数

45,635

4,584

1.500

19,843

14,050

39,977

85,612

利用団体1団 体

当たり平均台数

971.0

382.0

65.2

31.0

5.9

13.0

27.5
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2.ワ ー ド ・プ ロ セ ッ サ

利用団体数

ワー ド・プ ロセ ッサ(以 下 ワ-プ ロ)の 利用団体数 ・設 置 台数 は表2の と

お りで あ る。 ワープ ロは、 昭和55年 ごろか ら導 入 され始 め、 文書 の作 成 ・

校正 ・管 理 の効 率化 に役立 って い るが、平 成4年4月1日 現在 、都道 府県で

は全団体 で32,453台 が、市 町村 で は全 団体 の99.1%に あた る3,231団 体 で69

,926台 が利用 されて いる。 設置 台数 の対 前年度 伸び率 は、27.8%で あ る。

ワープ ロ もパ ソコ ンと同様、 回線 を通 して ワー プ ロ通信 が行 わ れ るなど、

単 な る文書作成 のみ な らず情報伝 達 の機 器 として も利 用 されて きてい る。

なお、パ ソコ ンもワープ ロ も導 入 してい ない団体 は、町村 で3団 体 の み と

な ってい る。

表2ワ ー ド ・プ ロセ ッサ の 利 用 団体 数 ・台 数

団体 数

団体区分

都 道 府 県

市

町

村

指定都市

特 別 区

市

町 村

小 計

合 計

平成4年4月1日

現 在 の 全 団 体 数

47

12

23

650

2,574

3,259

3,306

利 用 団 体 数

47

12

23

649

2,547

3,231

3,278

利用団体数の割合

(%)

100.0

100.0

100.0

99.8

99.0

99.1

99.2

設 置 台 数

32,453

11,179

4,354

27,813

26,580

69,926

102,379

利用団 体1団 体

当た り平均 台 数

690.5

931.6

189.3

42.9

10.4

21.6

31.2

3.フ ァ ク シ ミ リ

フ ァク シ ミリの利 用団体 数 ・設 置台数 は表3の とお りで あ る。

フ ァク シ ミリは、昭和40年 代 ごろか ら導入 す る団体 が増 加 してお り、情

報 の正 確 かつ迅速 な伝達 を可能 に してい るが、 平成4年4月1日 現在 、都道

府県 で は全 団体 で12,357台 が、市 町村 で は全 団体の99.4%に あ た る3,240団

体 で27,405台 が利 用 されて い る。設 置台数 の対 前年度 伸 び率 は21.1%で あ る。

近 年で は、 同一 文書 を全部 門 に一斉 に送信 す る とい った高 度 な利用が普 及

しつ つ あ る。
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表3フ ァ クシ ミ リの 利 用 団体 数 ・台 数

団体区分

団体数

都 道 府 県

市

町

村

指定都市

特 別 区

市

町 村

小 計

合 計

平成4年4月1日

現 在 の 全 団 体 数

47

12

23

650

2,574

3,259

3,306

利 用 団 体 数

47

12

23

649

2,556

3,240

3,287

利用団体数の割 合

(%)

100.0

100.0

100.0

99.8

99.3

99.4

99.4

設 置 台 数

12,357

4,830

2,303

13,619

6,653

27,405

39,762

利 用 団 体

1団 体 当 た りの

平 均 台 数

262.9

402.5

100.1

21.0

2,6

8.5

12.1

4.そ の他 のOA機 器

地 方公共 団体 にお いて は、前述 したパ ソコ ン、 ワープ ロ、 フ ァクシ ミリ以

外 に も多 くのOA機 器が利用 され てお り、 その状況 は表4の とお りで ある。

マイ ク ロ写真 機器 は、公 文書や新 聞、古 文書等 の保存等 に、OCRは 住 民

税(特 徴)の 消込 み処 理等 に、利用 され てい る。

地方 公共団体 におけ るOA機 器 の利用状況 は以上 の とお りで あ るが、全体

的 な傾 向 と して、回線 を通 じての ネ ッ トワー ク化が デ ータベ ースの構築を伴

って進 んで お り、 デー タを共 同で利用 し、 しか も離 れた地 点で それが利用 で

きるよ うにな って きてい る。 さ らに、LANの 導 入 に よるネ ッ トワー ク構築

の本格化 、 さ らに は、設計 の時 点か らLAN導 入を前 提 にされた イ ンテ リジ

ェ ン トビルの実現 な ど、 さまざまな取 り組 みが み られ る。
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いまや、OA化 は定着 し、 さ らに本格 的 な利用 へ とステ ップを移 しつつ あ

る。 しか も、個 別 のOA化 か ら統 合 的にネ ッ トワー クされたOA化 へ と、 す

なわ ち点か ら面へ と、 い よいよ深 化 しつ つ あ る段 階 といえ よ う。

表4地 方公共団体におけるその他のOA機 器の状況

団
体
区
分 項 目

OA機 器

都
道
府
県

市

町

村

計

利 用団 体 数A

利 用 率(%)

設 置 台 数B

平均設置台数B/A

利 用団 体 数C

利 用 率(%)

設 置 台 数D

平均設置台数D/C

利 用団体 数

設 置 台 数

テ

レ

タ

イ

プ

テ

レ

ッ

ク

ス

17

36.2

37

2.2

38

1.2

249

6.6

55

286

E

P

B

X

29

61.7

108

3.7

315

9.7

791

2.5

344

899

光

デ

ィ

ス

ク

電

子

フ

ア

イ

ル

37

78.7

131

3.5

238

7.3

384

1.6

275

515

C

D

─

R

O

M

23

48.9

60

2.6

44

1.4

61

1.4

67

121

機

器

マ

イ

タ

ロ

写

真

44

93.6

415

9.4

453

13.9

1,615

3.6

497

2,030

C

O

M

8

17.0

27

3.4

79

2.4

185

2.3

87

212

O

C

R

31

66.0

301

9.7

941

28.9

1,302

1.4

972

1,603

O

M

R

16

34.0

36

2.3

18

0.6

24

1.3

34

60

ジ

タ

ル

複

写

機

フ

ル

カ
ラ

ー

・デ
ィ

27

57.4

60

2.2

307

9.4

342

1.1

334

402

電

子

黒

板

28

59.6

100

3.6

174

5.3

252

1.4

202

352

(備考) 利用率=
機器の利用団体数

全団体数
×100(%)
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第2章 東京都主税局 にお ける固定資産税(償 却 資産)シ ステムの概 要

東京都主税局資産税部固定資産評価課

償 却 資 産 係 長

小 川 岩 夫

第1 システム導入の経緯

東 京都主税局 が税務情報 総合オ ンライ ンシス テムの開発 に着手 した昭和

61年 当時、国 際化 ・情報 化等の社 会 ・経済情 勢の進展 に伴 い、事務 運営

上、次 の よ うな考 慮す べ き問題が生 じて いた。

1急 速な円高の進行 と企業活動の国際化によるわが国の企業の海外進出

に伴 う税務事務の複雑化

2巨 大都市東京 における料飲業界の競争激化や経営状況の変化による課

税徴収事務の負担の増大

3高 度情報化の進展を背景とした税務事務の電算化による事務処理の効

率化 と人材の有効活用の必要性

これ らの課題 に対 処 し、 引 き続 き都民 に信 頼 され る税 務行政 を推進 して

い くため には、 これ らの社 会 ・経済情 勢の変 化を的確 に対応 し得 る新 た な

執行体 制を確立 す る必要 があ った。

そ こで、現行事務 の全般 にわ た る見 直 しを行 うと共 に、一層 の効率 化 と

納税者 サ ー ビスの向上 を図 るため、 主要税 目の課税事務 か ら収入管理 事務

に至 る一貫処理 と税務統計情 報の電算 処理 を 目的 とした、税務情 報総 合オ

ンライ ンシステ ムを開発 し、事務処 理の改善 を図 る こととな った。

この よ うに、 税務情報総 合オ ンライ ンシステ ムは、事務 処理改 善の中心

の1つ として位 置付 けが行 われ た。

-6-



導 入 にあた って、 電算 システ ムその もの は、従来 か ら自動車 税、 自動車

取 得税 につ いては課税 ・収入管理 のオ ンライ ンシステムを設 けてい るほか、

法人都民 税、法人 事業税、個 人事業 税、固定資 産税、都市 計画税 の5税 目

の課税 シス テムを稼働 させ て い る。

今回 の 「税務情 報総合オ ンライ ンシステム」 は、先 の5税 目につ いて従

来 の課税 シス テムを再開発 した うえ、 不動産取得 税、事業所 税、特別地 方

消費税 の課 税 システムを新規 開発 し、 これ らに収 入管理 システ ムを新 た に

加 えた システ ムであ る。

この うち、税務情 報総合オ ンライ ンシス テムの一環 であ る償却資産 シス

テム とは、現 行 において手作業 で処理 してい る評価 計算 を電算 化す るとと

もに、 す でに電 算化 されて い る課税 システム と連携 し、一元化 す る ことに

よ り、 一品 の管理 ・評価 か ら納 税通知書等 まで の一 貫 した処理 を行 うこと

を 目指 した シス テムであ る。

第2 システム開発の基本方針

税務情 報総合 オ ンライ ンシステムの一環 であ る償却資 産 システム並 び に

各 システムの 開発 にあた って は、職 場の実態 を十分反映 した使 い勝手 の良

い システム作 りを最 重点事項 と して次 の よ うな開発
、の方針 を定 めた。

1体 系的、総合的システムの構築

個別 税 目、個 別 システ ム ごとの電算 化は、単 に重複 や相互 の不整合 とい

う面 を もた らす に とど ま らず、事 業執行面 で は非能 率、非効率 な もの とな

り職員及 び電算 処理部 門の負担 を増 大す ること とな る。

そ こで、基本 的 には、全 税 目の電 算適用 を図 り、共 通す る事務 等の整理

-7-



統合 を行 い、全 システ ムを体系 的 に構築す る総 合 システム化を 目指 す こと

とした。

特 に、収入管 理事務 につ いては、各税 目を横 断す る共 通 システムの構築

を行 うもの とす る。

2簡 素で効率的なシステムの構築

現行処 理の見 直 しを進 め、整理統合 を図 った うえで、 オ ンライ ンの利点

を十分生 か し得 る簡素で効率 的 な システ ムの構 築を行 うもの とす る。

3使 い勝手の良いシステムの構築

システム は、職員 を中心 とす る利用者 に とって使 い勝手 の良い もの でな

けれ ばな らない。

この ため、現行事務 の正確 な分 析 と問題 点の確実 な把握 を行 い、職員及

び職場 の意 見 ・要望 を十分踏 まえた システ ム化 を図 る。

特 に、端 末機の操作 性、画面 の展開、 デー タのチ ェック機能 等 に配慮 し

てい くもの とす る。

4迅 速、的確な税務統計処理 システムの構築

税務 統計情報 を迅速、 的確 に把握 し、処理 して い くことは、税務行 政運

営 の基 礎 であ り、関係部 所で容易 にかつ有効 な活用が で きるよ うな システ

ム化 を行 う。

特 に、多種多様 な統計 関係 の諸 帳簿(帳 票)に つ いては、電子 フ ァイル

化 を図 る とともに、統計 デ ータの加 工、分析 等を可能 とす るシステムの高

度利 用及 びデー タの高度 利用を 図 ることとす る。
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5信 頼性あるシステムの構築

シス テムを安定 的かつ確実 に運用 して い くため、 開発体 制や 開発 期間 を

充 実 し、事 前 のテス ト等 を十 分 に行 う等 によ り信 頼性 の高 い システ ムの構

築 を図 る。

また、 システムの構築 に併せ てデ ータの保護 対策、電 算上 の障害対策、

プ ライバ シーの保 護対策等 に十分 な配慮 を行 うこ ととす る。

以上 の5つ の基 本 的立場 にた って、 かつ、職 員 の健 康管理 に留 意 しつつ

民間専 門家 の知識 を活用 しなが ら、個別 システ ムの骨格 をつ くり、 これ ら

に必要 な整合性 の確保等 を行 い開発を進 め ること と した。
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6参 考

税務情報総合オ ンラインシステム概念図

自動車二 税 システム

個人事業税システム

事業所税 システム

法人二 税 システム

固定 資産税(土 地 ・家屋)シ ステム

固定資産税(償 却資産)シ ステム

特別地方消費税 システム

不動産取得税 システム

共 通 収 入 管 理 シ ス テ ム
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第3 償却資産 システムの概要

第1節 沿 革

固定 資産 税 ・都 市計 画税 の評価及 び課 税事務 の機械化 は、複 雑増 大化 す

る事務 の適 正 な運 営を期 す うえで緊要 な もので あ り、 その最初 の試 み と し

て、 昭和35年 に都税 の集 中処 理 のため、税務事務 所(3ケ 所)に バ ロー

ズ会計 機 を設 置 し、 これに よ り課税事務 の一部 を処 理 して いた。

しか しなが ら、 このバ ローズ会計機 では、事務量 の増加 並 び に事務 の複

雑化 に対 処 す るこ とはで きな いので、 昭和39年 度 の定期 課税 分 か らは土

地 ・家 屋分 の評価計算 及 び土地 、家屋、償却 資産 の課 税計 算 を総 務局総 務

部電 子計 算課 の電子計 算機 によ り処理 して きた。

昭和60年4月 、主 税局 全体 の電 子処理業務 の拡大 や高度 利用 が予定 さ

れ る中 で、主税 局電子 計算 セ ンターが開設 された。

これ に伴 い、総務局 にて処 理 を行 って いた固定資産 税 ・都 市計 画税 の宛

名 異動 処理 を主 税局電 子計算 セ ンター に移す とと もに納税者 等 の住所 ・氏

名 の漢 字 化が 図 られ た。

昭和61年 に はオ ンラ イ ンによ る収入管理 シス テムが開発 され、既存 の

課 税 システ ム との有機 的結合 が図 られ ること とな った。

昭和62年4月 か らは土地 ・家屋分 の評価計算 及 び土 地、 家屋 、償却資

産 の税 額計 算 な どの課税 処理 も主税 局電 子計算 セ ンター に移 され た。

平成2年 度 、税務情 報総 合 オ ンライ ン ・システム実施 要綱 の策定 によ り、

償却 資 産 にお いては他 の資 産 に先立 ち、新 た に固定資産 税(償 却資 産)課

税 システ ムの運 用が始 め られ た。

-11-



第2節 償却 資産 システムの基 本 とな るマス ター

1宛 名 マス ター

納 税義務 者及 び納税管理 人(以 下 「納税義務者 等」 とい う)に 関 す る

情 報 を記録 した もので、納 税通知 書 を始 め とす る課 税、徴 収 に係 る各 種

の 出力帳票 に納税義務 者等 に係 る宛名情報 を提供 す る。

宛名 マス ター は氏名 コー ド又 は整理番号(納 税義務 者 を特定す る番号)

とそれ に対 応す る宛名情 報 を収録す る もので、納税義務 者 に関す る部分、

納税管 理人 に関 す る部分 、及 び氏名 コー ド(整 理 番号)変 更 又 は合併 に

係 る旧氏 名 コー ド(整 理 番号)並 びに新氏名 コー ド(整 理番号)を 記 録

した履歴 部分 の3部 分 によ り構成 されてい る。

納税義務 者、 納税管 理人 に関す る部分 は、事務所単 位 に設 定 した氏名

コー ド(整 理番 号)に 対 し、納税義 務者等 の 「住所」 、 「方 書」 、 「氏

名」 につ いて それぞ れ、漢字 、 カナ双方 のデー タを記 録 して いる。

納 税義務 者、納 税管理 人 に関す る部分 の漢字 デ ータ は、 「住所」欄 で

は40文 字 、 「方 書」欄 で は25文 字、 「氏名」 欄 では40文 字記録 で

き、納 税通知 書、名 寄帳 、督促状 、催 告書等 の出力情報 に宛名 情報 を提

供す る。

また、 カナデ ー タは 「住 所」欄 、 「方 書」欄、 「氏名」 欄 につ いて4

0文 字 記録 で き、端 末機 で カナ文 字 によ り納税義務 者等 を検 索 す る場合

並 びに 口座振替 を行 う際、 金融機 関 に送付 す る磁気 テ ープ に宛名情 報 を

提供 す る場合 に活用 され る。

宛名 マス ターの更新 は宛名 入力票 等 また はオ ンライ ンの入 力 によ って

行 わ れ、異 動 コー ドの区分(抹 消、 新規、修正)に したが つて既存 デ ー

タの削除 、登録 、修正 が行 われ る。

-12-



2資 産 マス ター

資産 マ スター は、課税 台帳 を始 め各 出力帳票 の基 とな るマス ターであ

り、 オ ーナー フ ァイル部 と履歴 フ ァイル部 か ら構成 されてい る。

オ ーナー フ ァイル部 は、納 税義務者管 理項 目その ものであ り、事務 所

(コ ー ド)、 整理 番号、CD、 個法(コ ー ド)、 事業種 目(コ ー ド),

事業 開始 年月、評 価開始(年)、 評価 停止(年)、(主 た る資産 の)所

在地、 相 当年(度)、 申告区分、 申告 サイ ン、全 品減 少(区 分)、0申

告 区分 、不 申告 区分等 が記録 されて い る。

当該 フ ァイル部 は、 価格等 入力票、種 類別 明細 書、更正連 絡票等 が入

力 された場合 に、各 帳票 間のデ ータの統 制 をはか る総合管 理部分 であ る。

履歴 ファイル部 は、履歴 デ ータ部 、特例 デー タ部及 び減免 デー タ部 に

分 け られ る。

履 歴デ ータ部 は価格 等入力票 の構成 その もので、 事務所(コ ー ド)、

整理 番号、CD、 相 当年、修正(作 成)年 、修正(作 成)月 をキ ー と し

て、種類別 に 当年取 得価額 、帳簿価額 、評価額 、決定価格 、課税標準 額、

件 数及 び合計額等 のデ ータを管理 をす る。

特例 デー タ部 は、事務所(コ ー ド)、 整理 番号、CD、 年度、特 例

(コ ー ド)を キー として、入力 された課税 標準の特例情 報 を管理 す る。

減免 デ ータ部 は、事務 所(コ ー ド)、 整 理番号、CD、(評 価 対象)

年度 、(減 免)理 由 コー ドをキ ーと して、減免税額 等の減免情 報を管理

す る。

このよ うに、各 帳票 によ り入力 され た結果 のデ ータを7年 間管理 して

い る部分 で あ る。

この資産 マス ターオ ーナ ー部 は、宛名 入力票(納 税 義務者管 理項 目)

によ り作成す る。
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3一 品 マ ス タ ー

納 税義務者 か ら申告 され た一 品資産の デー タを管理 す るマスタ ーであ

り、 オ ーナー フ ァイル、 明細 フ ァイル及 び経歴 フ ァイル によ り構成 され

て い る。

オ ーナー フ ァイルは、事務所(コ ー ド)、 整理 番号、CDを キ ー と し

て、最 終資産(コ ー ド)、 申告 区分 のデー タ部分 か らな り、登録 す る一

品資産 の統制 を はか る部分 で あ る。

明細 フ ァイルは種類別 明細 書(増 加 ・全資産用)の 入力 帳票 と同 じ構

成 とな ってお り、事務 所(コ ー ド)、 整理 番号、CD及 び資 産 コー ドを

キー と して、(資 産 の)種 類、資 産名称、数 量、取得 年月、取 得価額、

耐用年 数、減価 残存率、企 業内移 動(年)、 評価開始(年)、 評価 終 了

(年)等 のデ ー タを7年 間管 理す る。

経歴 フ ァイル は、事務所(コ ー ド)、 整理番号 、CD、 資 産 コー ド、

年度 を キー と して、更正 連絡票 によ り入 力 され たデー タを フ ァイル化 し

た もので あ り、減免、共 用、非課 税、特例(種 類別 明細 書 で入 力 され る

一人別 の特例情 報)
、耐用 年数 の短縮、増加償 却、陳腐化 、評価額 の補

正の8種 類の経歴 情報を管理 す る。

該 当資 産の評価 に際 して経歴 が あ った場 合、 このデ ータを織 り込 む こ

とによ り適正 な評価額等 を算 出す る。

なお、経歴 フ ァイルは、デ ータを7年 間管 理す る。

4課 税 マ スター

資産 マ スターに記録 されてい る課税標 準額 に基 づ き課税計 算を行 い、

納税者別 、課税月別 に税額 デー タを記録 した ものであ り、納税 通知書 、

個人別調書 等、課税 に係 る各 出力帳票及 び徴 収部門 に課税情報 を提供 す
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る。

課税 マ スター は、課税 事務所(コ ー ド)、 税 目(コ ー ド)、 氏名 コー

ド(整 理番号)、CD、 調定年度 、課税 月、相 当年度 、課税標準額 、 当

初税 額、減免 、納付税額 、報奨金 等の デー タを記録 して いる。

課 税マ スター は定期 課税 の際、新 たに発生 した課税 内容 を記録 す るほ

か、 随時課税処 理 を行 った場合 は随時課 税内容 を追加 し、調定後異 動処

理 を行 った場 合 は定期 課税又 は随時課税 によって記録 した課税 内容 の修

正 を行 う。

また、納期 限変更 入力票、公 示送 達入 力票 によ る入 力が あ った場合 は、

納 期限 の修正 又 は公 示 日の記録 を行 う。

なお、 このマ スター は過去7年 間保存 す る。

第3節 電算処理する事務の内容

固定 資産税(償 却資 産)に 係 る評価 ・課 税事務 の うち、電算処 理す る主

な もの は次 の とお りであ る。

1宛 名異動処理

宛名 の異 動処理 は、宛名入 力票 またはオ ンライ ン入力 によ り行 わ れ る。

宛名 の異 動処理 に より、宛名 マ スター には、納税義 務者等 の氏名(名

称)及 び納 税通知書 送付先 の住 所等、整 理番号 をキ ーと して宛名 情報 を

登 録す る。

整理番 号 は、宛名 異動処理 に基づ き宛 名 マスター に登録 され るほか、

納 税義務者異 動処理 に基づ き資産 マス ターに登録 され、課 税事務等 のデ

ー タ処理 のキ ー とな る
。

納税義務者 の住所 、氏名 の変 更や新規 の納税義務 者 の設定 等が生 じた
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場合 は、原則 と して毎月、宛 名入力 に よ り宛名 マス ターの更新 を行 う。

この場合宛名入 力 に誤 りの ない もの は宛名 マス ターを更新 し宛名異 動

修正 リス トを、 また宛名入 力 に誤 りがあ る もの は宛名異動 エ ラー リス ト

を作成 す る。

宛名異 動 エラー リス トにつ いて は指定 した 目にオ ンライ ンによ り訂正

処理(以 下 「オ ンライ ン訂正 」 とい う。)を 行 う。 この結果 、宛名 マス

ターの更 新 を行 った場合 は、 入力票 の場 合 と同様 に宛名異動 修正 リス ト

及 び宛名 異動 エラ ー リス トを作 成す る。

宛名 マ スターに記録 された納税義務者 等 に関す る宛名情報 は、定期課

税 にお ける納税通 知書及 び個 人別調書等 の ほか随時課税処理 、調定後 税

額異動 処理 にお ける出力 帳票 に納税義務 者の住所 ・氏名 を提供 す る。

また、共通収 入 システム におけ る督促 状、滞納 票及 び催告 状の作成 に

も使用 す る。

この ため、宛名 マスター には、常 に最 新で正確 な情報 を記 録 して お く

必要 が あ り、異動 情報 を把握 した場合 には迅速 に処理 し入 力を行 うこと

が求 め られ る。

2住 居表示の実施 に伴 う処理

住居表示実施区域通知書 により住居表示が実施 された町名、丁 目を入

力 し、宛名マスターに記録 されている当該住所を有す る納税義務者等を

抽出す る処理で、年2回 行 う。

この対象となったものは、住居表示実施区域納税者(納 税管理人)一

覧表及び住居表示変更照会書を作成する。
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3償 却資産申告書作成処理

宛名 マ スター に記録 されてい る償 却資産 の納税義務 者等 について翌年

度 の申告書 をプ レプ リン トす る処 理で あ る。

この場合、 申告書 の作成処理 に先立 って償却資産 申告書不作 成(解 除)

の入力 を行 う。

この入 力 は、宛 名 マス ター に記録 され てい る償却資産 の納税義務者 等

につ いて翌年度 の 申告書 の作成 が不 要 の もの又 は今年 度不要 であ ったが、

翌年度 よ り必 要 とな るもの につ いての指示 を行 うもので あ る。

4納 税義務者管理項 目異動処理

新規分 納税義務 者及 び納 税義務者等 の主 た る資産 の所在 地、業種 、申

告区分等 の更新 等の異動 が生 じた場 合 は、 当該納税義務 者の評価 ・課税

処理 に先立 ち、宛名入 力票(納 税 義務者管 理項 目)の 入力 を し、資産 マ

ス ターを更新 す る。

な お、新規 申告分 につ いて は、 申告書 に基づ き、 免税点 を考慮 して入

力す る。

入 力の結果、 宛名 入 力票(納 税義務 者管理項 目)に 誤 りの ない もの は、

資産 マス ターが更新 され、納税義務 者更新 リス トが搬 出 され る。

また、入 力 に誤 りのあ る ものは、納税義務 者 エラー リス トを搬 出す る。

エ ラー とな った ものにつ いては、オ ンライ ン訂正 又 は次回入 力 日に修正

すべ きデー タを再度 、宛名 入力票(納 税義務者管 理項 目)に より入 力を

行 う。

5定 期課税処理

宛名入力票(納 税義務者管理項 目)、 価格等入力票、種類別明細書、
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更正連絡票並 び にオ ンライ ン入 力に よ り、 入力 され更新 された デー タよ

り作成 された資産 マスタ ーに基 づ き、年税額 を算 出 し課税 マ スターを更

新 す る。

この課税 マス ター と宛 名マ スター によ り納 税通知書 、償 却資産個 人別

調書等を作成 す ると ともに、調定額 決議書、 賦課決定 調書及 び各種統 計

資料 を作成 す る。

6定 期調後税額異動処理

定 期課税処 理 において作 成 した課 税 マスター に減免等 の修正処理 を要

す る もの及 びエ ラー等 が生 じ訂正 を要す る もの は、定期課 税 に係 る調定

後訂正 処理 を行 い、課税 マス ターの修正 を行 う。

修正を行 った結果、差 し替 え用 の納税通知書 、償却資産個 人別調書 、

調定 額決議書 、賦課決定 調書等 を作 成す る。

なお、 口座 振替担 当が 口座情報 につ いて異 動入力 した場合 は、異動分

について納税 通知書 を作成 す る。

7縦 覧及び閲覧処理

縦 覧及 び閲覧処理 は、 入力 デー タが正 当に処 理 され評価 計算が完 了 し

た もの につ いて、固定資 産税課管理 係 において端末機 よ り指 定用紙 に出

力す る ことに よ り行 う。

8随 時課税処理

定期課税の調定後において、償却資産の期限後申告又は所有者の誤謬

等で増額修正の事実が判明 し課税する場合 は、原則 として年4回 、一般

申告においては、種類別明細書、更正連絡票等を、また電算申告分 にお
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いて は、価格等 入力票、更 正連絡 票等 を入 力 し随 時課税 を行 う。

これ らの入 力デ ータ に誤 りが な い場合 は、各帳票 に対す る更新 リス ト

が作成 され る。

また、 デー タにエ ラーが生 じた場合 は、各 帳票 に対 してエ ラー リス ト

が作成 され るの で、 それ ぞれエ ラー訂正 処理 を行 う。

これ らの処 理 を行 うこ とに よ り、課 税 マスターを更新 し、納税通知 書、

納 税通知 書宛 名補記 リス ト、個 人別 調書、随 時価 格決定調 書、賦課決定

調 書、価 格等修正決 定書、 調定 額決 議書、課税 台帳等 を作 成す る。

9調 定後税額異動処理

定期課 税又 は随時課税 の調定後 にお いて、 非課税、減免 又 は価格 の修

正等 の異 動事 由に よ り、 すで に賦 課 した税額 の減額 や取消 を行 う必 要 の

あ る ものを原則 と して月1回 異動処 理す ることが で きる。

一般 申告 において は償 却資産種 類別 明細 書(減 少資 産用)
、 償却 資産

修正入 力票、更正 連絡 票又 はオ ンライ ン入力 によ り、電算 申告 分 につ い

て は、 価格等入 力票、更 正連絡票 又 はオ ンライ ンに より入力 を行 う。

これ らの入 力デ ータ に誤 りが ない場合 は、各帳票 に対す る更 新 リス ト

が作成 され る。

また、 デー タにエラ ーが生 じた場合 は、各帳票 に対 してエ ラー リス ト

が作成 され るので、 それ ぞれエ ラー訂正処 理 を行 う。

これ らの処 理を行 うこ とによ り、課税 マス ターを更新 し、 更正納付書 、

賦 課決定書 ・通知書 、価格等修正 決定書 ・通知書 、調定額決 議書、課税

台 帳等が作成 され る。

10納 期限変更処理
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定期課税又 は随時課税 において納税通知書が返戻された場合で、再度

発付する納税通知書が納期限10日 前までに納税義務者等に到達 しない時

は、納期限の変更を行 う。

納期限を変更す るものは、納期限変更の入力を行 うことにより徴収マ

スターに記録 されている納期限を1カ 月延長する。

納期限変更処理を行 った ものは納期限変更処理一覧表及び公示送達入

力票を作成す る。

11公 示送達処理

前記10公 示送達入 力票 によ り、公示送達 すべ き納 税義務 者 のデ ータを

入力す る ことによ り徴 収マ スター に公示送達 した旨を記録 し、公示 簿及

び公示送達一 覧表 を作成 す る。

12納 税通知書及び納付書の再発行処理

納税義務者等から納税通知書等の再発行を求め られた場合、理由等を

確認のうえ、端末機 より再発行用の納税通知書等を出力 し交付する。

また、その他の場合で、納税通知書、告知書及び納付書の再発行を求

め られた場合 は、納税義務者等の利便性を考慮 し、固定資産税課管理係

と協議の うえ円滑な運用を図ること。

13証 明書の発行処理

納税 義務者等 より評価証 明又 は関係証 明の発行 の 申請が あ った場合 は、

固定資 産税課管理係 において、端末機 によ り当該発 行画面 を展 開 し、証

明書 にデ ータを印字 し発行 す る。
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第4節 電算処理標準日程

処 理 名 6月

宛名 異動処理

住居表 示の実施 に伴 う処理

償 却資 産申告書の作成処理

納 税義務者異動処理

定

期

課

税

処

理

種 類別明細書等の処理

価 格等入力票の処理

更 正連絡票の処理

定 期課税関係帳票の作成

納 税通知書の作成

配分資産の処理

定 期調後異動処理

随時課税処理

調定後 税額異動処理

納期限変更処理

公示送 達処理

搬 入か ら搬 出 までの期間 を示す

7月 8月 9月 10月

搬 出 日 を 示 す 。

11月 12月 1月

搬 入 日を 示 す 。

2月 3月 4月 5月 備 考

原則 として月1回 処理

原則 と して月1回 処理

年4回 処理

原則 として月1回 処理



第5節 償却資産に係 る事務の概要

償却資産の事務は、納税義務者 に対 し送付するプレプ リン トした償却資産

申告書の作成、定期課税等を行 うために償却資産種類別明細書等各種入力票

の搬入事務、備え付けの端末機 によりオ ンライン入力事務及び配分資産に係

る課税事務等がある。

1償 却資産申告書(プ レプ リン ト分)の 作成に係る事務

宛名 マス ターに記録 して い る納税 義務 者等 につ いて、 次の アか らオ まで

を除 き償却 資産 申告書(以 下 「申告 書」 とい う。)を 作成 す る。

申告書 には納 税義務 者等 の住所 、氏名 等 をカ ナで印字 す るほか、 「所 有者

コー ド」欄 には、事務 所 コー ド、 個 ・法、整理 番号、CDを 、 また当該 年

度 の課税歴 が あ る もの につ いて 「*」 を印字 し搬 出す るので、償却 資産 整

理票 と照合 す る。

ア 申告書 の不 作成指 示 入力 を行 った もの

イ 整理 番号 を変更又 は合併 した もの

ウ 配分資 産、大規 模償 却資産 、共 通収 入 システムの繰越分 の もの(整 理

番 号8桁 の内、 頭1桁 目が 「9」 、 「8」 、 「7」 の もの)

工 納税 義務者 管理項 目で 「評価 停止」 入 力済 の もの

オ 宛名 の入力 が な く、納税 義務者 管理 項 目のみの登録 のあ る もの

2納 税義務者データの入力に係 る事務

納税義 務者 デ ータは、償 却資産 課税 台帳(26号 様式)に 登載 され る項 目

の ほか、0申 告 ・不 申告 課税 等 の評価課 税 に係 る項 目及 び申告区分 等他 の

帳票 と帳票 間の デ ータの統 制 を図 り、エ ラ ーを未然 に防 ぐための制御 項 目
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等 のデ ータか らな り、 デ ータの異 動 または登 録処理 にあた って は、他 の全

ての入力処 理 に先 立 ち行 う。

なお、 この納税 義務者 デ ータの入 力 は、 宛名入 力票(納 税 義務者管理 項

目)に よ るほか、端末機 によ るオ ンライ ン入力 に よ り行 う。

3償 却資産価格等入力票に係 る事務

償却資産 価格 等入力 票 は、 企業電 算 申告の もの につ いて、納税義務 者 よ

り申告 され たデー タに基 づ き作 成 す る入 力票 で、 これに よ りバ ッチ処理 を

行 う。

また、同様 の処理 を端末機 によ るオ ンライ ン入力 に より行 うことが で き

る。

4償 却資産種類別明細書の入力に係 る事務

償却 資産種類 別 明細 書 は、前年 中に資産 の異動 のあ った場合 、納税義務

者 よ り申告 され たデ ータに基 づ き作成 す る入 力票 で、 これ によ りバ ッチ処

理 を行 う。

作成 にあ た って は、 申告 デ ータ に誤 りが ないか をチ ェ ック し、必 要項 目

の記載 をす る。

償却資 産種類 別明細 書(減 少資産 用)に おいて は、資 産 コー ド一 覧表 を

参照 し、 一部減 少 ・全 部減少 とな る資産 の コー ドを抹 消 コー ド欄 に記入 す

る。

また、毎 年度 全資産 申告が行 わ れ る もの について は、 当該年度 の全資産

に新た に資 産 コー ドを付設 し直す方 法 とす る。

前年以前 の取得 資産 の中 に経 歴 デー タを有 して い るものが あ る場 合、 当

該 資産 につ いて新 た に付 設 され た資 産 コー ドに より償却 資産更正連絡 票並
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び に種類別 明細 書(特 例 コー ド)を 作成 し経歴 デ ータを再 入力す るこ とが

必 要 となる。

5償 却資産更正連絡票の入力に係 る事務

償 却資 産更正連 絡票 は、耐 用年 数の短縮 、控 除額 の加算(増 加償 却、陳

腐化 、評価 額 の補 正)、 非課 税、減 免及 び共用 資産の事 由が生 じた場合、

適正 な評価 ・課税 計算 を行 うため作 成す る。

入 力にあ た って は、 資産 コー ドがキ ー項 目 とな るの で、 資産 コー ドの付

設 を待 ち当該 コー ドが明 らか にな った時 点で作成 し入力す る。

6課 税標準の特例の入力に係 る事務

課税標準 の特例 の届 け出があ った資産 は、一般 申告 につ いて は、毎 年度

作 成 され る特例 コー ド一 覧表 を参照 の上、 償却資 産種類別 明細 書 の特 例 コ

ー ド欄を使 用 して特 例 コー ドを入力 す る。

また、電算 申告分 等 につ いて は、 償却資 産価格 等入力票 の課税標準 額欄

に特例適用後 の課税 標準額 を記 入 し入力す る とともに概要調書 等の作成 の

ため に、電算 申告特 例入 力票 に よ り、特例 コー ド別 に決定価格 、課税 標準

額 等を入力す る。

7配 分資産に関す る事務

自治省等か ら通知 される 「固定資産価格等配分通知書」により宛名情報

と税額情報を入力 し、配分資産に係 る定期課税及び調定後異動処理を行 う。
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第6節 償却資産の事務処理

償却資 産の事務 処理 の概要 は、以 下 の とお りで あ る。

なお、新規、抹 消、 修正 等の異動 処理及 び入 力 された異動 デー タに、 デ

ー タ誤謬等が あ り、 エ ラー とな った ものを訂正 す る処 理 は、 入力帳票の う

ち一 部 を除 き同 じ処理 を端 末機 に よ るオ ンライ ン入 力 によ り行 うこ とが で

きる。

このため、事務処 理 の具体 的方法 につ き、端末 機 によ るオ ンライ ン入力

の機能 を備え てい る もの につ いて は、入 力内容 も同様 であ るので、 オ ンラ

イ ンに よる異動処 理 の記載 とす る。
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1宛 名の異動処理(オ ンライン処理)
宛名修正指示入力とは、宛名異動修正指示入力画面に宛名入力票の入力

と同様に、納税義務者等の宛名情報に関する異動データの抹消、新規、修
正の内容を端末機により入力することをいう。
(1)新 規登録都内分

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99

資産

固定(償 却資産) 801
取扱区 分:2

機械 処理NO:

個法 氏 名 コー ド

宛名異動修正指示入力(都 内)

C/D

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カ ー ドNO:C3事 務所 コー ド:01

3 02 10000 ＃

異動 区分

共有者
数

カ ナ 補 記
方書 氏名

漢 字 補 記
方書 氏名

2 0

旧氏 名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区 市郡 コー ド

001

町名 コー ド

008

丁 目コー ド

03
街区符号住所番号
5-1

カナ方書等
漢字方書等
カナ 氏名
漢字 氏名

＠オガ ワセイサクショ

@小 川製作所

① 取扱 区分 「2」(新 規)、 カー ドNO、 資産 「3」 、個 法、氏名
コー ド、CD「#」 、異動 「2」(新 規)、 区分 「0」(一 般の場

合)、 住所 コー ド(区 市郡 コー ド、町名 コー ド、丁 目コー ド、街区

符号住所 番号)、 カナ方書 等、漢字 方書等 、カナ氏名、 漢字氏名、

並 びに該 当す るものがあれ ば、共 有者、 カナ補記、漢字補 記項 目を入
力 し、内 容を確認 後送信キ ーを押 す。

② 送信 キーを押 すと、入力 にエ ラーがあ る場 合は、 スカイブルーの

色で エラー部分 を表示す るので 、確認の うえ修正 し再度送 信キ ーを
押す。

③ 機械 処理NOが 付設 され、入 力にエ ラーがない場 合下 段に 「確認

後登録 キーを押 して ください」 のメ ッセ ー ジが表示 される。
機械処 理NOは 、入力処 理 ごとに システムにお いて自動 付設 され

る。
登録 デー タの 確認及 び同一処理 サイ クル期 間内の再度 修正用 に、

機械処 理NO等 の記録 を行 う。

④ 登録 キーを押 し、デ ータの登録 を行 う。

画面 が クリアーされ 「登 録 されま した」 のメ ッセ ージが表示 され
る。

(2)新 規登録都外分

宛名異動修正指示入力(都 外)画 面

99-99

資産

固定(償 却資産)

個法 氏名 コー ド

802宛 名異動修正指示入力(都 外)

C/D 異動 区分
3

共有者
数

01

住所

1258500

カナ補記
方書 氏名

#

住所

2

漢字補記
方書

0

氏名
旧氏 名 コー ド C/D

道府 県コー ド

カナ住所
20 郵便番号 386-22

漢字住所
カナ方書等
漢字方書等
カナ 氏名

チイサガ タグ ン サナダ マチオオアザ ソヒエ6285-1

ヤマダ タイチ

山 田 太一

宛名都内分の入力と異なる部分は以下のとおりである。

① カナ補 記、漢字補 記項 目に住所補 記があ る。

② 道府 県コー ド、郵 便番号 を入力す る。

③ 住所 は、都内分 では住所 コー ドによ り入力 す るが 、都外分で は、

カ ナ住所 欄、漢字住 所欄 に、直接 カナ及 び漢 字で入 力す る。

以上の① 、② 、③ の入力が 都内分 と異な るが 、入力 方法につ いて は、

都内分 と同 様であ る。
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小県郡真田町大字傍 6285-1

漢字 氏名



(3)同 一入力期間中の既登録分の修正処理
(同一入力期間中に一度入力 し、登録した内容を変更する場合)

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99 固定(償 却資産)
取扱区分:
機械処理NO:

801宛 名異動 修正指 示入力(都 内)

3(1:削 除2:新 規3:修 正)
900001カ ー ドN0:事 務 所 コー ド:01

資産 個法 氏 名 コー ド C/D 異動 区分

共有者
数

カ ナ 補 記
方書 氏名

漢 字 補 記
方書 氏名

旧氏名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市郡 コー ド 町 名 コー ド 丁 目コー ド 街区符号住所番号

カナ方書等
漢字方書等
カナ 氏名
漢字 氏名

① 取扱区 分、機械処 理NOを 入 力 し、送信 キーを押す。(既 登録分

の呼 び出 し)

この時 、取扱区 分は同 一入力 期間中 に登 録済であ り、機 械処理N

Oあ る ものの呼 び出 しの ため、 「3」 を 入力す る。

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99固 定(償 却 資産)
取扱区分:

機械処理NO:

資産 個法 氏名 コー ド

801宛 名異動 修正指 示入力(都 内)
3(1:削 除2:新 規3:修 正)

900001カ ー ドNO:C3事 務所 コー ド:01
C/D

3 02 00010000 5
異動 区分

2 0

共有者
数

カ ナ補 記
方書 氏名

漢 字 補 記
方書 氏名 旧氏 名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市 郡 コ-ド 町名 コー ド 丁 目コー ド 街区符号住所番号
001 008 03 5-1

カナ方書等
漢字方書等
カナ 氏名 ＠オガワセイサクショ

漢字
XX007

氏名 @小 川製作所
確認後登録キーを 押して下さい

② 現 況を示す 画面が表 示 され る。

③ 表 示 され た項 目に修 正入力 を行 い、送信 キーを押 す。

④ 入力にエ ラーが ない場合、下 段 に 「確認後 登録 キーを押 して下 さ

い」 の メッセー ジが 表示 され る。

⑤ 入力内容 を確認 の うえ、登 録キ ー(PF8)を 押 し、登録を行 う。

画面が ク リア ーされ 「登 録 されま した」の メッセー ジが表示 され

る。

機械処理NOは 修正前 と同一で あ り、 前回の登 録内容の変更 が行

われる。
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(4)既 登録分の修正処理
(既登録済の登録事項の変更の入力を行う場合)

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99

資産
3

固定(償 却資産)801

取扱区 分:2
機械処 理NO:

個法
02

氏 名 コー ド
16000

宛 名異 動修正指示 入力(都 内)

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カー ドNO:C3事 務所 コー ド:01

C/D
2

異動
3

区分
0

共有者
数

カ ナ 補 記
方書 氏名

漢 字 補 記
方書 氏名

旧氏 名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市郡 コー ド 町名 コ ー ド 丁 目コー ド 街区符号住所番号

カナ方書等

漢字方書等
カナ 氏名
漢字 氏名

@ヤマダ ショウテン

@山 田商店

① 取扱 区分 「2」(新 規)、 カー ドNO、 資 産、個法、整 理番号 、

CD、 異動 「3」(修 正)、 区分 「0」(一 般 の場合)、 訂正すべ

き項 目を入力 し、 内容 を確認後 、送信キ ーを押す。

取扱 区分は、一入 力期 間中の初 めての入力 のため 「2」(新 規)

とな る。

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99

資産

固定(償 却資産) 801宛 名異動修正指示入力(都 内)
取扱区分:2
機械処 理NO:900002

個法 氏名 コー ド

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カー ドNO:C3事 務所 コー ド:01

C/D 異動 区分
3

共有者
数

02 00016000 2 3

カ ナ 補 記
方書 氏名

漢 字 補 記
氏名

0

方書
旧氏名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市郡 コー ド 町名 コ ー ド 丁 目 コー ド 街区符号住所番号

カナ方書等
漢字方書等
カナ 氏名
漢字 氏名

@ヤマダ ショウテン

@山 田商店
XX007確 認後登 録キ ーを押 して下 さい

② 送 信キ ーを押す と、 入力 にエ ラーがあ る場 合は、 スカイブル ーの

色 でエ ラー部 分を表示 す るので、確 認の うえ修正 し再度送 信キ ーを

押す 。

③ 機械処理NOが 付設 され 、入力 にエ ラーがない場 合下 段に 「確 認

後登 録キ ーを押 して くだ さい」の メ ッセ ージが表示 される。

登 録デ ータの確認及 び同一 処理 サイ クル期間内の再度 修正用 に、

機械 処理NO等 の記録 を行 う。

④ 入 力内容 を確認の うえ、登 録キ ー(PF8)を 押 し、登録を行 う。

画 面が ク リアー され 「登録 され ま した」の メ ッセ ージを表示 され

る。
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(5)抹 消の入力(同 一入力期間中)処 理
(宛名データを登録後、同一入力期間中にその登録データを抹消する

場合)

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99 固定(償 却資産) 801宛 名異動修正指示入力(都 内)
取扱区分:1
機械処 理NO:900001

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カー ドNO:事 務所 コー ド:01

資産 個法 氏名 コー ド C/D 異動 区分

共有者
数

カ ナ 補 記
方書 氏名

漢 字 補 記
方書 氏名 旧氏名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市郡 コー ド 町名 コー ド 丁 目 コー ド 街区符号住所番号

カナ方書等
漢字方書等
カナ

漢字
氏名
氏名

① 取扱 区分 「1」 、機 械処理NOを 入力 し、送 信キー を押す。

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99 固定(償 却資産) 801宛 名異動修正指示入力(都 内)
取扱区分:1
機械 処理NO:900001

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カー ドNO:C3事 務所 コー ド:01

資産 個法 氏名 コー ド C/D 異動
00010000 5 2

区分
3

共有者
数

02

カ ナ 補 記
方書 氏名

漢 字 補 記
方書 氏名

0

旧氏名 コー ド C/D

任 所
コ ー ド

区市 郡 コー ド

001

町名 コー ド

008

丁 目コー ド
03

街区符号住所番号
5-1

カナ方書等
漢字方書等
カナ

漢字
氏名
氏名

@オガワセイサクショ

@小 川製作所

② 登 録 した内 容が表示 され るので、 内容 を確認 し登録 キー(PF8)

を押 す。

一 度取 り消 した デー タは、機械 処理NOを 入力 して も復活 させる

こ とはで きない。
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(6)抹 消の入力(既 登録済 デー タの抹 消)処 理
(誤 って登録 して しまった場合等 のデー タの抹 消)

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99

資産
3

固定(償 却資産)

共有者
数

801宛 名異動修正指示入力(都 内)
取扱区 分:2

機械処理NO:
個法
02

氏 名 コー ド
10000

カ ナ 補 記
方書 氏名

C/D
5

漢 字 補 記
方書 氏名

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カー ドNO:C3事 務所 コー ド:01

異動
1

区分
0

旧氏 名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市郡 コー ド 町 名 コー ド 丁 目コー ド 街区符号住所番号

カナ方書等
漢字方書等
カナ 氏名
漢字 氏名

① 取扱 区分 「2」(新 規)、 カー ドNO、 資 産、個法、 整理番号 、

CD、 異動 「1」(抹 消)、 区 分 「0」(一 般の場合)を 入力 し、

内容 を確認 後、送信 キーを押す。

取扱 区分 は、一入力 期間中の 初めての入 力のため 「2」(新 規)

となる。

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99 固定(償 却資産) 801宛 名異動修正指示入力(都 内)
取扱 区分:2
機械 処理NO:900003

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カー ドN0:C3事 務所 コー ド:01

資産
3

共有者
数

個法
02

氏名 コー ド
00010000

カ ナ 補 記

C/D
5

漢 字 補 記

異動
1

区分
0

方書 氏名 方書 氏名
旧氏名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市郡コー ド 町名 コー ド 丁 月 コー ド 街区符号住所番号
001 008 03 5-1

カナ方書等
漢字方書等
カナ 氏名
漢字 氏名

@オガワセイサクショ
@小 川製作所

② 入 力内容を確 認、し、 登録キ ー(PF8)を 押 し登録 を行 う。

画面 が クリアー され 「登録 され ま した」の メ ッセー ジが 表示 され

る。

-30-



2宛 名のエ ラー訂正 処理(オ ンライン処理)

(1)エ ラーデー タの削除処理
宛名入力 票及 び端末に よるオ ンライ ン入力 により入力 した結果、 宛名異

動 エラ ーリス トで エラー と搬 出 され た ものは、所定 の期 日に宛名異 動修正
指 示入力画 面でエ ラー訂正 をす ることがで きる。

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99

資産

固定(償 却資産) 801宛 名異動修正指示入力(都 内)
取扱区分:3
機械処 理NO:900004

個法 氏名 コー ド

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カー ドNO:C3事 務所 コー ド:01

C/D 異動 区分

共有者
数

カ ナ 補 記
方書 氏名

漢 字 補 記
方書 氏名 旧氏名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市 郡 コー ド 町名 コー ド 丁 目コー ド 街区符号住所番号

カナ方書等
漢字方書等
カナ

漢字
氏名
氏名

① 取扱 区分 「3」(修 正)、 機械 処理NO、 カー ドNOを 入力 し、

送信 キーを押 す。

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99

資産

固定(償 却資産) 801宛 名異動修正指示入力(都 内)
取扱区分:3

機械処理NO:900004

個法 氏 名 コー ド

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カー ドNO:C3事 務所 コー ド:01

C/D

5

異動
00010000 2

区分
3

共有者
数

02

カ ナ 補 記 漢 字 補 記

0

方書 氏名 方書 氏名 旧氏名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市郡 コー ド 町名 コー ド 丁 目コー ド
03

街区符号住所番号
001 008 5-1

カナ方書等
漢字方書等
カナ

漢字
氏名
氏名 @小 川製作所

LA618 カナ氏名記入なし

② エ ラーの現況 を示 す画面が 表示 される。

エ ラー項 目はス カイブル ーの色 で、代表 エラーメ ッセ ー ジは画面

下方 に表示 され る。
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宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99

資産

固定(償 却資産) 801宛 名異動修正指示入力(都 内)
取扱区分:3
機 械処理NO:900004

個法 氏名 コー ド C/D

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カー ドNO:C3

異動 区分
事 務所 コー ド:01

3

共有者
数

02 00010000

カ ナ 補 記
方書 氏名

5

漢 字 補 記
方書 氏名

2 0

旧氏名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市郡 コー ド 町名 コー ド 丁 目コー ド 街区符号住所番号
001 008 03

カナ方書等
5-1

漢字方書等
カナ

漢字
XX007

氏名
氏名

@オガ ワセイサクショ

@小 川製作所
確認後登録キーを押して下さい

③ エラ ーメ ッセ ージによ りエ ラーの内容を 確認 し、 エラーの訂正 を

行 い送 信キ ーを押す。

④ エ ラーが な くなれば 、全ての項 目が グ リーンとな り、下 段 に 「確

認後登 録キ ーを押 して下 さい」の メッセー ジが表 示 され る。

⑤ 「PF8」 を押 し登録 を行 う。

「PF8」 を押 し登録を行 うと、更新 のメ ッセ ー ジが表 示 され、

画面が ク リアー される。
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(2)エ ラーデ ータの削除 処理

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99

資産

固定(償 却資産) 801宛 名異動修正指示入力(都 内)
取 扱区分:1

機械処理NO:900005

個法 氏名 コード

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カー ドNO:C3事 務所 コー ド:01

C/D 異動 区分

共有者
数

カ ナ 補 記
方書 氏名

漢 字 補 記
方書 氏名 旧氏名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市郡 コー ド 町各 コー ド 丁 目 コー ド 街区符号住所番号

カナ方書等
漢字方書等
カナ 氏名
漢字 氏名

① 取 扱区分 「1」(削 除)、 機械処 理NO、 カー ドNOを 入 力 し、

送 信キー を押す。

宛名異動修正指示入力(都 内)画 面

99-99

資産
3

固定(償 却資産) 801宛 名異動修正指示入力(都 内)
取扱区 分:1
機械処 理NO:900005

個法
02

氏 名 コー ド
00010000

C/D
5

(1:削 除2:新 規3:修 正)
カー ドNO:C3事 務所 コー ド:01

異動 区分
2

共有者
数

0

カ ナ 補 記 漢 字 補 記
方書 氏名 方書 氏名 旧氏名 コー ド C/D

住 所
コ ー ド

区市 郡 コー ド 町名 コー ド 丁 目コー ド 街区符号住所番号
001 008 03 5-1

カナ方書等
漢字方書等

一カナ 氏名
漢字 氏名

@オガ ワセイサクショ

@小 川製作所

② 入 力内容 を確認後 、 「PF8」 を押 し登録 を行 う。

③ 「PF8」 を押 し登録 を行 うと、更 新の メッセ ージが表示 され、

画面 が クリアー され る。
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3宛 名の搬出帳票

(1)宛 名異動修正 リス ト

宛名異動修正 リス トは、宛名入力票及びオ ンライン入力により入力 した宛名情報の登録、修正等の異動処理 を行 った結

果、正当 として処理 されたデータについて宛名マスターの更新状況を更新前、更新後で示 し搬出する帳票である。

事務所
千代田 01

機械処理
NO

N

O

カ

ー

ド

税 目
償 却

個

法

資産 コ ー ド

整理番号

3
C

D

異

動

区

分

生

保
生保 月日 共有者

宛 名 異 動 修 正 リ ス ト

カナ

住
所

補

方
書

記

氏
名

漢

住
所

字補

方
書

記

氏

名

旧整理番号

旧

C

D

住所 コ ー ド

道府

県

区市郡 町名丁目郵便番号 住所 ・方書 ・氏名

作成 日 頁

備 考

トウキョウト シブ ヤク エビ スミナミ1-1-1

東京都 渋谷区 恵比寿南 1-1
-1

異動前
c301 01015700 030 0007 13013 02l 01 150

セマグチ セイイチロウ

山口 晴一郎

ホカ7メイ

外7名

トウキョウト シブ ヤク エビ スミナミ1-1-1

東京都 渋谷区 恵比寿南 1-1
-1

異動後
C3 01 01015700 03 0 0008 13013 029 01 150

ヤマグ チ セイイチロウ

山口 晴一郎

ホカ8メイ

外8名

(2)宛 名異 動 エ ラー リス ト

宛名異動 エラー リス トは、宛名デ ータを入力 した結果、入力項目にエ ラーが発生 した場合に搬出 される帳票でエラー箇

所にアスタリス クを表示す る。

事務所 税 目 資 産 コー ド

千代田 01

N

O

カ

ー

ド

個

法

償却 3

機械処理
NO

整理番号

C

D

異

動

区

分

生

保
生保年月日 共有者

宛 名 異 動 エ ラ ー リ ス ト

カナ

住
所

補

方
書

記

氏
名

漢

住
所

字補

方
書

記

氏
名

旧整理番

作成 日 頁

号

旧

C

D

住 所 コ ー ド

道

県

府区市郡町名丁目郵便番号 住所 ・方書 ・氏名

カナガ ワケン ヨコハマシ ホドガ ヤク ニシクボ131-3

備 考

000115 C4 02 05284900

*

030 14 240

神奈川県
131-3

横浜市保土ケ谷区西久保

ライオンズ マンション

ラ イ オ ン ズ
6-610
マ ンシ ョン 6-610 CD

000118 C3 01 05354000 3

* *

010 010 02

トウキョウト

束京都
21
パー ク

メグ ロク

サイド

ヒモンヤ

目黒区

ヒモンヤ

パ ー ク サ イ ド

サトウ カズ コ

2-9-21

碑文谷

104
ヒモ ンヤ

2-9-

104

佐藤 和子
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4住 居表示の実施に伴 う処理

住居表示が実施 され ると、当該地域 に係 る納税義務者等の宛名 につ いて

多量の異動事務が生 じる。住居表示が実施 された場合には、宛名入力票の

作成を効率的に行 うため、住居表示実施区域通知書を入力す ることにより、

宛名マスターか ら住居表示実施区域に係 る納税義務者等を抽出 し、 「住居

表示実施区域納税者(納 税管理人)一 覧表」 と 「住居表示変更照会書」 を

作成す る。

(1)住 居表示実施 区域通知書の作成

住居表示実施区域通知書は、区役所 より送付 される住居表示旧新対照

表に基づ き、次のよ うに作成する。

[例2]住 居表示実施区域通知書

事務所 住居表示実施区域通知書

04

町 名

020

丁 目

00

備 考

新宿区三光町の全部

086 01 新宿区東大久保一丁 目の一部

086 02 新宿区東大久保二丁 目の一部

(2)搬 出帳票 の処理方法

住居表示実施区域通知書のデータに基づ いて旧町名 ・丁 目ごとに、当

該地域に住所を有す る納税義務者等を抽出 し 「住居表示実施区域納税者

(納税管理人)一 覧表」及び 「住居表示変更照会書」を作成 し、次 によ
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り処 理す る。

なお、住 居表 示実施 区域 通知 書を入 力 した結果 を明 らか にす るため
、

住居表示実施 区域 チエ ック リス トを搬 出す る。

ア 住居表示実施 区域納 税者(納 税 管理人)一 覧表(管 内分)

所管 区域 内で、 住居表 示 が実 施 され、 当該地 域 に住所 を有す る納 税

義務者等 の住所 ・氏名(名 称)を 町名 ・丁 目 ・整 理番号順 に印字 した

もので帳票の上 部 に 「管 内分」 と印字す る。

したが って、 この リス トに印字 され た もの は、 「住 居表 示 旧新対 照

表」等 と照合 し、変 更後 の住所 に よ り修正 の宛名 入力票 を作成 す る。

イ 住居表 示実施 区域納 税者(納 税 管理人)一 覧表(管 外分)

所管 区域 外で住居 表示 が実施 された場 合 に、 当該地域 に住所 を有 す

る納税義務者 等の住 所 ・氏名(名 称)を 整理 番号順 に印字 した もので

帳票の上部 に 「管外分 」 と印字す る。

この リス トに印字 され た もの につ いて は、下 記(3)の 住居表示 変更

照会書 に所 要事項 を記入 の うえ納税義 務者 等 に発付す る。

なお、 「備 考」欄 には 「発付 日」、 「回答 の有無 」又 は 「返 戻」及

び 「住居表示 の実施 の有無 」等 の処理経 過 を明示 して お く。

ウ 住居表示変更照会書

「住居表示実施区域納税者(納 税管理人)一 覧表(管 外分)」 に印

字 した納税義務者等 に新住居表示を照会す るために作成す るもので、

次により処理を行 う。

① 住居表示変更照会書は、 「往復 はが き」 とな っているので、返信

用には切手を貼付 し、発付 日、事務所名等所定の事項を記入 して、

納税義務者等あて発付する。

② 住居表示変更照会書に対す る回答により、修正の宛名入力票を作
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成す る。

なお、 回答の な い場 合 は区役所 に照 会す る等 の方法 に よ り確 認の

うえ作成 す る。

③ 回答のあ った住居表示変更照会書は、所要の処理が終了後、番号

順 に編綴 し、翌年度の定期課税の終了時点まで保存 してお く。

5償 却資産申告書の作成

(1)償 却資産申告書不作成(解 除)入 力票

償却資産申告書不作成(解 除)入 力票 は、廃業及び管外移転等の理由

により翌年度以降の償却資産申告書を作成す る必要がないものの不作成

指示、又は前年度以前に不作成指示を行 ったもので償却資産申告書を作

成す る必要が生 じた ものの不作成解除を行 うための入力票で、次 により

作成する。

ア 「事務 所」欄

事務所 コー ドを記 入す る。

イ 「整理 番号 」欄

整理 番号一 覧表 の整理 番号 を記入 す る。

ウ 「CD」 欄

整理 番号 一覧表 のCDを 記 入す る。

エ 「区分」欄 ・・・ 次 の コー ドによ る。

コ ー ド

1

9

区 分

不作成指示

不作成解除

備 考

印刷済のため記入不要

印刷 して あ る 「1」 を 「9」 に書換 え る
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(2)宛 名入力票(納 税義務者管理項 目)

宛名入力票(納 税義務者管理項 目)「 評価停止」欄の入力によって も、

償却資産申告書不作成(解 除)入 力票 と同様に不作成指示をすることが

できる。

(3)搬 出帳票

ア 償却資産申告書

宛名 マス ターに記録 して い る納税義 務者 等 につ いて、 次の①、② 、

③ 、④ 、⑤ を除 き償 却資産 申告書(以 下 「申告書」 とい う)を 作 成 す

る。

作成す る申告書 は、一 般 申告 用が2枚 複 写、電 算 申告等 用が3枚 複

写 の用紙 とな る。

また、一般 申告用 とは、 申告 区分が 「0」 、 「5」 及 び宛名項 目の

み登録 されて い る ものを いい、電 算 申告 用 とは、 申告区分 「1」 、

「2」 をい う。

申告書 には納税 義務者 等の住 所、氏 名等 を カナで 印字 す るほか、

「所有者 コー ド」欄 には、 事務所 コー ド、個 ・法 コー ド、整 理番号 、

CDを 、 また、 当該 年度 の課税歴 が あ る もの につ いて 「*」 を印字 し

搬 出 し、償却資 産整理 票等 と照合 す る。

① 不作成 入 力票で不作 成指 示を行 った もの(不 作成 マス ターに整 理

番号 のあ る もの)

② 整理番号 を変 更 また は合併 した もの(旧 整理 番号分)

③ 配分資産 、大 規模償却 資産 、共通 収入 システムの繰越分 の もの

(整 理番号8桁 の内、頭1桁 目が 「9」 、 「8」 、 「7」 の もの)

④ 納税 義務者 管理項 目の 「評価 停止」 を入 力 した もの。
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⑤ 宛名 の入 力が な く、 納税 義務者管 理項 目のみの登 録の あ る もの。

イ 償却資産申告書宛名補記 リス ト

宛名 入力票 で カナ補記 と して入 力 した もの又 は住所 ・氏名 等が長大

な ため補 記 とな った もの につ いて、 整理番号順 に印字 し、 申告 書の宛

名 の該 当項 目を補記 す る。

ウ 償却資産整理番号一覧表

償却資 産整理 番号 一覧 表(以 下 「整 理番号一覧 表」 とい う。)は 、

申告書作成 の際 に宛 名 マス ター に記録 して い る納 税義務 者等 の住 所及

び氏名(名 称)等 を整理 番号順 に印字 す る。

エ 償却資産索引簿(五 十音順 ・所在地順)

償却資産 索引簿(五 十 音順)は 宛名 マス ターに記 録 して いる納税 義

務者 の カナ氏名(名 称)を 五十 音順 に配 列 し、作成 す る。

また、償 却資産 索 引簿(所 在地 順)は 、資産 マス ターに記録 して い

る納 税義務 者の資 産所 在地 を町名 コー ド順 、丁 目順 、号順 に配列 し作

成 した もので あ る。

ただ し、 カナ氏 名 が ない もの及 び整理 番号を変更 又 は合 併 によ り不

使用 とな った整理 番号 は印字 しな い。

オ 償 却資産 申告書 不作 成(解 除)チ ェ ック リス ト

償 却資産 申告書 不作成(解 除)入 力票 の入力デ ー タを チ ェ ック した

結果 、正 当処理 され た もの及 びエ ラー とな った ものにつ いて、エ ラー

分 は メ ッセ ー ジを付 し、搬 出す るので 申告 書の引 き抜 き等処 理 を行 う。
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6納 税義務者管理項 目の異動処理(オ ンライン入力処理)
納税義務者管理項 目指示入力とは、納税義務者管理項目指示入力画面に

宛名入力票(納 税義務者管理項目)の 入力と同様に、納税義務者情報に関
する異動データの抹消、新規、修正の内容を端末機 により入力することを
い う。

(1)新 規登録

49-24 固定(償 却資産)805納 税義務者管理項目指示入力
取扱区分:2
エン トリーNO:

(1:取 消2:新 規3:修 正)

事務所
01

個 ・法

02
整理番号

16000
CD

#

相当年度
404

納税義務者入力
異
動

申
区

種
目

事業開始 評価開始 評価停止 0

申

不 申 告

2 0 71
年月 年度 年度 区 年度

全品
減少

3557 402

住所同一 区市郡 町名 丁目 街区符号 (住居番号)
1

宛名氏名
宛名住所
申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6
0

① 取扱区分 ・・ 「2」(新 規)

② 基本共通項目(個 ・法、整理番号、CD)

CDは 不明の場合 「#」 とす る。

③ 相当年度項目

④ 納税義務者管理項目(異 動、申告区分、事業種 目、事業開始年月、

評価開始年度、)

⑤ 所在地項目

以上の入力すべき項目を入力 し、送信キーを押す。

49-24 固定(償 却資産) 805納 税義務者管理項 目指示入力
取扱区分:2
エントリーNO:000001

(1:取 消2:新 規3:修 正)

事務所
01

個 ・法

02
整理番号
00016000

CD
2

相当年度
404

納税義務者入力
異
動

申
区

種
目

事業開始
年月

評価開始
年度

評価停止
年度

0

申

不 申 告
区 年度

2 0

全品
減少

71 35507 402 00 0 0 0

住所同一
1

区市郡
000

町名
000

丁目
00

街区符号(住 居番号)

宛名氏名
宛名住所
申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6
0

XXO07 確認後登録キーを押 して下 さい

⑥ エ ントリーNOが 付設 され、入力エラーがなければ 「確認後登録キ

ーを押 して ください」の メッセージが表示される
。

⑦ 入力内容を確認 し、登録キー(PF8)を 押 し登録を行う。

登録キーを押すと登録が行われ、画面がク リアーされて 「新規作成

されました」のメ ッセ ージが表示 される。
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(2)同 一入力期間中の既登録分の修正

49-24固 定(償 却資産) 805納 税義務者管理項 目指示入力
取扱区分:3
エ ントリーNO:23

(1:取 消2:新 親3:修 正)

事務所 個 ・法 整理番号 CD 相当年度
21

納税義務者入力
異
動

申
区

種
目

事業開始
年月

評価開始
年度

評価停止
年度

0
申

不 申 告
区 年度

全品
減少

住所同一

宛名氏名
宛名住所

区市郡 町名 丁 目 街区符号(住 居番号)

申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6

① 取扱区分 「3」(修 正)、 エントリーNOを 入力し、送信キーを
押す。(既 登録分の呼び出し。)

49-24固 定(償 却資産) 805納 税義務者管理項 目指示入力
取扱区分:3
エントリーNO:000023

(1:取 消2:新 規3:修 正)

事務所 個 ・法 整理番号 CD 相当年度
21 02 01853500 5 404

納税義務者入力
異
動
3
*

申
区

0

種
目
20
20

事業開始
年月

35909
35909

評価開始
年度

402
402

評価停止
年度

0
申
1
1

不 申 告
区 年度

全品
減少

住所同一
0
0

区市郡 町名
021 120
021 120

丁目 街区符号(住 居番号)
05 13-14
05 13-14

宛名氏名
宛名住所

株式会社 山田メッキ
高砂1-11-1

申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6

② 既存データが表示 される。

49-24固 定(償 却資産) 805納 税義務者管理項 目指示入力
取扱区分:3
エン トリーNO:000023

(1:取 消2:新 規3:修 正)

事務所 個 ・法 整理番号 CD 相 当年度
21 02 01853500 5 404

納税義務者入力
異
動
3
*

申
区

0

種
目
20
20

事業開始
年月

35909
35909

評価開始
年度
402
402

評価停止
年度

0
申
1
1

不 申 告
区 年度

全品
減少

住所同一
1
0

宛名氏名
宛名住所

区市郡
000

町名
000

021 120
株式会社

丁目
00
05

街区符号(住 居番号)
00000
13-14

山田メ ッキ
高砂1-11-1

申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6

③ この事例では、納税義務者の資産所在地 と送付先が同一となったた
め変更入力を行 う。

49-24固 定(債 却資産) 805納 税義務者管理項 目指示入力
取扱区分:3
エン トリーNO:000023

(1:取 消2:新 規3:修 正)

事務所 個 ・法 整理番号 CD 相当年度
21 02 01853500 5 404

納税義務者入力
異
動
3

申
区

* 0

種

目
20
20

事業開始
年月

35909
35909

評価開始
年度

402
402

評価停止
年度

0

申
1
1

不 申 告
区 年度

全品
減少

住所同一
1
0

区市郡 町名
000 000
021 120

丁 目 街区符号(住 居番号)
00 00000
05 13-14

宛名氏名
宛名住所

株式会社 山田メッキ
高砂1-11-1

申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6

XX007 確認後登録キーを押 して下さい

④ 入力内容を確認 し、送信キーを押す。
⑤ 入力にエラーがなければ、 「確認後登録キーを押して下さい」のメ

ッセー ジがでるので、内容を確認 し、登録キー(PF8)を 押 し登録
を行 う。
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(3)既 登録分の修正

49-24固 定(償 却資産)
取扱区分12
エン トリーNO:

805納 税義務者管理項 目指示入力
(1:取 消2:新 規3:修 正)

事務所 個 ・法 整理番号 CD 相当年度
21 02 01853500 5 404

納税義務者入力
異
動

申
区

種
目

事業開始
年月

評価開始
年度

評価停止
年度

0
申

不 申 告
区 年度

全品
減少

住所同一

宛名氏名
宛名住所

区市郡 町名 丁目 街区符号 (住 居番号)

申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6

① 取扱区分 ・・ 「2」(新 規)、 基本共通項目(個 法、整理番号、
CD)、 相当年度項目を入力 し、送信キーを押す。

49-24固 定(償 却資産) 805納 税義務者管理項目指示入力
取扱区分:2
エ ントリーNO:000023

(1.取 消2:新 規3:修 正)

事務所
21

個 ・法
02

整理番号
01853500

CD
5

相当年度
404

納税義務者入力
異
動

*

申
区

0

種
目
20
20

事業開始
年月

35909
35909

評価開始
年度

402
402

評価停止
年度

0
申

不 申 告
区

住所同一 区市郡 町名 丁目 街区符号 (住 居番号)

年度
全品
減少

0

0
宛名氏名

021 120

021 120
05 13-14
05 13-14

宛名住所
株式会社 山田メッキ
高 石少1-11-1

申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6

② 既存データが表示される。

49-24固 定(償 却資産
取扱区分:2

805納 税義務者管理項 目指示入力
(1:取 消2:新 規3:修 正)

エ ン トリーNO:000023

事務所 個 ・法 整理番号 CD 相当年度
21 02 01853500 5 404

納税義務者入力
異
動

3
*

申
区

0

種
目
20
20

事業開始
年月

35909
35909

評価開始
年度

402
402

評価停止
年度

0

申
1

不 申 告
区 年度

全品
減少

住所同一
0
0

宛名氏名

区市郡 町名 丁 目 街区符号 (住 居番号)
021 120 05 13-14
021 120 05 13-14

宛名住所
株式会社 山田メッキ
高砂1-11-1

申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6

③ この事例では、 「0申 告」の入力とするため、異動欄に 「3」 、
「0申 告」欄にコー ド「1」 を入力す る。

④ 入力内容に誤りないことを確認 し、送信キーを押す。

49-24固 定(償 却資産) 805納 税義務者管理項 目指示入力

取扱区分:2
エントリーNO:000023

(1;取 消2:新 現3:修 正)

事務所 個 ・法 整理番号

01853500

CD
21 02 5

相当年度
404

納税義務者入力

異
動
3
*

甲
区

0

種
目
20
20

事業開始
年月

35909
35909

評価開始
年度

402
402

評価停止
年度

0
申
1

不 申 告
区 年度

全品
減少

往所同一
0
0

宛名氏名
宛名住所

区市郡 町名
021 120
021 120

丁目 街区符号 (住 居番号)
05 13-14
05 13-14

株式会社 山田メッキ
高砂1-11-1

申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6

XX007 確認後登録キーを押 して下 さい

⑤ 入力にエラーがなければ、 「確認後登録キーを押 して下 さい」の
メッセー ジがで るので、内容を確認 し、登録キー(PF8)を 押 し
登録す る。
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(4)抹 消入力(同 一入力期間中)

49-24固 定(償 却資産) 805納 税義務者管理項 目指示入力
取扱区分:1
エン トリーNO:23

(1:取 消2:新 規3:修 正)

事務所 個 ・法 整理番号 CD 相当年度
21

納税義務者入力
異
動

申
区

種
目

事業開始
年月

評価開始
年度

評価停止
年度

0
申

不 申 告
区 年度

全品
減少

住所同一

宛名氏名

区市郡 町名 丁目 街区符号(住 居番号)

宛名住所
申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6

① 取扱区分 「1」(抹 消)、 エントリーNO、 を入力し、送信キー
を押す。(既 登録分の呼び出し)

49-24固 定(償 却資産) 805納 税義務者管理項 目指示入力
取扱区分:1
エン トリーNO:000023

(1:取 消2.新 規3:修 正)

事務所 個 ・法 整理番号 CD 相当年度
21 02 01853500 5 404

納税義務者入力
異
動
3
*

申
区

0

種
目
20
20

事業開始
年月

35909
35909

評価開始
年度

402
402

評価停止
年度

0
申
1
1

不 申 告
区 年度

全品
減少

住所同一
1
1

区市郡 町名 丁 目 街区符号 (住 居番号)

宛名氏名
宛名住所

株式会社 山田メッキ
高砂1-11-1

申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6

② 登録した内容が表示 される。

49-24固 定(償 却資産) 805納 税義務者管理項 目指示入力
取扱区分:1
エン トリ-N0:000023

(1:取 消2;新 規33修 正)

事務所
21

個 ・法 整理番号 CD 相当年度
02 01853500 5 404

納税義務者入力
異
動
3
*

申
区

0

種
目
20
20

事業開始
年月

35909
35909

評価開始
年度

402
402

評価停止
年度

0
申
1
1

住所同一 区市郡 町名

不 申 告
区 年度

全品
減少

1
1

丁目 街区符号 (住 居番号)

宛名氏名

宛名住所
申告区分経歴
現年 過年1 過年2 過年3 過年4 過年5 過年6

③ 入力内容を確認 し送信キーを押す。
④ メッセージが出るので登録キー(PF8)を 押 し登録を行 う。
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7納 税義務者管理項 目のエラー訂正処理(オ ンライン入力処理)

納税義務者異動修正指示入力とは、納税義務者異動修正指示入力画面に宛

名入力票(納 税義務者管理項目)ま たは納税義務者管理項目指示入力で端末

機により入力された異動データについて、データ誤謬等がありエラーとなっ

たものをオ ンライン訂正する入力である。

(1)取 消入力

99-99
806 納税義務者異動修正指示入力画面

固定(償 却資産)

取扱区分:1
事務所:08
整理番号:

806納 税義務者異動修正指示入力 YY.MM.DD

(1:取 消3:修 正)
機械処理NO:139
CD:個 法:相 当年度

HH:MM:SS

異動区分
申告区分
事業種 目
事業開始年月
評価開始
評価停止
0申 告区分

不申告区分
全品減少区分
住所同一区分
区市郡コー ド
町名コー ド
丁目コー ド
街区符号

① 取扱区分 ・・ 「1」 (取 消)、 機械処理NOを 入力 し、送信キーを

押す。

99-99
806 納税義務者異動修正指示入力画面

固定(債 却資産) 806納 税義務者異動修正指示入力

取扱区分:1
事務所:08
整理番号:01402100

YY.MM.DD

(1:取 消3:修 正)
機械処理NO:000139
CD:8個 法:02相 当年度

HH:MM:SS

404
異動区分:3

申告区分:0
事業種 目:72

事業開始年月:35312
評価開始:402
評価停止100
0申 告区分:1
不申告区分:0
全品減少区分:0

住所同一区分:1
区市郡コー ド:000
町 名 コ ー ド:000

丁 目コー ド:00
街区符号:

不完全ダブル

② 入力にエラーとなったデータが表示される。

99-99
806 納税義務者異動修正指示入力画面

固定(償 却資産) 806納 税義務者異動修正指示入力

取扱区分:1
事務所:08
整理番号:01402100

YY.MM.DD

(1:取 消3:修 正)
機械処理NO:000139
CD:8個 法:02相 当年度404

HH:MM:SS

異動区分:3
申告区分:0
事業種目:72
事業開始年月:35312
評価開始:402
評価停止:00
0申 告区分:1
不申告区分:0
全品減少区分:0
住所同一区分:1
区市郡 コー ド:000
町名 コー ド:000
丁目コー ド:00
街区符号:

不完全ダブル

③ 表示された内容を確認する。
④ メッセー ジが表示され るので登録キー(PF8)を 押 し、登録を行

う。登録キーを押すと登録が行われ、画面がクリアーされて更新のメ
ッセージが表示 される。
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(2)修 正入力

99-99
806 納税義務者異動修正指示入力画面

固定(償 却資産)

取扱区分:3
事務所:08
整理番号:

806納 税義務者異動修正指示入力 YY.MM.DD

(1:取 消3:修 正)
機械処理NO:139
CD:個 法:相 当年度

HH:MM:SS

異動区分
申告区分
事業種目
事業開始年月
評価開始
評価停止
0申 告区分
不申告区分
全品減少区分
住所同一区分
区市郡コー ド
町名 コー ド
丁目コー ド
街区符号

① 取扱区分 「修正」(3)、 機械処理NOを 入力し送信キーを押す。

99-99
806 納税義務者異動修正指示入力画面

固定(償 却資産) 806納 税義務者異動修正指示入力

取扱区分:3

事務所:08
整理番号:03232300

YY.MM.DD HH:MM:SS

(1:取 消3:修 正)
機械処理NO:000139
CD:0個 法:02相 当年度402

異動区分:3
申告区分:0
事業種目:72

事業開始年月:36001
評価開始:402
評価停止:00
0申 告区分:1

不申告区分:0
全品減少区分:0

住所同一区分:1
区市郡 コー ド:000
町名コー ド:000
丁目コー ド:00
街区符号:

資産 マスターな し

② 入力にエラーとなったデータが表示される。

99-99
806 納税義務者異動修正指示入力画面

固定(償 却資産) 806納 税義務者異動修正指示入力

取扱区分:3
事務所:08
整理番号:03232300

YY.MM.DD HH:MM:SS

(1:取 消3二 修正)
機械処理NO:000139
CD:0個 法:02相 当年度402

異動区分:2
申告区分:0
事業種目:72
事業開始年月:36001
評価開始:402
評価停止:00
0申 告区分:1

不申告区分:0
全品減少区分:0

住所同一区分:1
区市郡コー ド:000
町名コー ド:000
丁 目コー ド:00

街区符号:

確認後登録キーを押 して下 さい

③ エラーメ ッセージにより表示されたエラー内容を確認 し、修正を行

った後再度送信キーを押す。

④ 修正 にエラーがなければ、スカイブルーの表示がなくなり登録する

ことがで きる。

⑤ 登録キー(PF8)を 押 し登録を行う。

登録キーを押す と登録が行われ、画面がク リアーされて更新の

メッセー ジが表示 される。
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8搬 出帳票

(1)償 却資産納税義務者更新 リス ト

償却資産納税義務者更新 リス トは、宛名入力票(納 税義務者管理項 目)及 びオ ンライン入力によ り納税義務

者情報の登録、修正等の異動処理を行 った結果、正 当として処理 されたデータについて資産マスターの更新状

況を更新前、更新後で示 し搬出する帳票である。

事務所

千代田

個 法

コ ー ド

01

整理番号

C

D

異

区

動

分

申

区

告

分

事

種

業

目

事業

年号

開始

年

年月

月

評価開始

年号年

評価

年号

停

年

償却資産納税義務者更新 リス ト

0

申告区分

不申告

年号

課説

開始年度

全

減

品

少

所 在 地

同一区市郡 町名 丁目街区符号

相当年

年号 年

減免

コー ド

乍成 日 頁

2

2

2

2

2

2

5920

5920

950327

950327

950503

950503

5

5

9

9

5

5

0 52 3

3 0 52 3

0 72 3

3 0 72 3

0 623

3 0 62 3

61 6 4

61 6 4

57 12 4

57 12 4

58 3 4

58 3 4

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

001

001

001

001

010 01

010 01

010 01

010 01

1-1

1-1

1-1

1-1

4

4

4

4

4

4

2

2

3

3

4

4

備 考

更新前

更新後

更新前

更新後

更新前

更新後

(2)償 却 資 産納 税 義 務者 エ ラー リス ト

償却 資 産納 税 義 務者 エ ラー リス トは 、 納税 義 務者 デー タ を入 力 した結 果 、入 力 項 目 にエ ラ ーが 発生 した場 合

に搬 出 され る帳 票 で、 エ ラー 箇所 に ア ス タ リス ク を表 示 す る。

事務所

千代田 01

機械処理

NO

カード

NO

000139 C3

000140 C3

000141 C3

償却資産納税義務者エラ-リ ス ト 作成 日 頁

資産別

コ ー ド

3

3

3

個

コー

法

ド

02

02

02

整理番号

01402100

03232300

03232300

C

D

8

0

0

異

区

動

分

申告

区分

事

種

業

目

3 0

*

72

3 0

3 0 71

事業

年号

開始

年

年月

月

評価

年号

開始

3 53 12 4

年

02

評価

年号

停止

年

0

申告

00 1

不申告課税

区分年号

0

開始年度

全品 所 在 地

減少同一区市郡

0 008

0 1 000

町名 丁目街区符号

050 02 3-20

000 00

相当年 減免

年号

4

4

4

年度コ ード

04

04

04

エ ラ ー メ ッ セ ー ジ

申告区分関連

不完全ダブル

不完全ダブル
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9価 格等申告データ異動指示入力の異動処理(オ ンライン入力処理)

価格等申告データ異動指示入力 とは、償却資産価格等入力票 と同様に、企
業電算申告、評価の特例及び大規模償却資産等の ものについて、価格及び課
税標準等の異動データの抹消、新規、修正の内容を端末機により入力するこ
と及びデータを入力 した結果誤謬等がありエラー リス トが搬出されたものを
訂正す るための入力である。

(1)新 規登録 ・・申告区分 「1」(企 業電算申告)の 場合

59-22

構
機
船
航
車
工
計

構
機
船
航
車
工
計

固定(償却資産)803価 格等申告データ異動指示入力
取扱区分:2
事務所:1
整理番号:700100

前年前取得

帳簿価額
934562

852282
1786844

異動件数:

04.01.10 15:12:54

(1:取 消2:新 規3:変 更)
機械処理NO:
CD:5異 動:2相 当年:404申 告区分:1

前年中減少

評 価 額
921603

887559
1809162

前年中取得

決定価格
921603

887559
1809162

取扱件数:

当年取得
2093644

2769710
4863354

課税標準額
921603

887559
1809000

件数
8

12

20

① 取扱区分 ・・「2」(新 規)
② 整理番号、CD、 異動区分、相当年度、申告区分

異動区分 「2」(新 規)と する。
③ 当年取得

任意項目の前年前取得、前年中減少、前年中取得を入力 して さしつ
かえない。

④ 帳簿価額、評価額、決定価格、課税標準額及び件数の必須項 目を記
入する。

⑤ 以上の入力すべき項 目を入力し、送信キーを押す。

59-22

構
機
船
航
車
工
計

構
機
船
航
車
工
計

固定(償却資産)803価 格等 申告データ異動指示入力
取扱区分:2
事務所:01
整理番号:00700100

前年前取得

帳簿価額
934,562

852,282
1,786,844

異動件数:

04.01.10 15:12:54

(1:取 消2:新 規3:変 更)
機械処理NO:900001
CD:5異 動:2相 当年:404申 告区分:1

前年中減少

評 価 額
921,603

887,559
1,809,162

前年中取得

決定価格
921,603

887,559

1,809,162
取扱件数:

当年取得
2,093,644

2,769,710
4,863,354
課税標準額
921,603

887,559
1,809,000

件数
8

12
20

確認後登録キーを押 して下 さい

⑥ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイブルーの色

でエラー部分を表示す るので確認の うえ修正し、再度送信キーを押す。

⑦ 機械処理NOが 付設 され、入力にエラーのない場合は、下段に 「確

認後登録キーを押 して下さい」のメッセージが表示され る。

⑧ 登録キーを押 しデータの登録を行 う。

画面が クリアーされ、 「登録されました」のメッセージが表示され

る。
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(2)新 規登録 ・申告区分 「2」(期 末簿価方式による評価の特例)の 場合

59-22 固定(償却資産)803価 格等申告データ異動指示入力
取扱区分:2
事務所:17
整理番号:867000

荊年前取得

04.01.10 15:12:54
(1:取 消2:新 親3:夏 更)

機械処理NO:
CD:2異 動;2相 当年:404申 告区分:2

前年中減少 前年中取得 当年取得
構
機
船
航
車
工
計

構
機
船
航
車
工
計

帳簿価額

異動件数:

評 価 額 決定価格
3584462

68994573

101484189
174063224

取扱件数;

課税標準額
3584462
68900973

101484159
173969000

件数
5

16

17
38

① 取扱区分 ・・ 「2」、(新 親)

② 整理番号、CD、 異動区分、相当年度、申告区分

異動区分 「2」(新 規)と す る。

③ 決定価格・課税標準額及び件数の必須項目を記入する。

④ 以上の入力すべき項目を入力し、送信キーを押す。

59-22 固定(償 却 資産)803

取扱区分:2
事務所:17
整理番号:00867000

前年前取得

価格等申告データ異動指示入力 04.01.10 15:12:54
(1:取 消2:新 規3:変 更)

機械 処 理NO:900002

CD:2異 動:2相 当 年:404申 告区 分:2

前年中減少 前年中取得 当年取得
構
機
船
航
車
工
計

帳簿価額 評 価 額 決定価格 課税標準額 件数
構
機
船
航
車
工
計

異動件数:

3,584,462
68,994,573

101,484,189
174,063,224

取扱件数:

3,584,462
68,900,973

101,484,159
173,969,000

5
16

17

38

確認後登録キーを押 して下 さい

⑤ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、 スカイブルーの色

でエラー部分を表示するので確認のうえ修正 し、再度送信キーを押す。

⑥ 機械処理NOが 付設され、入力にエラーのない場合は、下段に 「確

認後登録キーを押 して下さい」の メッセージが表示される。

⑦ 登録キーを押 しデータの登録を行う。

画面が クリアーされ、 「登録されました」の メッセージが表示され

る。
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(3)新 規登録 ・申告区分 「3、4」(配 分資産、大規模償却資産の特例)
の場合

59-22 固定(償却賢産)803価 格等申告データ異動指示入力
取扱区分:2

事務所:02
整理番号:3597000

前年前取得

04.01.10 15:12:54

(1:取 消2:新 規3:変 更)
機械処理NO:
CD:6異 動:2相 当年:404申 告区分:3

前年中減少 前年中取得 当年取得
構
機
船
銃
車
工
計

構
機
船
航
車
工
計

帳簿価額

異動件数:

評 価 額 決定価格

取扱件数:

課税標準額

9531000

件数

9

① 取扱区分 ・・ 「2」(新 規)

② 整理番号、CD、 異動区分、相当年度、申告区分・異動区分 「2」

(新規)と す る。

③ 課税標準額の合計欄及 び件数の合計欄の必須項目を記入する。

④ 以上の入力すべき項目を入力 し、送信キーを押す。

59-22 固定(償却賢産)803価 緒等申告データ異動指示入力
取扱区分:2
事務所:02
整理番号:03597000

前年前取得

04.01.10 15:12:54
(1:取 消2:新 規3:変 更)
機械処理NO:900003
CD:6異 動:2相 当年:404申 告区分:3

前年中減少 前年中取得 当年取得
構
機
船
航
車
工
計

構
機
船
航
車
工
計

帳簿価額

異動件数:

評 価 額 決定価格

取扱件数:

課税標準額

9,531,000

件数

9

確認後登録キーを押 して下さい

⑤ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイブルーの色

でエ ラー部分を表示するので確認のうえ修正 し、再度送信キーを押す。

⑥ 機械処理NOが 付設され、入力にエラーのない場合は、下段に 「確

認後登録キーを押 して下さい」の メッセージが表示 される。

⑦ 登録キーを押 しデータの登録を行 う。

画面が クリアーされ、 「登録されました」のメッセージが表示され

る。
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(4)同 一入力期間中の既登録分の修正
(同一入力期間中に一度入力 し、登録 した内容を変更する場合)

59-22 固定(償 却 資 産)803

取扱区分:3
事務所:09
整理番号:

前年前取得

価格等申告データ異動指示入力 04.01.10
(1:取 消2:新 規3:変 更)

機械処理NO:900004
CD:異 動:相 当年:申 告区分:

前年中減少 前年中取得 当年取得

15:12:54

構
機
船
航
車
工
計

帳簿価額 評 価 額 決定価格 課税標準額 件数
構

機
船
航
車
工
計

異動件数: 取扱件数:

① 取扱区分 ・・ 「3」(修 正)、 機械処理NO

② 以上を入力後、送信キーを押す。

59-22

構
機
船
航
庫
工
計

固定(償 却 匠 産)803

取扱区分:3
事務所:09
整理番号:06372000

前年前取得

帳簿価額

価格等申告データ異動指示入力 04.01.10 15:12:54
(1:取 消2:新 規3:変 更)

機械 処理NO:900004

CD:9異 動:2相 当 年:404申 告 区分:1

前年中減少

評 価 額

前年中取碍

決定価格

当 年 取 得
362,385,263

2,875,323,163

119,387,520
18,522,682,725
21,879,779,671

課税標準額 件数
講
機
船
航
車
工
計

185,425,234
1,387,318,379

33,538,576
7,541,279,827
9,147,562,016
異動件数:

188,589,745
1,391,514,246

35,725,225

7,572,333,491
9,188,162,707

188,589,745
1,391,514,246

35,725,225

7,572,333,491
9,188,162,707

取扱件数:

188,589,745
1,391,514,246

35,725,225
7,572,333,491
9,188,162,000

150
310

40

6,667
7,167

確認後登録キーを押 して下さい

③ 現況を示す画面が表示される。

④ 修正すべ き箇所を修正後、送信キーを押す。

⑤ 送信キーを押す と、入力にエラーがある場合は、スカイブルーの

色でエラー部分を表示するので確認の うえ修正 し再度送信キーを押す。

⑥ 下段に 「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセージが裏示され

る。

⑦ 登録キーを押し、データの登録を行 う。

画面がクリアーされ 「登録 されました」のメッセージが表示 される。

-50-



(5)既 登録分の変更登録
変更の登録にあたっては、増減の差だけでなく、変更後の全額を入力
する。

59-22

構
機
船
航
車
工
計

構
機
船
航
車
工
計

固定(償却資産)803価 格等申告データ異動指示入力
取扱区分:2
事務所:09
整理番号:6372000

前年前取得

帳簿価額
185425234

1387318379

33538576
7541279827
9147562016

異動件数:

04.01.10 15:12:54
(1:取 消2:新 規3:変 更)
機械処理NO:
CD:1異 動:3相 当年:404申 告区分:1

前年中減少

評 価 額
188589745

1391514246

35725225
7572333491
9188162707

前年中取得

決定価格
188589745

1391514246

35725225
7572333491
9188162707

取扱件数:

当年取得
362386263
2875323163

119387520
18522682725
21879779671
課税標準額
188589745

1391514246

35725225
7572333491
9188162000

件数
150
310

40
6667
7167

例 ・・申告区分 「1」(企 業電算申告の場合)

① 取扱区分 ・・「2」(新 規)

② 整理番号、CD、 異動区分、相当年度、申告区分

異動区分 「3」(修 正)

③ 当年取得

任意項 目の前年前取得、前年中減少、前年中取得は申告書に記載あ

る場合に入力する。

④ 帳簿価額、評価額、決定価格、課税標準額及び件数の必須項目を記

入す る。

⑤ 以上の入力すべ き項目を入力 し、送信キーを押す。

59-22 固定(償 却資 産)803

取扱区分:2
事務所:09
整理番号:06372000

前年前取得

価格等申告データ異動指示入力 04.01.10 15:12:54

(1:取 消2:新 規3:変 更)
機械処理NO:900004
CD:1異 動:3相 当年:404申 告区分:1

前年中減少 前年中取得 当 年 取 得
構
機
船
航
車
工
計

帳簿価額 評 価 額 決定価格

362,386,263
2,875,323,163

119,387,520
18,522,682,725
21,879,779,671
課税標準額 件数

構
機
船
航
車
工
計

185,425,234
1,387,318,379

33,538,576
7,541,279,827
9,147,562,016

異動件数:

188,589,745
1,391,514,246

35,725,225
7,572,333,491
9,188,162,707

取扱件数:

188,589,745
1,391,514,246

35,725,225
7,572,333,491
9,188,162,707

188,589,745
1,391,514,246

35,725,225
7,572,333,491
9,188,162,000

150
310

40
6,667
7,167

確認後登録キーを押 して下 さい

⑥ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイブルーの

色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正 し再度送信キーを押す。

⑦ 入力にエラーがない場合は、機械処理NOが 付設 され、下段 に 「確

認後登録キーを押 して下さい」のメッセージが表示 される。

⑧ 登録キーを押 し、データの登録を行 う。

画面がクリアーされ 「登録されました」の メッセージが表示される。
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(6)同 一入力期間中の抹消の入力
(価 格等申告データを登録後、同一入力期間中にその登録データを抹消
す る堀合。)

59-22 固定(償 却 資産)803

取扱区分:1
事務所:16
整理番号:

前年前取得

価格等申告データ異動指示入力 04.01.10
(1:取 消2:新 規3:変 更)
機械処理NO:900006

CD:異 勤:相 当年:申 告区分:

前年中減少 前年中取得 当年取得

15:12:54

構
機
船
航
車
工
計

帳簿価額 評 価 額 決定価格 課税標準額 件数
構
機
船
航
車
工
計

異動件数: 取扱件数:

① 取扱区分 ・・ 「1」(抹 消)、 機械処理NO

② 以上を入力後、送信キーを押す。

59-22 固定(償 却 資産)803

取扱区分:1
事務所:16
整理番号:00984400

前年前取得

価格等申告データ異動指示入力 04.01.10 15:12:54
(1:取 消2:新 規3:変 更)
機械処理NO:900006
CD:2異 動:2相 当年:404申 告区分:1

前年中減少 前年中取得 当 年 取 得
構
機
船
航
車
工
計

帳簿価額 評 価 額 決定価格

100,000
300,000

5,600,000
6,000,000

課税標準額 件数
構
機
船
航
車
工
計

50,000
250,000

3,000,000

3,300,000
異動件数:

52,000
253,000

3,695,000
4,000,000

52,000
253,000

3,695,000
4,000,000

取扱件数:

52,000
253,000

3,695,000
4,000,000

10
5

25
40

③ 現況を示す画面が表示される。

④ 下段 に 「確認後登録キーを押して下 さい」の メッセージが表示され

る。

⑤ 入力内容を確認し、登録キー(PF8)を 押 し、登録を行 う。

画面が クリアーされ 「登録されま した」のメッセージが表示される。
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(7)既 登録デー タの採消入力
(誤 って登録 してしま った場合等のデータの抹消)

59-22 固定(償 却 資産)803

取扱区分:2
事務所:16
整理番号:984400

前年前取得

価格等申告データ異動指示入力 04.01.10

(1:取 消2:新 規3:変 更)
機械処理NO:

CD:2異 動:1相 当年:404申 告区分:1

前年中減少 前年中取得 当年取得

15:12:54

構
機
船
航
車
工
計

帳簿価額 評 価 額 決定価格 課税標準額 件数
構
機
船
航
車
工
計

異動件数: 取扱件数:

① 取扱区分 ・・ 「2」(新 規)

② 整理番号、CD、 異動区分、相当年、申告区分の必

須項目を入力 し、送信キーを押す。

59-22 固定(償 却 資産)803

取扱区分:
事務所:
整理番号:

2
16
00984400

前年前取得

価格等申告データ異動指示入力 04.01.10 15:12:54

(1:取 消2:新 規3:変 更)
機械処理NO:900007
CD:2異 動:1相 当年:404申 告区分:1

前年中減少 前年中取得 当年取得

構
機
船
航
車
工
計

帳簿価額 評 価 額 決定価格 課税標準額 件数
構
機
船
航
車
工
計

異動件数: 取扱件数:

確認後登録キーを押 して下 さい

③ 現況を示す画面が表示されるので送信キーを押す。

④ 下段に 「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセージが表示され

る。
⑤ 入力内容を確認 し、登録(PF8)キ ーを揮 し、登録 を行う。
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10償 却資産電算中告特例入力票の異動処理

償却資産電算申告特例入力票は、電算申告等による納税義務者の資産に
特例該当資産がある場合に、条項 ごとに決定価格、課税標準額を入力す る
帳票である。

また、電算申告特例入力票の入力データは、課税標準の特例の決定、概
要調書、個人別潤露総計表及び個人別調書 トータルリス トの作成に使用さ
れる。

(1)新 規登録

償 却 資 産 電 算 申 告 特 例 入 力 票

帳 票
コー ド LA12

事務所
コー ド 01

作成
年度

異動 C

D
特 例 条件

4 04

区分 整理番号 コー ド 区分 決定

作成照
合 作

価格

成 年月 日管理課

課税標準額 件 数
2
2
2
2

1100
1100

1100
1100

1
1
1
1

001
001
004
004

1
2
1
2

19226031
172829216

2148498813
2793984866

6408677

115219464
716166161
1862656268

7
39

324
953

① 事務所コー ド、作成年度、

② 異動区分、整理番号、CD、 特例 コー ド、条件区分、決定価格、

課税標準額 、件数を入力

(2)抹 消

償 却 資 産 電 算 申 告 特 例 入 力 票

帳 票
コー ド LA12

事務所
コ ー ド 01

作成
年度 4 04

異
区

動

分

作成 照
合
作成年月 日管理課

整理番号
C

D
特 例
コー ド

条

区

件
分 決定

1

1
1
1

1100
1100
1100
1100

1
1

1
1

0011
0012
0041

0042

価格 課税標準額 件 数

① 事務所コー ド、作成年度、

② 異動区分、整理番号、CD、 特例コー ド、条件区分を入力

(3)変 更登録

償 却 資 産 電 算 申 告 特 例 入 力 票

帳 票
コー

異
区
動
分

ドLA12

整理番号

事務所
コ ー

C
D

ド 01
特 例
コ ー ド

作成
年度

条

区

件

分

4 04

決定

作成 照
合
作

価格

成年 月 日管理課

1

1

1
1

1100
1100
1100
1100

1
1
1
1

001
001
004

004

1
2

1
2

課税標準額 件 数

はじめに抹消入力を行う。

① 事務所 コー ド、作成年度、異動区分、整理番号、CD、 特例 コー
ド、条件区分、を入力 し登録データ抹消を行 う。

償 却 資 産 電 算 申 告 特 例 入 力 票

帳 票
コー

異
区
動

分

ドLA12

整理番号

事務所
コー

C

D

ド 01
特 例
コ ー ド

作成
年度

条

区

件

分

4 04

決定

作成照
合

作

価格

成 年 月 日管理課

課税標準額 件 数
2
2
2
2

1100
1100
1100
1100

1

1

1

1

025
025
035
035

1

2
1
2

19226031
172829216

2148498813
2793984866

6408677
115219464
716166161
1862656268

7
39

324
953

次の入力時期に新規登録を行 う。

② 事務所コー ド、作成年度、異動区分、整理番号、CD、

③ 変更後の特例 コー ド、条件区分、決定価格、課税標準額、件数を

入力する。
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11搬 出帳票

(1)償 却資 産価 格等 入 力票 更 新 リス ト

償 却資 産価 格等 入 力票 更 新 リス トは 、償 却資 産価 格等 入 力票 及 び価格 申 告デ ー タ異 動指 示入 力 によ り異動処 理
を行 った結果 、正 当に処 理 され た デー タに つい て資 産 マ スタ ーの更 新状 況 を更新 前 、更 新後 で示 し搬 出す る帳票

で あ る。

事 務 所
千代田
整理番号

01
C

D
異動相当年 申告 異動件数 取扱件数

償却資産価格等入力票更新 リス ト

種
類

前年前に取得 前年中に減少 前年中に取得
区分年号年度区分 したもの したもの したもの

計 帳簿価額 評価額決定価格

作成 日

課税評準額

頁

件数

3439600 9 4 02 1 0 0 構
機

0

31705540

0

0

0

875500 32581040

0 0
17449568

0

16512730

0

17449568

0

17449568
船 0

更新前 航 0

車
工

0

680000

0

0

0

200000

0

0

0

247200 727200

0

0
0

0

0

0

287205

0

0

0
278397

0

0

0
287205

0

0

0

287205

0

9

0

0

0

3
計 32385540 200000 1122700 33308240 17736773 16791127 17736773 17736000 12

3439600 9 3 4 02

更新後

1 1 1 構
機
船
航
車
工
計

0

0
0

0
0

0

0

0

0

0
0
0

0
0

0

0

0

0

0
0

0

0

36431040

0

0

0

1934376&

0

0

0

18406930

0
727200

3758240

0
287205

19630973

0

0

19343768

0

0

19343768

0
0

278397
18685327

0
0

287205
19630973

0

0
0

287205
19630000

0

10
0

0

0

3

13
構
機
船
航
車
工
計

(2)償 却資 産 価格 等入 力票 エ ラー リス ト

償却資 産 価格 等入 力票 エ ラー リス トは、償 却 資産 価 格等 入力 票及 び価 格 申告 デ ー タ異 動指 示入 力 によ り入力 を

行 つた結 果 、入 力 デー タに エ ラー が発生 した場 合 に搬 出 され る帳票 で、 エ ラー箇 所 にア スタ リス クを表示 す る。

事 務
千代田
機械処理
NO

000545

所
01

整理番号

03503000

C
D

＃

異

区

2

動

分

相

年

4

当

号

年

年度

04

申
区
告
分

1

異動件数取扱件数種
類
構

償却 資 産価 格等 入 力票 エ ラ ー リス ト

前年前に

したもの

取得 前年中に減少 前年中に

したもの

取得 計 帳簿価額 評価額決定価格

作成日

課税評準額

頁

件数

機
船

帳簿価額関連 航
車

000194 03541600 6 2 4

帳簿価額関連

04 1

工

計

構
機
船
航
車
工
計

21362300

21362300

5974000

5974000

18479541 17892309 17892309

18479541
********

17892309 17892309
********

3431848 3072219 3421848

3431848
********

3072219 3421848

********

17892309

17892000

3421848

3421000

2

2

1

1

構
機
船
航
車
工
計
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(3)償 却資産 電算分特 例更 新 リス ト

償 却資産電 算分特例 更新 リス トは、 償却資産電算 申告特例 入力票 に よ

り、特 例情報 の登 録 、抹 消等 の異 動処理 を行 った結果 、正 当 と して処 理

され たデ ータにつ いて搬 出す る帳票で あ る。

事務所

整理番号

3867000

3867000

C

D

9

9

平成 年度 償却資産 電算分特例更新 リス ト 作成 日頁

異

区

動

分

3

特 例

コ ー ド

511

511

条

区

件

分

決定価格

1 571,119

1 571,119

課税標準額

190,373

380,746

件数

64

54

備 考

更新前

更新後

(4)電 算 分特 例エ ラー リス ト

償却 資産電 算分特例 エ ラ ー リス トは、償却資産電 算 申告特 例入 力票 に

よ り、 特例情報 の異動 処理 を行 った結果 、入力 デー タにエ ラーが発生 し

た場合 に搬 出 され る帳票 で、エ ラ ー箇所 に アスタ リス クを表 示す る。

事務所 償却資産 電 算分 特例 エ ラー リス ト 作成 日頁

年度整理番号

年号

4

*

4

*

年

02

**

02217000

********

02

**

02217000

********

C

D

5

*

5

*

異

区

動

分

3

3

*

特 例

コー ド

025

***

025

***

条

区

件

分

1

*

2

*

決定価格

019226031

166025290

課税標準額

0006408677

000110683527

件数

000007

000016

備 考

資 産 マス ターな し

資産 マ ス ター な し
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12債 却資産種類別明細書の異動処理

(1)償 却資産種類別明細書(増 加資産 ・全資産用)
償 却資産 種 類別 明 細書(増 加 資産 ・全 資産 用)は 、 前 年 中に増 加 があ った もの及 び全 資産 申告 を した もの等 に

つ いて一 品 デー タ を入力 す る帳 票で あ る。

なお、 償 却資 産種 類別 明細 書 エ ラー訂 正 入力 票は、 エ ラー リス トを兼 ねて いるの で搬 出帳 票の 部で 記載 す る。

「控え 用」

番号 1 2 3 4 5 6

種類
行
番
号

01

構
資
の

種

3

産

類

機船航車工

資産 コー ド

平成4年 度

種類別明細書(増 加資産 ・全資産用)

数

最

取得年月
資産の名称

旭栄丸 1

年
号

4

年

3

月

7

取得価額

1000000

耐
用
年
数
11

減価
残存
率

整 理 番 号

資 産 所 在 地

所 有 者 の 氏

名 又は 名称

評価額

2281700

CD

#

申告

0

区

千代 田区丸 ノ内3-5-1

都産業(株)
課税標準
の特例

率

011

コ ー ド

課税標準額
増
加
事
由

分一 連 番 号

1枚のうち

1枚 目

適 用

02

03 (小 計)

04 6 ワープロオアシス 1 4 3 10

1000000

987000 6

05
06 (小 計) 987000

① 整 理番 号 、CD、 申告 区 分、 行番 号(印 刷 済)、 資産 の種 類、 資産 の名称 、取 得年 月、

取得 価額 、 耐用 年数 、課 税 標準 の特 例 コ ー ドを 入力 す る。

② 資 産所 在 地、 所 有者 の氏 名及 び名 称 、数 量 は任意 項 目で あ る。

「入 力用」 平成4年 度 CD 申告区分
一 連 番 号

整 理 番 号 2281700 # 0 A00310

種類別明細書 (増 加 資産 ・全資産 用) 資 産所 在地 千代 田区丸 ノ内3-5 1枚のうち

所 有 者 の 氏

行
番
号

01

資
の

種

3

産

類

資産 コー ド資産の名称等

旭栄丸

数

量

1

取得年月
年
号

4

02
03

04 6

(小 計)

ワープロオアシス 1 4

05

年

3

月

7

取得価額

1000000

1000000

3

06 (小 計)

10 987000

987000

耐
用
年
数
11

6

名 又 は 名 称 都産業(株)
課税標準
の特例

率

011

1枚 目

企業内
移動
年
号

年
度

③ 企 業内 移動 は 「控 え」 に はな く、 「入 力用 」用 紙 に入 力項 目が あ るの で、 該 当す る資産 が あ る

場 合 は記 入 す る。

④ ナ ンバ ー リン グによ り一 連番 号 を記 入す る。
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(2)償 却 資産種 類 別明紹 書(減 少資 産 用)

償却資 産種 類 別明細 書(減 少資 産 用)は 、前 年度 ま でに一 品 マ ス ターに登 録 してあ る資産 で 、前年 中 に廃棄 あ る
いは移転 等 によ り減少 した資 産 を入 力 し、 一 品マ ス ターの異 動処 理 を行 うた めの 帳票 であ る。

「控 え用」 平成4年 度
整 理 番 号 356100

CD

9

一 連 番 号

M00822

種類別明細書(減 少資産用) 資 産 所 在 地 千 代田 区丸 ノ内3-5-1 1枚 のうち

番号 1

種類構
産

2

機
3

船
4

航
5

車
6

行
番
号

01

資

の

種

6

類

工

抹 消 コー ド

8900004

資産の名称等

ワー プ ロ

数

最

1

取得年月
年
号
年

361

月

04

取得価額

1000000

耐
用
年
数

6

申
告

年
度

所 有 者 の 氏

名 又 は 名 称 都産業(株)
減少の事由及 び区分
1売 却
3移 動

2滅 失

4そ の 他

①234

1全 部

2一 部

① ・2

1枚 目

適 用

02 6 89000l20 机 1 363 05 100000 8 12③4 1・ ②

03 6 8900022 椅子 1 363 05 50000 8 1②34 ① ・2

04 1234 1・2

05 1234 1・2

06 1234 1・2

(1)全 部減少 の 時

ア 整逗番 号 、CD、 抹消 コー ド、減少 区 分 「2」 、一連 番 号が 記入 必須 。

その地 の 任意項 目 も複 写式 で あ るため 、入 力用 の用紙 に記載 され て しま うが抹 消 は不要 であ る。

(2)一 部減少 の 時

イ 整理番 号 、CD、 抹 消 コー ド、 数量 、取 得価 額 、減少 区 分、 一連 番号 が記 入必須 。

なお、 数 量は登 録 が 「1」 の 時、今 回入 力す る入力 数量 が 「5」 と、 登録 して あ る数字 を上回 って

もエ ラー とはな らない。

「入力用 」 平成4年 度
整 理 番 号 356100

CD

9

一 連 番 号

M00822

種類別明細書(減 少資産用) 資産 所在地 千 代 田区丸 ノ内3-5-1 1枚 のうち

所 有 者 の 氏

行
番
号

01

02

抹 消 コー ド

8900004

数

量
取得価額

名 又 は 名 称 都産業(株)

1全 部

2一 部

1・2

① ・2

1枚 目

適 用

1 1000000

03 8900020 1 100000

50000

1・ ②

04 8900022 1 ① ・2

05

06

1・2

1・2

ウ 「控え 用」 の用 紙に 記入 す る と、 入力 用 の用紙 に は、 上記 の とお り複写 され る。

必 須項 目等 の記 入を 確認 し入力す る。

工 過 年度 処理 に おいて は、 入 力帳票 か ら除外 されて い るので 留意 す るこ と。
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(3)償 却資産種類別明細書修正入力票
償却 資産 種 類別 明細 書修正 入 力 票 とは、 既 に一 品マ ス ターに 登録 され て い る資産 情 報の 内容 に誤 り

が あ った場 合 、一 品 マス ター の異動 処理 を 行 うた めの 帳票 であ る。

(1)現 年度 分

帳票

行
番
号
01

コ ード LA06

整理番号

2310500

C

D

3

事務所
コ ー ド 01

資産 コー ド

8900048

異

区

動

分

3

資

の

種

産

類

平成 4 04 年度

償却資産種類別明細書修正入力票

数量
取得年月
年
号

年月 取得 価額

798000

耐

年

用

数

特例コ ード

企業

年
号

内移動
年
度

減

区

少

分

評価開始
年

号

02

年

度

2310500

評価終了
年
号

3 8900074 1

03 2310600 2 9000012
04

3 6 125
2310600 2 9000014 3 4

年
度

04
05

06

07
08

① キ ー項 目を入 力す る

申告 年度 、帳 票 コー ド(印 刷済)、 事 務所 コー ド、 整理 番 号、CD、 資産 コ-ド 、 異動 区分

② 修正 項 目を入 力す る。(部 分 修正)

資 産 の種 類、 数量 、取 得年 月 、取 得価 額、 耐用 年 数、 特例 コー ド、企 業内 移動 年度 、減 少区 分

評価 開 始年 度、 評価 終了 年度

③ 留 意 事項

既 登 録分 の取 得年 月 、取 得価 額、 耐 用年 数、 特例 コー ドは修正 す る ことが で きな い。

(2)過 年 度分

帳票

行
番
号

コー ド LA06

整理番号
C

D

事務所
コ ー ド 01

異動資産

平成 4 02 年度

償却資産種類別明細書修正入力票

取得年月
資産 コー ド

区分

の

種類

数量年
号

年月 取得
耐用 企業

価額
内移動

年数

特例

減少
コ ー ド年

号
年
度 区分

評価開始
年
号

年
度

評価終了
年
号

年
度

01 2310900 6 8900006 3 3 6110 2600000 07

02 2310900 6 8900100 1

03

04

05

06

① キ ー項 目 を入 力す る

申 告年 度、 帳 票 コー ド(印 刷済)、 事 務所 コー ド、 整理 番 号、CD、 資産 コー ド、 異動 区分

② 修 正項 目を入 力す る。(部 分修 正)

資 産 の種 類、 数量 、取 得 年月 、取 得価 額、 耐 用年 数、

③ 留 意事 項

過 年度 分 の入 力に あ た って、特 例 コー ド、 企 業内 移動 年度 、減 少区 分、評 価 開始 年度 、

評価 終了 年度 は入力除 外 項 目で あ る。

既 登録 分の 取 得年 月、 取 得価額 、耐 用 年数 は現 年 度 と異 な り修正 す ることが で き る。
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13償 却資産種類別明細書表紙 の作成

償却資産種類別明細書入力用表紙は、種類別明細書を入力す る場合の入

力用帳票である。

(1)現 年度分 ・償却資産種類別明細書入力用表紙(減 少資産用)

償 却 資 産 種 類 別 明 細 書 入 力 用 表 紙
(減 少資産用)

帳 票

コー ド

LA04

事務所

コー ド

01

申 告

年号

4

年度

04

簿冊番号 1/1 200枚

千代田 都税事務所

(2)現 年度分 ・償却資産種類別明細書入力用表紙(増 加 ・全資産用)

償 却 資 産 種 類 別 明 細 書 入 力 用 表 紙
(増加資産 ・全資産用)

帳 票

コー ド

LA03

事務所

コー ド

01

申 告

年号年度

4 04

簿冊番号 1 /1

千代田

150 枚

都税事務所

(3)過 年度分 ・償却資産種類別明

-過 年度用- (相 当年度 ・・平成2年 度分)

償 却 資 産 種 類 別 明 細 書 入 力 用 表 紙
(減少資産用)

帳 票

コー ド

LA04

事務所

コー ド

01

申 告

年号

4

年度

02

簿冊番号 1/1 200枚

千代田 都税事務所

(4)過 年度分 ・償却資産種類別明細書入力用表紙(増 加 ・全資産用)

-過 年度用- (相当年度 ・・平成2年 度分)

償 却 資 産 種 類 別 明 細 書 入 力 用 表 紙
(増加資産 ・全資産用)

帳 票

コー ド

LA03

事務所

コー ド

01

申 告

年号

4

年度

02

簿冊番号 1/1

千代田

150枚

都税事務所
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14償 却資産種類別明細書のエラー訂正処理(オ ンライン入力処理)

償却資産一品申告データ異動指示入力とは、償却資産種類別明細書(増
加資産 ・全資産用)、 償却資産種類別明細書(減 少資産用)、 償却資産種
類別明細書修正入力票及び償却資産種類別明細書エラー訂正入力票を入力
した結果エラーとなったデータを端末機により訂正する入力である。

(1)取 消入力

99-99 固定(償却資産)

取扱区分:1
事務所:01

申告年度
整理番号
異動区分
資産種類
資 産コード

804 一品申告データ異動指示入力

(1:取 消3:変 更)
機械処理NO004506

CD

元帳票

申告区分

YY.MM.DD HH:MM:SS

資産名称
数量
取得年月
取得価額
耐用年数
特例 コード

企業移動
減少区分
評価開始
評価終了

① 取扱区分 「1」(取 消)、 機械処理NOを 入力し送信キーを押す。

99-99 固定(償却

取扱区分:

事務所

資産) 804 一品申告データ異動指示入力

1(1:取 消
01機 械処理NO

申告年度:404
整理番号:03604001

3:変 更)

004506

CD:0

YY.MM.DD

元帳票LA04

申告区分

HH:MM:SS

異動区分
資産種類
資産 コード:8900017

資産名称
数量
取得年月
取得価額
耐用年数
特 例コード

企業移動
減少区分:1
評価開始
評価終了

整理番号

② 送信キーを押すと、入力画面にエラーとなったデータが表示され

るので、表示された内容を確認 し、登録キー(PF8)を 押 し、抹

消データの登録をする。

③ 登録が終了す ると画面がクリアーされ画面左下に更新の メッセ

ージが表示される。
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(2)変 更入力

99-99 固定(償却資産)

取扱区分:3
事務所:01

申告年度
整理番号

異動区分
資産種頬
資産 コード

資産名称
数量
取得年月
取得価額
耐用年数
特 例 コード

企業移動
減少区分
評価開始
評価終了

804 一品申告データ異動指示入力

(1:取 消3:変 更)
機械処理NO000011

CD

元帳票

申告区分

YY.MM.DD HH:MM:SS

① 取扱区分 「変更」(3)、 機械処理NOを 入力し、送信キーを押

す。

99-99 固定(償卸資産)

取扱区分:3
事務所:01

804 一品申告データ異動指示入力

(1:取 消3:変 更)

機械処理NO000011 元帳票

YY.MM.DD

LA03

HH:MM:SS

申告年度:404
整理番号;01109000 CD:4 申告区分:0
異動区分
資産種類:6

資 産コード

資産名称:電 子計算機
数量:001
取得年月:36004
取得価額:00500000
耐用年数:06
特 例コード

企業移動
減少区分
評価開始
評価終了

② 送信キーを押す と、入力にエラーとなったデータがスカイブルー

の色で表示 される。
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99-99 固定(償却資1産)

取扱区分:3
事務所:01

804 一品申告データ異動指示入力

(1:取 消3:変 更)
機械処理NO 000011 元帳票

YY.MM.DD

LA03

HH:MM:SS

申告年度:404
整理番号:01109000 CD:4 申告区分:5
異動区分
資産種類:6
資 産 コード

資産名称:電 子計算機
数量:001
取得年月:36004

取得価額:00500000
耐用年数:06
特 例 コード

企業移動
減少区分
評価開始
評価終了

確認後登録キーを押 して下さい

③ エラーメッセー ジにより表示されたエラー内容を確認 し、変更を

行 った後、再度送信キーを押す。

④ 変更入力によりエラーがなければ、 スカイブルーの衷示がな くな

り登録できる状態になるので、登録キー(PF8)を 押 し登録する。

99-99 固1定(償

取扱区分
事務所

申告年度
整理番号
異動区分
資産種類
資 産 コード

却資産) 804 一品申告データ異動指示入力

(1:取 消3:変 更)

機械処理NO

CD

元帳票

申告区分

YY.MM.DD HH:MM:SS

資産名称
数量
取得年月
取得価額
耐用年数
特 例 コード

企業移動
減少区分
評価開始
評価終了

更新されま した

⑤ 登録が終了す ると、画面がクリアーされ画面左下 に更新の メッセ

ージが表示される。
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15償 却資産資産名称入力票の異動処理

償 却資産資 産名称入 力票(以 下 「資 産名称 入力票 」 とい う。)は 、種類

別 明細 書 を入 力 した結果 、資産 の名称 等 に判読 不 明文字 等が あ り償却資産

資産名 称 ワーニ ング リス トで 出力 され た名 称 を修正 す るため の帳票 で ある。

償 却 資 産 資 産 名 称 等 入 力 票

基本項 目

帳 票

コ ー ド

LA07

事務 所

コー ド

10

整理番号

34000

CD

0

項番

01

資 産 コ ー ド

8900647

資 産 の 名 称

タイプライ ターA

02 8900649 圧縮成型機

1 0 0 0

03

04

05

06

07

08
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16搬 出帳票

(1)償 却 資産一 品異動更 新 リス ト

償却 資産一 品異動 更新 リス トは、正 当と して処理 された デー タにつ いて一品マ ス ターの更新状況 を更新 前 ・更新
後 で示 し搬 出す る帳 票であ る。

ア 償却資産 種類別 明細書(増 加資産 ・全資 産用)の 場合

事務所
品

機械

NO
処

川
理 取

区

09

扱

分

整理番号

45200

C

D
5

申告年度

年

号

4

年

度

2

償 却 資 産 一 品 異 動 更 新 リ ス ト

種

類

2

資産 コー ド

9290007

資産の名称等

受変電

作成 日 頁

数

量
0

取得

年
号
3

年月

年

59

月

5

内装設備 1 4

取得価額

2,651,275

耐

年

用

数

15

特例

コ ー

企業内 減少評価開始

ド

評価終了

移 動

年号年度

年

度

異動

区分

帳票
年

号

4

年

度

2

年

号

4 3
区分コー ド

LA03

一連 番号

A20001

3061100 5 4 4

行
番
号
01

3 9290001 1

更新後
1 9,620,000 10 4 3 4 4 LA03 C00842

1060 5 4

02

4

更新後

69200013 看板 1 4 3 8 122,077 2 LA03 A00548 13 更新後

①1行 目

申告年度が平成2年 度(過 年度)の 場合の事例

②2行 目

申告年度が平成3年 度(過 年度)の 場合の事例

③3行 目

申告年度が現年度(平 成4年 度)の 場合の事例

イ 償却資産種類別明細書(減 少資産用)の 場合

事務所
墨 田 07

扱 申告年度

償 却 資 産 一 品 異 動 更 新 リ ス ト

機械

NO
処理 取

区分

整理番号

C

D
年

号

年
度

種

類

資産 コ ード

作成日 頁

資産の名称等
数

量
製本用万力機 1

取得

年
号
3

年

年

57

月

月

9

取得価額

330,000

耐

年

用

数
10

特例企業内 減少評

コー

価

ド

開始

移

評

年号

価

動 年

号

年

度

終

年度 分

了

区

異動帳票
年

号

年

度区分コード

一連 番号
行
番

号
2945000 6 4 4 2 8900003

0 10
更新前

2945000 6 4 4 2 8900003 製本用万力機 1 3 57 9 1 4 4 1 LA04 C00617 03更新後
3602001 4 4 4 1 9000006 ハイスイセツビ 1 3 36 7 51,700 15

0 15
4 2 更新前

3602001 4 4 4 1 9000006 ハイスイセツビ 0 3 36 7
504,300 6

1 4 2 4 4 1 LA04 E00903 06 更新後
1658300 1 4 4 6 9000003 ク ー ラ ー 1 4 1 1

6
更新前

1658300 1 4 4 6 9000003 ク ー ラ ー 1 4 1 1 252,150 2 3 LAO4 EOO280 01更新後

①1行 目 ・2行 目

現年度分の一品資産の減少入力(評 価開始設定のない場合)の 事例

②3行 目 ・4行 目

現年度分の一品資産の減少入力(評 価開始設定ある場合)の 事例

③5行 目 ・6行 目

現年度分の一品資産の減少入力で一部減少の場合の事例
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ウ 償却資産種類別明細書修正入力票の場合

事務所
江 東
機械

NO
処理 取

区

08

扱

分

整理番号
C

D

申告

年

号

年度

年

度

償 却 資 産 一 品 異 動 更 新 リ ス ト

種

類

資産 コー ド

資産の名称等
数

量
パ ン用 陳列棚 1

取得

年
号
3

年

年

62

月

月

11

取得価額

125,000

耐用

年数

8

特例金業内減少評

コード

価開

年

度

始

移 年

号

評

年号

年

号

価

動

終

年度

年

度

了

区分

異動帳票

ド

一連 番号

3871000 3 4 2 6 9003103

3871000 3 4 2 6 9013103 パン用陳列棚

9100001

1 3 62 125,000

放送設備工事 1 4 2

8 4 2 4 2

行
番
号

作成日

11

291800 9 4 3 2

9120001 放送設備工事
11 2,550,538

291800 9 4 3 2
9102711

1 4 2 11 2,550,538

3871000 3 4 3 6 オ フ コ ン 1

1

4 1

1

6

6

59,860,000

3871000 3 4 3 6 9122711 オフ コン
1

4
3 8

59,860,000

1412310 9 4 4 2 9200004 裁断機
9200004 裁断機

4 5,895,960

1412310 9 4 4 2 1 4 3 8 5,895,960

区

1

分コ ー

LA06 01
更新前
更新後

6
6

6

6
10

10

頁

4 3
4
4

4

3 1 LA06

1 4 3 4 4

4 3 4 3 1 LA06

4 4 1 LA06

02

01

05

更新前
更新後
更新前
更新後
更新前
更新後

①1行 目 ・2行 目

申告年度 が平成2年 度(過 年 度)で 、 一品資 産の抹 消入力 を行 った場合の事 例

②3行 目 ・4行 目

申告年 度が平成3年 度(過 年 度)で 、一品資 産の抹 消入力 を行 った場合の 事例

③5行 目 ・6行 目

申告年 度が平成3年 度(過 年 度)で 、一品資 産の評 価終了 を行 った場合の 事例

④7行 目 ・8行 目

申告年 度が現年 度(平 成4年 度)で 、一品資 産の抹 消入力 を行 った場合の 事例
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(2)償 却資産一品異動エ ラー リス ト兼種類別明細書エラー訂正入力票

償却資産一品異動エ ラー リス ト兼種類別明細書エラー訂正 入力票 とは、償却資産種類別明細書(増 加資産 ・全資
産用)、 償却資産種類別明細書(減 少資産用)、 償却資産種類別明細書修正 入力票、償却資産種類別 明細書エラー

訂正入力票及びオンライン訂正によ り一品異動を行 った結果、エラーとな ったデー タの リス トと共にエラー訂正を
す る入力票である。

ア 償却資産種類別明細書(増 加資産 ・全資産用)、 償却資産種類別明細書(減 少資産用)の エラーの場合

事務所
江 東
機械

NO

処理

08
取扱

区分

帳 票 コ ー ド

LA05

整理番号

C

D

申告

区分

申告

年

号

償却 資産一品異動エラー リス ト兼種類別明細 書エラー訂正 入力票

年度

年

度

種

類

資産 コ ー ド 数

量

取得 年月

資産の名称等 年
号

カ ラ オ ケ セ ッ ト 4

年

02

月

10

取得価額
耐用

年数

特例企業内 減少評価

コー

開

ド

始評価終了

移 動

年号年度

異動帳票

区分

年

号

年

度

02922500

年

号

04

年

度 区分コード

LA03

一連
番号

C00619

作成 日

行

番
号

06

頁

エラーメッセージ

005405 03270800 2 0 4 03 6 資産マスターなし

005405

001024 00330100 # 0 4 04 6 ユ ニ ッ トボ ー ド 01 3 61 02 00015200 08 LA03 A00427 08一品マスターなし

001024

005378 ******** 4 04 9000003 01 00380000 1 LA04 F28054 01整理番号変更不可

005378
006000

006000

04148000 * 4 04 8900050 01 00695000 1 LA04 K00632 05 CD

①1行 目

申告年度が平成3年 度(過 年度)で 、種類別明細書(増 加 ・全資産用)を 入力 したところ
エラー となった場合の事例。

②3行 目

申告年度が現年度(平 成4年 度)で 、種類別明細書(増 加 ・全資産 用)を 入力 したところ
エラー となった場合の事例。

③5行 目 ・7行 目
申告年度が現年度(平 成4年 度)で 、種類別明細書(減 少)を 入力 したところエラーとな

った場合の事例。

イ 償却資産一品異 動エラー リス ト兼エラー訂正入力票及び償却資産種類別明細書修正入力票 のエラーの場合

事務所
台 東
機械

NO

処理

06
取扱

区分

帳 票 コ ー ド

LA05

整理番号
C

D

申告

区分

006268

申告

年

号

3

007139 1

004403

償却資産 一品異動エ ラー リス ト兼種類別明細書エラー訂正入力票

年度

年

度

種

類

資産

02789000 8 4 04

コー ド

9000002

数

量

取得

年
号

年月

資産の名称等

4

年

01

月

09

取得価額
帳票

作成 日

耐用

年数

特例

コード

行
番
号

頁

企業内 減少評価開始評

年

号

価終了

移 動

年号年度

年

度

異動

区分

年

号

年

度 区分

3

コード

LA05

LA05

LA06

一達
番号

05

エラーメ ッセージ

完全ダブル

オンライン

取得年月関

訂

連

正済

004403

①1行 目 ・3行 目

申告年度が現年度(平 成4年 度)で 、一品異動エラー リス ト兼種類別明細書エラー訂正
入力票 を入力 したところエラー となった場合の事例。

②5行 目
申告年度が現年度(平 成4年 度)で 、種類別明細書修正入力票を入力 したところエラー

とな った場合の事 例。
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(3)償 却資産資産名称 ワーニ ング リス ト

償却資産資産名称 ワーニ ング リス トは、償却資産種類別明細書(増 加資産 ・全資産用)を 入力 した結果、

資産の名称等が判読不明あるいは空白 となっている場合 に搬出する帳票である。

事務所

整理番号
34000

34000

34000

償却 資 産 資 産名 称 ワー ニ ング リス ト

CD資 産 コ ー ド 資産の名称等 備 考 整理番号 資 産 コー ド

作成 日ペ ー ジ

0

0

0

8900626

8900627

8900628

タイプライター

タイプライター

461

462

タイプライター 463

34000

34000

34000

CD

0

0

0

8900649

8900651

8900652

タ

タ

タ

資産の名称等
イプライター

イプライター

イプライ

200

ター

464

464

備 考

(4)資 産名称更新 リス ト

資産名称更新 リス トとは、資産名称入力票 を入力 した結果、搬出 される帳票である。

事務所

整理番号
1149000

1149000

1180101

1180101

償却資産 資産名称更新 リス ト

CD資 産 コー ド

2

2

資産の名称等 備 考 整理番号

作成 日ペー ジ

8900034

8900034

7

7

9000008

9000008

参考資料古代製見本

参考資料現代製見本

シャラタラー

シュレッダー

更新前
更新後
更新前
更新後

2756005

2756005

2756005

2756005

CD 資産 コ ー ド資産の名称等
9 8900006 ビ レテ

9 8900006 テ レビ

9 8900007 株価通報テレビ増設
9 8900007 株価テレビNKS-24

備 考

更新前
更新後

更新前

更新後
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17更 正データ指示入力(耐 用年数の短縮)の 異動処理(オ ンライ ン入力処

理)

更正データ指示入力(耐 用年数の短縮)と は、更正データの指示入力

(耐 用年数短縮画面)に 、償却資産更正連絡票(耐 用年数の短縮)と 同様

に、異動データの抹消、新規、修正の内容を端末機により入力することで

ある。

(1)オ ンライン入力期間(同 一期間)中 に抹消の入力

99-99 固定(償 却資産) 817耐 用年数の短縮

取扱区分:1 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:4

事務所:19整 理番号: CD:年 度:異 動区分

項番

01

02

03

04

資産コー ド 耐用年数 項番

16

17

18

19

資産コー ド 耐用年数

① 取扱区分 「1」(取 消)、 エン トリーNOを 入力し送信

キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 817耐 用年数の短縮

取扱区分:1 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000004

事務所:19整 理番号:01812000 CD:7年 度:404 異動区分2

項番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

耐用年数

06

項番

16

17

18

19

資産 コー ド 耐用年数

② 先に入力した内容が画面に表示され る。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し抹消デー

タの登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示 され画面がクリアー

となる。
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(2)既 登録済データの抹消入力

99-99 固定(償 却資産) 817耐 用年数の短縮

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO

事務所:19整 理番号:01812000 CD:7年 度:404異 動区分1

項番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

耐用年数 項番

10 16

17

18

19

資産コード 耐用年数

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「1」(抹 消)、 抹消する資産コー ド、耐用年数

を入力 し送信キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 817耐 用年数の短縮

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000004

事務所:01整 理番号:00001000 CD:5年 度:404異 動区分1

項番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

耐用年数

10

項番

16

17

18

19

資産 コー ド 耐用年数

確認後登録キーを押して下さい

② エン トリーNOが 付設 され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセージが表

示 される。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修

正用に登録データの記録を行う。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し抹消データ

の登録を行 う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示 され画面がクリアー

となる。
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(3)新 規登録

99-99 固定(償 却資産) 817耐 用年数の短縮

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:

事務所:01整 理番号:1000 CD:5年 度:404異 動区分2

項番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

耐用年数

06

項番

16

17

18

19

資産コー ド 耐用年数

ウ 新親登録

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「2」(登 録)、 資産 コー ド、短縮された耐用年

数を入力 し送信キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 817耐 用年数の短縮

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000004

事務所:01整 理番号:00001000 CD:5年 度:404異 動区分2

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

耐用年数

06

項番

16

17

18

19

資産 コー ド 耐用年数

確認後登録キーを押 して下 さい

② 送信キーを押す と、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示す るので確認の うえ修正し

再度送信キーを押す。

③ エン トリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押 して下さい」の メッセージが表

示 される。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修

正用に登録データの記録を行う。

③ 内容を確認 した後、登録キー(PF8)を 押 し、登録を

行 う。

④ 画面左下に更新のメッセー ジが表示され画面がクリアー

となる。
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(4)同 一入力期間中の既登録分の変更

99-99 固定(償 却資産) 817耐 用年数の短縮

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:4

事務所:01整 理番号: CD:年 度:異 動区分

項番

01

02

03

04

資産 コー ド 耐用年数 項番

16

17

18

19

資産 コー ド 耐用年数

(同一入力期間中に一度入力し、登録 した内容を変更する場合)

① 取扱区分 「3」(変 更)、 エントリーNOを 入力後、送信

キーを押す。

99-99 固定(債 却資産) 817耐 用年数の短縮

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000004

事務所:01整 理 番号:00001000 CD:5年 度:404異 勤区分2

項番

01

02

03

04

資 産 コー ド

9200001

耐用年数

06

項番

16

17

18

19

資 産コ ー ド 耐用年数

② 現況を示す画面が表示される。
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99-99 固定(償 却資産) 817耐 用年数の短縮

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000004

頓務 所:01整 理番号:00001000CD:5年 度:404異 動区 分2

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

耐用年数

08

項番

16

17

18

19

資産 コー ド 耐用年数

確認後登録キーを押 して下さい

③ 修正をすべき箇所を修正後、送信キーを押す。

④ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正 し、

再度送信キーを押す。

⑤ エントリーN0が 付設され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押して下さい』のメッセージが表

示される。

⑥ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し、登録を

行う。

⑦ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。

(5)既 登録分の変更登録

99-99 固定(償 却資産) 817耐 用年数の短縮

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO

事務所:01整 理番号:1000 CD:5年 度:404異 動区分3

項番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

耐用年数

6

項番

16

17

18

19

資産 コー ド 耐用年数

前年度以前にデータを登録した資産の短縮耐用年数を変更

する場合、また、現年度に登録 した資産の変更について直接

変更することができる。

なお、一度登録すると新年度に引き継がれるデータのため

変更がなければ再度入力することはない。

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 年度、異動

区分 「3」(変 更)、 資産コード、短縮された耐用年数を

入力 し、送信キーを押す。
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99-99 固定(償 却資産) 817耐 用年数の短縮

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン ト リーNO:000004

事務所:01整 理番号:00001000 CD:5年 度:404異 動区分3

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

耐用年数

06

項番

16

17

18

19

資産 コー ド 耐用年数

確認後登録キーを押 して下 さい

② 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、 スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示す るので確認のうえ修正 し、

再度送信キーを押す。

③ エン トリーNOが 付設 され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセー ジが表

示される。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修

正用に登録デー タの記録を行 う。

④ 登録キーを押 し、データの登録を行 う。

⑤ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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18更 正データ指示入力(増 加償却)の 異動処理(オ ンライン入力処理)

更正データ指示入力(増 加償却)と は、更正データ指示入力(増 加償却)

画面に、償却資産更正連絡票(増 加償却)と 同様に、異動データの抹消、

新規、修正の内容を端末機により入力することである。

(1)オ ンライン入力期間(同 一期間)中 に抹消の入力

99-99 固定(償 却資産) 827増 加償却

取扱区分11 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:4

事務所:04整 理番号: CD:年 度: 異動区分

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

適用期間(1)

月数 割 合

適用期間(2)

月数 割 合

適用期間(3)

月数 割 合

① 取扱区分 「1」(取 消)、 エントリーNOを 入力し送信

キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 827増 加償却

取扱区分:1 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000004

事 務所:04整 理番 号:03888329CD:6年 度:404異 動区分:2

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

適用期間(1)

月数

06

割 合

006

適用期間(2)適 用期間(3)

月数

03

割 合

005

月数

03

割 合

002

② 先に入力した内容が画面に表示 される。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し抹消デー

タ登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージ(取 消されました)が 表

示され画面がクリアーとなる。
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(2)既 登録済データの抹消入力

99-99 固定(償 却資産) 827増 加償却

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO

事 務所:04整 理 番号:01283032CD:2年 度:404異 動 区分:1

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

適用期間(1) 適用期間(2) 適用期間(3)

月数

12

割 合 月数

040

割 合 月数 割 台

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「1」(抹 消)、 抹消する資産コード、適用期間

を入力 し送信キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 827増 加償却

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000004

事 務所:04整 理 番号:01283032CD:2年 度:404異 動区分:1

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

適用期間(1)

月数

12

割 合

040

適用期間(2)

月数 割 合

適用期間(3)

月数 割 合

確認後登録キーを押して下さい

② 入力にエラーがなければ、下段に 「確認後登録キーを

押して下さい」のメッセージが表示される。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度

修正用に登録データの記録を行う。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、抹消デー

タの登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリァ

ーとなる。
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(3)新 規登録

99-99 固定(償 却資産) 827増 加償却

取扱区分12 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーN0:

事務所:04 整理番 号:03888329CD:6年 度:404異 動区分:2

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

適用期間(1〕 適用期間(2)

月数

06

割 合 月数

006 03

割 合

005

適用期間(3)

月数

03

割 合

002

① 取扱区分 「2」(新 親)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「2」(登 録)、 資産コードを入力する。

② 「月数」橋は、増加償却の適用する月数を記入する。

適用期間は(1)+(2)+(3)≦12

③ 「割合」欄は、増加償却の割合を記入する。

例 ・・20%は020(3桁)

なお、増加償却の割合が2種 類又は3種 願あるときは、

割合の大きいものから(1)、(2)、(3)の 順に入力する。

以上を入力し送信キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 827増 加償却

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーN0:000004

事務所:04整 理 番号:03888329CD:6年 度:404異 動区分:2

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

適用期間(1) 適用期間(2) 適用期間(3)

月数

06

割 合

006

月数

03

割 合

005

月数

03

割 合

002

確認後登録キーを押 して下さい

② 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカ

イブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修

正し再度送信キーを押す。

③ エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ

下段に 「確認後登録キーを揮して下さい」のメッセージ

が表示される。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度

修正用に登録データの記録を行う。

④ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、登録

を行 う。画面左下に更新のメッセージ(新 規作成されま

した)が 表示され画面がクリアーとなる。
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(4)同 一入力期間中の既登録分の変更

(同一人力期間中に一度入力し、登録 した内容を変更する

場合)

99-99 固定(償 却資産) 827増 加償却

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:4

事務所:04整 理 番号: CD:年 度;異 動区分

項

番
資産 コー ド

01

02

03

04

適用期間(1)

月数 割 合

適用期問(2)

月数 割 合

適用期間(3)

月数 割 合

① 取扱区 分 「3」(変 更)、 エン トリーNOを 入力 後、

送 信キー を押す 。

99-99 固定(償 却資産) 827増 加償却

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000004

事務所:04整 理 番号:03888329CD:6年 度:404異 動区分:2

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

適用期間(1) 適用期間(2)

月数

06

割 合 月数

006 03

割 合

005

適用期間(3)

月数

03

割 合

002

② 現況を示す画面が表示される。

-78-



99-99 固定(償 却資産) 827増 加償却

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:000004

事 務所:04整 理 番号:03888329CD:6年 度:404異 動区分:2

項

番

01

02

03

04

資 産 コー ド

9200001

適用期間(1) 適用期間(2) 適用期間(3)

月数

03

割 合 月数

005 03

割 合 月数

004 03

割 合

003

確認後登録キーを押して下さい

③ 修正をすべき箇所を修正後、送信キーを押す。

④ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正し、

再度送信キーを押す。

⑤ 入力にエラーがなければ下段に 「確認後登録キーを押し

て下さい」のメッセージが表示される。

⑥ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、登録を

行う。

⑦ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。

(5)既 登録分の変更登録

(現年度に一度登録したデータを変更登録する場合。)

99-99 固定(償 却資産) 827増 加償却

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ント リーNO:

事 務所:04整 理番号:01283032CD:2年 度:404異 動 区分:3

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

適用期間(1): 適用期間(2) 適用期間(3)

月数

06

割 合 月数

006 03

割 合 月数

005 03

割 合

002

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 年度、異動

区分 「3」(変 更)、 資産コー ド、適用する期間を入力 し、

送信キーを押す。
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99-99 固定(償 却資産) 827増 加償却

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000001

事務所:04整 理番号:01283032CD:2年 度:404異 動区分:3

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

適用期間(1) 適用期間(2) 適用期間(3)

月数

06

割 合 月数

006 03

割 合 月数

005 03

割 合

002

確認後登録キーを押して下さい

② 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正し、

再度送信キーを押す。

③ エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表

示される。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修

正用に登録データの記録を行う。

④ 登録キーを押 し、データの登録を行う。

⑤ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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19更 正データ指示入力(陳 腐化資産)の 異動処理(オ ンライン入力処理)

更正データ指示入力(陳 腐化資産)と は、更正データ指示入力(陳 腐化

資産)画 面に、更正連絡票(陳 腐化資産)と 同様に、異動データの抹消、

新規、修正の内容を端末機により入力す ることである。

(1)オ ンライン入力期間(同 一期間)中 に抹消の入力

99-99 固定(償 却資産) 837陳 腐化資産

取扱区分:1 (1:取 消2:新 親3:変 更)

エ ン トリーNO:4

事務所:01整 理番号: CD:年 度:異 動区分

項番

01

02

03

04

資産 コー ド 陳腐化評価額 項番

11

12

13

14

資産コー ド 陳腐化評価額

① 取扱区分 「1」(取 消)、 エントリーNOを 入力 し送信キー

を押す。

99-99 固定(償 却資産) 837陳 腐化資産

取扱区分:1 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーN0:000003

事務 所:01整 理番号:00001000CD:5年 度:404異 動 区分:2

項番

01

02

03

04

資 産 コー ド

9200001

陳腐化評価額

500,000

項番

11

12

13

14

資産 コー ド 陳腐化評価額

② 先に入力 した内容が画面に表示される。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、抹消デー

タの登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアーと

なる。
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(2)既 登録済データの抹消入力

99-99 固定(償 却資産) 837陳 腐化資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン ト リーNO

事務所:01 整理番号:10000 CD:5 年度:404 異動区分:1

項番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

陳腐化評価額

500000

項番

11

12

13

14

資産コー ド 陳腐化評価額

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「1」(抹 消)、 抹消す る資産 コー ド、陳腐化評

価額を入力し送信キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 837陳 腐化資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000003

事務所:01 整理番号:00001000 CD:5 年度:404 異動区分:1

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

陳腐化評価額

500,000

項番

11

12

13

14

資産コー ド 陳腐化評価額

確認後登録キーを押 して下さい

② エン トリーNOが 付設 され、入力にエラーがなければ下段

に 「確認後登録キーを押 して下 さい」のメッセージが表示さ

れる。

登録データの確認及び同一処理サイクル期問内の再度修正

用に登録データの記録を行う。

③ 内容を確認 した後、登録キー(PF8)を 押 し、抹消デー

タの登録を行 う。

④ 画面左下 に更新のメッセージが表示され画面がクリアー と

なる。
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(3)新 規登録

99-99 固定(償 却資産) 837陳 腐化資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO

事務所:01 整理番号:10000 CD:5年 度:404 異動区分:2

項番

01

02

03

04

資産コード

9200001

陳腐化評価額

500,000

項番

11

12

13

14

資産コー ド 陳腐化評価額

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「2」(登 録)、 資産コー ドを入力する。

② 「陳腐化評価額」欄に、陳腐化適用後の評価額を記入す

る。

以上を入力 し送信キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 837陳 腐化資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000003

事務所:01 整理番号:00001000 CD:5 年度:404 異動区分:2

項番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

陳腐化評価額

500,000

項番

11

12

13

14

資産コー ド 陳腐化評価額

確認後登録キーを押 して下 さい

③ 送信キーを押すと、入力にエ ラーがある場合は、スカイブ

ルーの色でエラー部分を表示す るので確認の うえ修正 し再度

送信 キーを押す。

④ エン トリーNOが 付設 され、入力にエラーがなければ下段

に 「確認後登録キーを押 して下 さい」のメッセージが表示さ

れる。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修正

用に登録データの記録を行う。

⑤ 内容を確認 した後、登録キー(PF8)を 押 し登録を行う。

⑥ 画面左下に更新のメッセージが表示 され画面がクリアーと

なる。
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(4)同 一入力期問中の登録分の変更

(同一入力期間中に一度入力し、登録した内容を変更する場合)

99-99 固定(償 却資産) 837陳 腐化資産

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:3

事務所:01 整理番号: CD: 年度: 異動区分:

項番

01

02

03

04

資産コード 陳腐化評価額 項番

11

12

13

14

資産 コー ド 陳腐化評価額

① 取扱区分 「3」(変 更)、 エントリーNOを 入力後、送信

キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 837陳 腐化資産

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン ト リーNO:000003

事務所:01 整理番号:00001000 CD:5 年度:404 異動区分:2

項番

01

02

03

04

資産コード

9200001

陳腐化評価額

500,000

項番

11

12

13

14

資産 コー ド 陳腐化評価額

確認後登録キーを押して下さい

② 現況を示す画面が表示される。
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99-99 固定(償 却資産) 837陳 腐化資産

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000003

事務所:01 整理番号:00001000 CD:5 年度:404 異動区分:2

項番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

陳腐化評価額

1,900,000

項番

11

12

13

14

資産 コー ド 陳腐化評価額

確認後登録キーを押 して下 さい

③ 修正をすべ き箇所を修正後、送信キーを押す。

④ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイブ

ルーの色でエラー部分を表示す るので確認のうえ修正し、再

度送信キーを押す。

⑤ 入力にエラーがなければ下段に 「確認後登録キーを押して

下 さい」の メッセージが表示 される。

⑥ 内容を確認 した後、登録キー(PF8)を 押 し登録を行 う。

⑦ 画面左下に更新のメ ッセージが表示され画面がクリアーと

なる。

(5)既 登録分の変更登録

(現年度に一度登録 したデータを変更登録す る場合。)

99-99 固定(償 却資産) 837陳 腐化資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:

事務所:01 整理番号:1000 CD:5 年度:404 異動区分:3

項番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

陳腐化評価額

500,000

項番

11

12

13

14

資産コー ド 陳腐化評価額

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 年度、異動区

分 「3」(変 更)、 資産 コー ド、陳腐化評価額を入力 し、送

信キーを押す。
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99-99 固定(償 却資産) 837陳 腐化資産

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000003

事務所:01 整理番号:00001000 CD:5 年度:404 異動区分:3

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

陳腐化評価額

1,900,000

項番

11

12

13

14

資産コード 陳腐化評価額

確認後登録キーを押 して下さい

② 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイブ

ルーの色でエラー部分を表示するので確認の うえ修正し、再

度送信キーを押す。

③ エントリーNOが 表示され、入力にエラーがなければ下段

に 「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表示さ

れる。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修正

用に登録データの記録を行 う。

④ 登録キーを押 し、データの登録を行う。

⑤ 画面左下に更新のメッセー ジが表示され画面がクリアーとなる。
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20更 正データ指示入力(減 免資産)一 人別の異動処理(オ ンライン入力

処理)

更正データ指示入力(減 免資産)一 人別とは、更正データ指示入力(減

免資産)画 面に、償却資産更正連絡票(減 免資産)と 同様に、電算申告分

等の減免、火災、台風及び生活保護等、人単位で把握するものの異動デー

タの抹消、新規、修正の内容を端末機により入力することである。

(1)オ ンライン入力期間(同 一期間)中 に入力した内容の取消

99-99 固定(償 却資産) 847減 免資産

取扱区分:1 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:1

事務所:01

減免理由

コード 率

整理番号:

減免税額 異動件数

CD 年度: 異動区分

取扱件数

減免適用日付

年 月 日
用途

項

番

01

02

03

04

資 産 コー ド

減免適用日付

年 月 日

減免理由

コード 率 適用割合 用途

① 取扱区分 「1」(取 消)、 エン トリーNOを 入力し送信

キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 847減 免資産

取扱区分:1 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000001

事務所:01

減免理由

コード 率

整理番号:00010000

減免税額 異動件数

CD:4年 度:404 異動区分:2

51 100,000 10

取扱件数

10

減免適用日付

年 月

4 04 04

日

01

用途

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

減免適用日付

年 月 日

減免理由

コー ド 率
適用割合 用途

② 先に入力した内容が画面に表示される。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、抹消

データの登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージ(取 消されました)が 表示さ

れ画面がクリアーとなる。
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(2)既 登録済データの解除入力

99-99 固定(償 却盗産) 847減 免資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO

事務所:19 整理番号:02167000CD:3年 度:404異 動区分3

減免理由

コード 率

51

減免税額

40,600

異動件数

37

取扱件数

37

減免適用日付

年

4 04

月

04

日

01

用途

9

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

減免適用日付

年 月 日

減免理由

コー ド 率 適用割合 用途

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「3」(変 更)、 減免理由コー ド、減免税額、

取扱件数、減免適用日付、用途 「9」(解 除)を 入力し

送信キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 847減 免資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:00010000

事務所:19 整理番号:02167000 CD:3 年度:404 異動区分3

減免理由

コード

51

率 減免税額

406000

異動件数

37

取扱件数

37

減免適用日付

4

年

04

月

04

日

01

用途

9

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

減免適用日付

年 月 日

減免理由

コー ド 率 適用割合 用途

確認後登録キーを押 して下 さい

② エントリーNOが 付設 され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押 して下 さい」のメッセージが表

示される。登録データの確認及び同一処理サイクル期間内

の再度修正用に登録データの記録を行 う。

③ 内容を確認 した後、登録キー(PF8)を 押 し、解除の

登録を行 う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示 され画面がクリアー

となる。

-88-



(3)既 登録済データの抹消入力

99-99 固定(債 却資産) 847減 免資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO

事務所:01

減免理由

コード 率

整理番号:1000

減免税額 異動件数

CD:5年 度:404異 動区分:1

51 40600

取扱件数

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

用途

項

番

01

02

03

04

資産コー ド

減免適用日付

年 月 日

減免理由

コー ド 率
適用割合 用途

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「1」(取 消)、 減免理由コー ド、減免税額、減

免適用日付を入力 し送信キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 847減 免資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:00010000

事務所:01

減免理由

コード 率

整理番号:00010000

減免税額 異動件数

CD:5年 度:404 異動区分:1

51 40600

取扱件数

減免適用 日付

年

404

月

04

日

01

用途

項

番

01

02

03

04

資産コード

減免適用 日付

年 月 日

減免理由

コー ド 率 適用割合 用途

確認後登録キーを押して下さい

② エン トリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ

下段に 「確認後登録キーを押 して下 さい」の メッセージ

が表示 される。登録データの確認及び同一処理サイクル

期間内の再度修正用に登録データの記録を行 う。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し、抹消

データの登録を行 う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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(4)新 規登録

99-99 固定(償 却資産) 847減 免資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO

事務所:01 整理番号:1000 CD:5年 度:404 異動区分:2

減免理由

コード 率

51

減免税額

1000,000

異動件数

1

取扱件数

1

減免適用日付

年 月

4 04 04

日

01

用途

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

減免適用 日付

年 月 日

減免理由

コード 率
適用割合 用途

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「2」(登 録)、 減免理由コード、減免税額、異

動件数、取扱件数、減免適用日付、を入力する。

以上を入力し送信キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 847減 免資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:00010000

事務所:01 整理番 号:00010000 CD:5年 度:404 異動区分:2

減免理由

コー ド 率

51

減免税額

1000,000

異動件数

1

取扱件数

1

減免適用日付

年

4 04

月

04

日

01

用途

項

番

01

02

資産 コー ド

減免適用日付

年 月 日

減免理由

コード 率
適用割合 用途

確認後登録キーを押して下さい

② 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正し

再度送信キーを押す。

③ エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表

示される。登録データの確認及び同一処理サイクル期間内

の再度鰹正用に登録データの記録を行 う。

④ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、登録を

行う。画面左下に更新のメッセージが表示され、画面がク

リアーとなる。
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(5)同 一入力期間中の既登録分の変更

(同一入力期間中に一度入力 し、登録した内容を変更する場合)

99-99 固定(償 却資産) 847減 免資産

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:10000

事務所:01 整理番号: CD 年度: 異動区分:

減免理由

コード 率
減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日
用途

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

減免適用日付

年 月 日

減免理由

コード 率
適用割合 用途

① 取扱区分 「3」(変 更)、 エントリーNOを 入力後、送信

キーを押す。

99-99 固定(償 却資産) 847減 免資産

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:00010000

事務所:01

減免理由

コー ド 率

整理 番号:00010000

減免税額 異動件数

CD:5年 度:404 異動区分:2

51 1000.000 1

取扱件数

1

減免適用日付

年

4 04

月

04

日

01

用途

項

番

01

02

03

資産 コー ド

減免適用日付

年 月 日

減免理由

コード 率
適用割合 用途

② 現況を示す画面が表示される。
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99-99 固定(償 却資産) 847 減免資産

取扱区分:3 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:00010000

事務所:01 整理番号:00010000 CD:5年 度:404 異動区分:2

減免理由

コード 率

51

減免税額

2000,000

異動件数

1

取扱件数

1

減免適用日付

年

4 04

月

04

日

01

用途

項

番

01

02

03

資産 コー ド

減免適用 日付

年 月 日

減免理由

コード 率 適用割合 用途

確認後登録キーを押 して下さい

③ 修正をすべ き箇所を修正後、送信キーを押す。

④ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認の うえ修正 し、

再度送信キーを押す。

⑤ 入力にエラーがなければ下段に 「確認後登録キーを押 し

て下さい」のメッセージが表示される。内容を確認 した

後、登録キー(PF8)を 押 し、登録を行 う。

⑦ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がク リアーとなる。

(6)既 登録分の変更登録

99-99 固定(償 却資産) 847減 免資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO

事務所:01 整理番号:1000 CD:5年 度 注404異 動区分:3

減免理由

コード 率

51

減免税額

500000

異動件数

1

取扱件数

1

減免適用日付

年

4 04

月

04

日

01

用途

項

番

01

02

03

資産コー ド

減免適用 日付

年 月 日

減免理由

コード 率 適用割合 用途

減免資産一人別を修正する場合は、一旦前に登録 した経歴

データを解除 または抹消 してか ら、新たに新規入力す ること

により行 う。

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 年度、異動

区分 「3」(変 更)、 減免理由コー ド、減免税額、異動件

数、取扱件数、減免適用日付を入力し、送信キーを押す。
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99-99 固定(償 却資産) 847減 免資産

取扱区分:2 (1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO

事務所:01 整理番号:00001000 CD:5年 度:404 異動区分:3

減免理由

コー ド 率

51

減免税額

250000

異動件数

1

取扱件数

1

減免適用日付

年

4 04

月

04

日

01

用途

項

番

01

02

03

資産コー ド

減免適用 日付

年 月 日

減免理由

コード 率
適用割合 用途

確認後登録キーを押 して下 さい

② 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、 スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示す るので確認の うえ修正 し、

再度送信キーを押す。

③ エ ントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下

段 に 「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセー ジが表

示される。登録データの確認及び同一処理サイクル期間内

の再度修正用に登録データの記録を行 う。

④ 登録キーを押 し、データの登録を行う。

⑤ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面が クリアーとなる。
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21更 正データ指示入力(減 免資産)一 品別の異動処理(オ ンライン入力

処理)

更正データ指示入力(減 免資産)一 品別とは、更正データ指示入力

(減免資産)画 面に、償却資産更正連絡票(減 免資産)と 同様に、浴場

減免等資産一品単位で減免事由ごとに把握するものの異動データの抹消・

新規、修正の内容を端末機により入力することである。

(1)オ ンライン入力期間(同 一期間)中 に入力 した内容の取消入力

99-99固 定(償 却資産)847減 免 資産

取扱区 分:1(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:1

事 務所:01整 理番 号:CD:年 度:異 動区分

減免理由

コード 率
減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日
用途

項

番 資産 コー ド

減免適用日付

年 月 日

減免理由

コー ド 率
適用割合 用途

01

02

03

04

① 取 扱区分 「1」(取 消)、 エ ン トリーNOを 入 力 し送 信

キーを押す 。

99-99固 定(償 却資 産)847減 免 資産

取扱区 分:1(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000001

事務所:01整 理番 号:00001000CD:4年 度:404異 動 区分:2

減免理由

コード 率
減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日 用途

項

番

01

資 産 コー ド

9200001

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

減免理由

コード

51

率

060

適用割合

44

用途

02

03

04

② 先に入力 した内容が画面に表示される。

③ 内容を確認した後・登録キー(PF8)を 押し抹消

データの登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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(2)既 登録済データの解除入力

99-99固 定(償 却資産)847減 免資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エントリーNO:

事務所:01整 理番号:1000CD:5年 度:404異 動区分3

減免理由

コード 率
減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日
用途

項

番

01

資産 コー ド

9200001

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

減免理由

コード

51

率 適用割合

44

用途

9

02

03

04

① 取扱区分「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分3」(変 更)、 減免資産コード、減免適用日付、

減免理由コー ド、減免理由率(率 が算出割合とされてい

る場合のみ入力する)、 適用割合、用途 「9」(解 除)

を入力する。

以上を入力し送信キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)847減 免資産

取扱区 分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:00010000

事 務所:01整 理 番号:00001000CD:5年 度:404異 動区分3

減免理由

コード 率
減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日 用途

項

番

01

資 産 コー ド

9200001

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

減免理由

コード

51

固

060

適用割合

44

用途

9

02

03

04

確認、後登録キーを押 して下さい

② エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表

示される。登録データの確認及び同一処理サイクル期間内

の再度修正用に登録データの記録を行う。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、解除の

登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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(3)既 登録済データの抹消入力

99-99固 定(償 却資 産)847減 免資産

取扱 区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:

事 務所:01整 理 番号:1000CD:5年 度:404異 動 区分:1

減免理由

コード 率
減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日 用途

項

番

01

資産 コー ド

9200001

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

減免理由

コード

51

率 適用割合

44

用途

02

03

04

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「1」(取 消)、 減免資産コード、減免適用日

付、減免理由コード、適用割合を入力する。

以上を入力 し送信キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)847減 免資産

取扱 区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:00010000

事務 所:01整 理 番号:00001000CD:5年 度:404異 動区分:1

減免理由

コード 率
減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日
用途

項

番

01

資産 コー ド

9200001

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

減免理由

コード

51

率

060

適用割合

44

用途

02

03

04

確認後登録キーを押して下さい

② エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表

示される。登録データの確認及び同一処理サイクル期間内

の再度修正用に登録データの記録を行う。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し、抹消デー

タの登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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(4)新 規登録

99-99固 定(償 却資産)847減 免資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エントリーNO:

事務所:01整 理番号;1000CD:5年 度:404異 動区分:2

減免理由

コード 率
減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日
用途

項

番

01

資産 コー ド

9200001

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

減免理由

コード

51

率
適用割合

44

用途

02

03

04

① 取扱区分「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「2」(登 録)、 資産コー ド、減免適用日付、

減免理由コード、減免理由率(率 が算出割合とされてい

る場合のみ入力する)、 適用割合を入力する。

以上を入力し送信キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)847減 免資産

取扱 区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:00010000

事務 所:01整 理 番号:00001000CD:5年 度:404異 動区分:2

減免理由

コード 率
減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日 用途

項

番

01

資産 コー ド

9200001

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

減免理由

コード

51

率

060

適用割合

44

用途

02

確認後登録キーを押して下さい

③ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正 し

再度送信キーを押す。

④ エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表

示される。登録データの確認及び同一処理サイクル期間内

の再度修正用に登録データの記録を行う。

⑤ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、登録を

行う。

⑥ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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(5)同 一入力期間中の既登録分の変更

(同一人力期間中に一度人力し、登録 した内容を変更する場合)

99-99固 定(償 却 資産)847減 免資 産

取 扱区分:3(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:10000

事務所:01整 理番 号:CD:年 度:異 動区分:

減免理由

コード 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日
用途

項

番
資産 コー ド

減免適用日付

年 月 日

減免理由

コード 率
適用剤合 用途

01

02

03

04

① 取扱区分 「3」(変 更)、 エントリーNOを 入力後、送信

キーを押す。

99-99固 定(償 却資 産)847減 免 資産

取 扱区分:3(1:取 消2：新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:00010000

事務 所:01整 理 番号:00001000CD:5年 度:404異 動 区分:3

減免理由

コード 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用 日付

年 月 日
用途

項

番

01

資産 コー ド

9200001

減免適用日付

年

405

月

04

日

01

減免理由

コード

51

率
適用割合

44

用途

02

03

② 現況を示す画面が表示される。
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99-99固 定(償 却資産)847減 免資産

取扱区分:3(1:取 消2:新 規3:変 更)

エン トリーNO:00010000

事務所:01整 理番号:00001000CD:5年 度:404異 動区分:3

減免理由

コード 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用 日付

年 月 日
用途

項

番

01

資産コー ド

9200001

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

減免理由

コード

56

率

100

適用割合

44

用途

02

03

確認後登録キーを押 して下 さい

③ 修正をすべ き箇所を修正後、送信キーを押す。

④ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカ

イブルーの色でエラー部分を表示す るので確認の うえ修

正し、再度送信キーを押す。

⑤ 入力にエラーがなければ、下段に 「確認後登録キーを

押 して下さい」のメッセー ジが表示される。

⑥ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し、登録

を行 う。画面左下に更新のメッセー ジが表示され画

面が クリアーとなる。

(6)既 登録分の変更登録

99-99固 定(償 却資産)847減 免資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:

事務所:01整 理番号:1000CD:5年 度:404異 動区分:3

減免理由

コー ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日
用途

蔭

01

資産コー ド

9200001

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

減免理由

コード

56

率

100

適用割合

44

用途

02

① 取扱区分「2」(新 規)、 整理番号、CD、 年度、異動

区分 「3」(変 更)、 資産 コー ド、減免適用 日付、減免理

由コー ド、減免理由率、適用割合、以上を入力 し、送信キー

を押す。

-99-



99-99固 定(償 却資産)847減 免資産

取扱 区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:

事務所:01整 理番 号:00001000CD=5年 度:404異 動区分:3

減免理由

コード 率
減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用 日付

年 月 日 用途

項

番

01

資産 コー ド

9200001

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

減免理由

コード

56

率

100

適用割合

44

用途

02

確認後登録キーを押 して下さい

② 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正 し、

再度送信キーを押す。

③ エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表

示される。登録データの確認及び同一処理サイクル期間内

の再度修正用に登録データの記録を行う。

④ 登録キーを押 し、データの登録を行う。

⑤ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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22更 正データ指示入力(非 課税資産)の 異動処理(オ ンライン入力処理)

更正データ指示入力(非 課税資産)と は、更正データ指示入力(非課 税

資産)画 面に、償却資産更正連絡票(非 課税資産)と 同様に、異動データ

の抹消、新規、修正の内容を端末機により入力することである。

(1)オ ンライン入力期間(同 一期間)中 に抹消の入力

99-99固 定(償 却資産)857非 課税資産

取扱区分:1(1:取 消2:新 規3:変 更)

エントリーNO:4

事務所:01整 理番号:CD:年 度:異 動区分

項

番

01

02

03

04

資 産コー ド 年度
非課

税率

用

途

項

番

11

12

13

14

資 産 コー ド 年度
非課

税率

用

途

① 取扱区分 「1」(取 消)、 エントリーNOを 入力し送信

キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)857非 課税資産

取 扱区分:1(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ント リーNO:000004

事 務所:01整 理番号:00001000CD:5年 度:404異 動 区分:2

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

年度 非課

税率

100

用

途

頃

番

11

12

13

14

資 産 コー ド 年度
非課

税率

用

途

② 先に入力 した内容が画面に表示される。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し、抹消デー

タの登録を行 う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアーと

なる。
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(2)既 登録 済デー タの抹 消入力

99-99固 定(償 却資産)857非 課税資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ント リーNO:

事務所:01整 理 番号:1000CD:5年 度:404異 動区 分:1

項

番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

年度
非課

税率

100

用

途

項

番

11

12

13

14

資産 コー ド 年度 非課

税率

用

途

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「1」(抹 消)、 抹消する資産 コードを入力し送

信キーを押す。

99-99固 定(償 却 資産)857非 課税 資産

取 扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000004

事務所:01整 理番号:00001000CD:5年 度:404異 動 区分:1

項

番

01

02

03

04

資 産コー ド

9200001

年度
非課

税率

100

用

途

項

番

11

12

13

14

資 産 コー ド 年度
非課

税率

用

途

確認後登録キーを押 して下さい

② エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下段

に「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表示さ

れる。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修正

用に登録データの記録を行う。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、抹消データ

の登録を行 う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアーと

なる。
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(3)新 規登録

99-99固 定(償 却資産)857非 課税資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エントリーNO:

事務所:01整 理番号:1000CD:5年 度1404異 動区分:2

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

9200002

年度
非課

税率

100

50

用

途

項

番

11

12

13

14

資 産 コー ド 年度
非課

税率

用

途

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「2」(登 録)、 資産コー ド、非課税率を入力

する。

以上を入力し送信キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)857非 課税資産

取扱 区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000004

事 務所:01整 理番 号:00001000CD:5年 度:04異 動 区分:2

項

番

01

02

03

04

資産コード

9200001

9200002

年度
非課

税率

100

50

用

途

項

番

11

12

13

14

資産 コー ド 年度
非課

税率

用

途

確認後登録キーを押 して下さい

③ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正 し

再度送信キーを押す。

④ エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表

示される。登録データの確認及び同一処理サイクル期間内

の再度修正用に登録データの記録を行う。

⑤ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し、登録を

行う。

⑥ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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(4)同 一入力期間中の既登録分の変更

(同一入力期間中に入力 し、登録 した内容を変更する場合。)

99-99固 定(償 却資産)857非 課税資産

取扱区分:3(1:取 消2:新 規3:変 更)

エン トリーNO:4

事務所:01整 理番号:CD:年 度:異 動区分

項

番

01

02

03

04

資産コー ド 年度 非課

税率

用

途

項

番

11

12

13

14

資産コー ド 年度
非課

税率

用

途

① 取扱区分 「3」(変 更)、 エ ントリーNOを 入力後、送信

キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)857非 課税資産

取扱区分:3(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:000004

事務所:01整 理番号:00001000CD:5年 度:404異 動区分:2

項

番

01

02

03

04

資産コード

9200001

9200002

年度 非課

税率

100

50

用

途

項

番

11

12

13

14

資産コー ド 年度 非課

税率

用

途

② 現況を示す画面が表示され る。
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99-99固 定(償 却資産)857非 課税資産

取扱区分:3(1:取 消2:新 規3:変 更)

エン トリーNO:000004

事務所:01整 理番号:00001000CD:5年 度:404異 動区分:2

項

番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

9200002

年度 非課

税率

50

50

用

途

項

番

11

12

13

14

資産コー ド 年度 非課

税率

用

途

確認後登録キーを押 して下さい

③ 修正をすべ き箇所 を修正後、送信キーを押す。

④ 送信キー を押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正 し、

再度送信キーを押す。

⑤ 入力にエラーがなければ下段 に 「確認後登録キーを押し

て下さい」のメッセージが表示される。

⑥ 内容を確認 した後、登録キー(PF8)を 押 し、登録を

行 う。

⑦ 画面左下に更新の メッセージが表示され画面がクリアー

となる。

(5)既 登録分の変更登録

(現年度に一度登録 したデータを変更登録する場合。)

99-99固 定(償 却資産)857非 課税資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3;変 更)

エン トリーNO:

事務所:01整 理番号:1000CD:5年 度:404異 動区分:3

項

番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

年度 非課

税率

50

用

途

項

番

11

12

13

14

資産 コー ド 年度
非課

税率

用

途

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 年度、異動区

分 「3」(変 更)、 資産コー ド、非課税率を入力 し、送信キー

を押す。
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99-99固 定(償 却資産)857非 課税資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:000004

事務所:01整 理番号:00001000CD:5年 度:404異 動区分:3

項

番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

年度 非課

税率

50

用

途

項

番

11

12

13

14

資産コー ド 年度 非課

税率

用

途

確認後登録キーを押 して下 さい

② 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイブ

ルーの色でエラー部分を表示するので確認の うえ修正 し、再

度送信キーを押す。

③ エン トリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下段

に 「確認後登録キー を押 して下さい」のメッセー ジが表示さ

れる。登録データの確認及び同一処理 サイクル期間内の再度

修正用に登録データの記録を行う。

④ 登録キー(PF8)を 押し、データの登録を行 う。

⑤ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面が クリアーと

なる。
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23更 正データ指示入力(共 用資産)の 異動処理(オ ンライン入力処理)

更正データ指示入力(共 用資産)と は、更正データ指示入力(共 用資産)

画面に、償却資産更正連絡票(共 用資産)と 同様に、異動データの抹消、

新規、修正の内容を端末機により入力することである。

(1)オ ンライン入力期間(同 一期間)中 に抹消の入力

99-99固 定(償 却資産)867共 用資産

取扱区分:1(1:取 消2:新 規3:変 更)

エントリーNO:4事 務所:20

整理番号:CD:年 度:異 動区分:事 業割合:

項番

01

03

05

07

資産 コー ド 用 途 項番

02

04

08

10

資産 コー ド 用 途

① 取扱区分 「1」(取 消)、 エントリーNOを 入力し送信

キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)867共 用資産

取扱区分:1(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:000004事 務所:20

整理番号:00010000CD:4年 度:404異 動区分:2事 業割合:0245

項番

01

03

05

07

資 産 コー ド

9200001

9200002

用 途 項番

02

04

08

10

資産 コー ド 用 途

② 先に入力した内容が画面に表示される。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、抹消デー

タの登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアーと

なる。
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(2)既 登録済データの抹消入力

99-99固 定(償 却資産)867共 用資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エン トリーNO:事 務所:20

整理番号:10000CD:5年 度:404異 動区分:1事 業割合:0245

項番

01

03

05

07

資産コー ド

9200001

9200002

用 途 項番

02

04

08

10

資産 コー ド 用 途

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「1」(抹 消)、 事業割合、抹消する資産コー

ドを入力 し送信キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)867共 用資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:000004事 務所:20

整理番号:00010000CD:5年 度:404異 動区分:1事 業割合:0245

項番

03

05

07

資産 コー ド

9200001

9200002

用 途 項番

02

04

08

10

資産コー ド 用 途

確認後登録キーを押して下さい

② エ ントリーNOが 付設 され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセー ジが表

示される。

登録 データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修

正用に登録データの記録を行 う。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し、抹消デー

タの登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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(3)新 規登録

99-99固 定(償 却資産)867共 用賢産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:事 務所:20

整理番号:10000CD=4年 度;404異 動区分:2事 業割合:0245

項番

01

資産コー ド

9200001

03

05

07

9200002

用 途 項番

02

04

08

10

資産コー ド 用 途

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相 当年度、

異動区分 「2」(登 録)、 事業割合、資産 コー ドを入力し

送信キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)867共 用資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エン トリーN0:000004事 務所:20

整理番号:00010000CD:4年 度:404異 動区分:2事 業割合:0245

項番

01

03

05

07

資産コード

9200001

9200002

用 途 項番

02

04

08

10

資産 コー ド 用 途

確認後登録キーを押して下 さい

② 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正し

再度送信キーを押す。

③ エン トリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押 して下 さい」のメッセージが表

示される。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修

正用に登録データの記録を行 う。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し、登録を

行 う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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(4)同 一入力期間中の既登録分の変更

(同 一入力期間中に入力し、登録 した内容を変更する場合。)

99-99固 定(償 却資産)867共 用資産

取扱区分:3(1:取 消2:新 規3:変 更)

エン トリーNO:4事 務所:20

整理番号:CD:年 度:異 動区分1事 業割合:

項番

01

03

05

07

資産 コー ド 用 途 項番

02

04

08

10

資産コー ド 用 途

① 取扱区分「3」(変 更)、 エ ントリーNOを 入力後、送

信キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)867共 用資産

取扱区分:3(1:取 消2:新 規3:変 更)

エン トリーNO:000004事 務所:20

整理番号:00010000CD:4年 度:404異 動区分:2事 業割合:0245

項番

03

05

07

資産コー ド

9200001

9200002

用 途 項番

02

04

08

10

資産コー ド 用 途

② 現況を示す画面が表示される。
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99-99固 定(償 却資産)867共 用資産

取扱区分:3(1:取 消2:新 規3:変 更)

エン トリーNO:000004事 務所:20

整理番号:00010000CD:4年 度:404異 動区分:2事 業割合:0550

項番

01

03

05

07

資産 コー ド

9200001

9200002

用 途 項番

02

04

08

10

資産コー ド 用 途

確認後登録キーを押して下さい

③ 修正 をすべき箇所を修正後、送信キーを押す。

④ 送信キーを押すと、入力 にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正 し・

再度送信キーを押す。

⑤ 入力にエラーがなければ下段に 「確認後登録キーを押し

て下さい」のメッセー ジが表示され る。

⑥ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押 し、登録を

行う。

⑦ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。

(5)既 登録分の変更登録

99-99固 定(償 却資産)867共 用資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:事 務所:20

整理番号:10000CD:4年 度:404異 動区分:3事 業割合:0245

項番

01

03

05

07

資産コー ド

9200001

9200002

用 途 項番

02

04

08

10

資産 コー ド 用 途

登録済の経歴データ及び現年度に登録した経歴データの変

更は、直接変更することがで きる。

なお、一度登録すると新年度に引 き継がれるデータのため

変更がなければ再度入力することはない。

① 取扱区分「2」(新 規)、 整理番号、CD、 年度、異動

区分 「3」(変 更)、 事業割合、資産 コー ドを入力し、送

信キーを押す。
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99-99固 定(償 却資産)867共 用資産

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エントリーNO:事 務所:20

整理番号:10000CD:4年 度:404異 動 区分:3事 業割合:0245

項番

01

03

05

07

資産 コー ド

9200001

9200002

用 途 項番

02

04

08

10

資産コー ド 用 途

確認後登録キーを押して下さい

② 送信キーを押す と、入力にエ ラーがあ る場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認の うえ修正 し、

再度送信キーを押す。

③ エントリーNOが 付設 され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセージが表

示される。

登録データの確認及 び同一処理サイクル期間内の再度修

正用に登録データの記録を行 う。

④ 登録キーを押 し、データの登録を行 う。

⑤ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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24更 正データ指示入力(評 価額の補正)の 異動処理(オ ンライン入力処理)

更正データ指示入力(評 価額の補正)と は、更正データ指示入力(評 価

額の補正)画 面に、償却資産更正連絡票(評 価額の補正)と 同様に、異動

データの抹消、新規、修正の内容を端末機により入力することである。

(1)オ ンライン入力期間(同 一期間)中 に取消の入力

99-99固 定(償 却資産)877評 価額の補正

取扱区分:1(1:取 消2:新 規3:変 更)

エントリーNO:3

事務所:01整 理番号:CD:年 度:異 動区分

項番

01

02

03

04

資産 コー ド 補正後評価額 項番

11

12

13

14

資産 コー ド 補正後評価額

① 取扱区分 「1」(取 消)、 エントリーNOを 入力 し送信

キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)877評 価額の補正

取扱区分:1(1:取 消2:新 規3:変 更)

エントリーNO:000003

事務所:01整 理番号:00001000CD:5年 度:404異 動区分:2

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

補正後評価額

500,000

項番

11

12

13

14

資産 コー ド 補正後評価額

② 先に入力した内容が画面に表示される。

③ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、抹消デー

タの登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアーと

なる。
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(2)既 登録済データの抹消入力

99-99固 定(償 却資産)877評 価額の補正

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:

事務所:08整 理 番号:508800CD:1年 度:404異 動 区分
:1

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

補正後評価額

893000

項番

11

12

13

14

資産 コー ド 補正後評価額

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「1」(抹 消)、 抹消する資産コー ドと補正後

評価額を入力 し送信キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)877評 価額の補正

取 扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000003

事 務所:08整 理 番号:00508800CD:1年 度:404異 動 区分:1

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

補正後評価額

893,000

項番

11

12

13

14

資産 コー ド 補正後評価額

確認後登録キーを押 して下さい

② エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下段

に 「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表示さ

れる。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修正

用に登録データの記録を行う。

③ 内容を確認 した後、登録キー(PF8)を 押 し、抹消デー

タの登録を行う。

④ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアーと

なる。
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(3)新 規登録

99-99固 定(償 却資産)877評 価額の補正

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エントリーNO:

事務所:01整 理番号:1000CD:5年 度:404異 動区分:2

項番

01

02

03

04

資産コー ド

9200001

補正後評価額

500000

項番

11

12

13

14

資産コード 補正後評価額

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 相当年度、

異動区分 「2」(登 録)、 資産コードを入力する。

② 「補正後評価額」欄に、補正後の評価額を記入する。

以上を入力し送信キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)877評 価額の補正

取扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:000003

事務所:01整 理番号100001000CD:5年 度:404異 動区分:2

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

補正後評価額

500,000

項番

11

12

13

14

資産 コー ド 補正後評価額

確認後登録キーを押 して下さい

③ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正し

再度送信キーを押す。

④ エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下

段に 「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表 ・

示される。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修

正用に登録データの記録を行う。

⑤ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、登録を

行う。

⑥ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。
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(4)同 一入力期間中の既登録分の変更

(同一入力期間中に一度入力し、登録 した内容を変更する場合。)

99-99固 定(償 却資産)877評 価額の補正

取扱区分:3(1:取 消2:新 規3:変 更)

エントリーNO:3

事務所:01整 理番号:CD:年 度:異 動区分:

項番

01

02

03

04

資 産コー ド 補正後評価額 項番

11

12

13

14

資 産 コー ド 補正後評価額

① 取扱区分 「3」(変 更)、 エントリーNOを 入力後、送信

キーを押す。

99-99固 定(償 却資産)877評 価額の補正

取 扱区分:3(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000003

事務所;01整 理 番号:00001000CD:5年 度:404異 動 区分:2

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001 500,000

項番

11

12

13

14

資産 コー ド 補正後評価額

② 現況を示す画面が表示される。
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99-99固 定(償 却資産)877評 価額の補正

取扱区 分:3(11取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000003

事 務所:01整理 番号:000010001CD:5年 度:404異 動 区分:2

項番

OL

02

03

04

資 産 コー ド

9200001

補正後評価額

1,900,000

項番

11

12

13

14

資 産 コー ド 補正後評価額

確認後登緑キーを押して下さい

③ 修正をすべき箇所を修正後、送信キーを押す。

④ 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイ

ブルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正 し、

再度送信キーを押す。

⑤ 入力にエラーがなければ下段に 「確認後登録キーを押し

て下さい」のメッセージが表示される。

⑥ 内容を確認した後、登録キー(PF8)を 押し、登録を

行う。

⑦ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアー

となる。

(5)既 登録分の変更登録

99-99固 定(償 却資産)877評 価額の補正

取 扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ントリーNO:

事 務所:01整 理番号:1000CD:5年 度:404異 動 区分:3

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

補正後評価額

1,900,000

項番

11

12

13

14

資産 コー ド 補正後評価額

① 取扱区分 「2」(新 規)、 整理番号、CD、 年度、異動区

分 「3」(変 更)、 資産コード、補正後評価額を入力し、送

信キーを押す。
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99-99固 定(償 却資産)877評 価額の補正

取 扱区分:2(1:取 消2:新 規3:変 更)

エ ン トリーNO:000003

事務 所:01整 理 番号:00001000CD:5年 度1404異 動区分:3

項番

01

02

03

04

資産 コー ド

9200001

補正後評価額

1,900,000

項番

11

12

13

14

資産 コー ド 補正後評価額

確認後登録キーを押して下さい

② 送信キーを押すと、入力にエラーがある場合は、スカイブ

ルーの色でエラー部分を表示するので確認のうえ修正し、再

度送信キーを押す。

③ エントリーNOが 付設され、入力にエラーがなければ下段

に 「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセージが表示さ

れる。

登録データの確認及び同一処理サイクル期間内の再度修正

用に登録データの記録を行う。

④ 登録キーを押 し、データの登録を行う。

⑤ 画面左下に更新のメッセージが表示され画面がクリアーと

なる。
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25更 正データ異動修正指示入力の異動処理(オ ンライン入力処理)

更正データ異動修正指示入力とは、償却資産更正連絡票、償却資産更正

連絡票エラー訂正入力票又はオンライン入力により経歴データの異動処理

を行った結果、エラーとなったものについて償却資産更正連絡票エラー訂

正入力票と同様の処理を、端末機によるオンライン訂正処理することであ

る。

(1)エ ラーの取消入力(共 通)

59-18固 定(償 却資 産)887更 正 デー タ異動 修正指示 入力04.10.2315:33:49

取扱区分:1(1:取 消3:変 更）

事務所:02機 械処理NO:9

異動区分 区分 項番

整理番号

資産 コー ド

CD

年度

1

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

4

減免理由

コー ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

① 取扱区分 「1」(取 消)、 機械処理NOを 入力し送信キーを押す。

59-18固 定(償 却 資産)887更 正 デー タ異動修 正指示 入力04.10.2315:33:49

取扱区分:1(1;取 消3:変 更)

事務所:02機 械処理NO:000009

異動区分 2 区分 4 項番 01

整理番号

資産 コー ド

05339000

9200001

CD

年度

4

404

1

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

4

減免理由

コー ド

51

率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

LA870一 人別減免税額

② 送信キーを押す。

表示された内容を確認し、登録キー(PF8)を 押 し、抹消デー

タの登録をする。

③ 登録が終了すると画面がクリアーされ画面左下に更新のメッセー

ジが表示される。
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(2)耐 用年数短縮の変更入力

59-18固 定(償 却 資産)887更 正 デ ータ異動修正 指示 入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000010

異動区分 2 区分 1 項番 01

整理番号

資産コード

00001000

9200001

CD

年度

5

404

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

01

4

減免理由

コ-ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

耐用年数

① 取扱区分 「3」(変 更)、 機械処理NOを 入力し送信キーを押す。

② 送信キーを押すと、入力にエラーとなったデータがスカイブルー

の色で表示される。

59-18固 定(償 却 資産)887更 正 デー タ異動 修正指示 入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000010

異動区分 2 区分 1 項番 01

整理番号

資産 コー ド

00001000

9200001

CD

年度

5

404

1

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

02

4

減免理由

コー ド 率 減免税顔 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

確認後登録キーを押 して下さい

③ エラーメッセージにより表示されたエラー内容を確認し、変更を

行った後、再度送信キーを押す。

④ 変更入力にエラーがなければ、スカイブルーの表示がなくなり

「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表示されるので、

登録キー(PF8)を 押 し登録する。

登録が終了すると、画面がクリアーされ画面左下に更新のメッセ

ージが表示される。
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(3)増 加償却の変更入力

59-18固 定(償 却資産)887更 正データ異動修正指示入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000020

異動区分 2 2 項番 02

整理番号

資産コー ド

00508800

9200010

CD

年度

1

404

1

耐用

年数

適 用1

月数

06

割合

047

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

4

減免理由

コー ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途

適用期間関連

① 取扱区分 「3」(変 更)、 機械処理NOを 入力 し送信キーを押す。

② 送信キーを押すと、入力にエラーとなったデータがスカイブルー

の色で表示される。

59-18固 定(償 却資産)887更 正データ異動修正指示入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000020

異動区分 2 区分 2 項番 02

整理番号

資産 コー ド

00508800

9200010

CD

年度

1

404

1

耐用

年数

適 用1

月数

03

割合

047

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

4

減免理由

コー ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

確認後登録キーを押して下さい

③ エラーメッセージにより表示されたエラー内容を確認し、変更を

行った後、再度送信キーを押す。

④ 変更入力にエラーがなければ、スカイブルーの表示がなくなり

「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表示されるので、

登録キー(PF8)を 押 し、登録する。

登録が終了すると、画面がクリアーされ画面左下に更新のメッセ

ージが表示される。
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(4)陳 腐化資産の変更入力

59-18固 定(償 却資産)887更 正データ異動修正指示入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000030

異動区分 2 区分 3 項番 03

整理番号

資産 コー ド

00001000

9200005

CD

年度

5

404

1

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

600000

4

減免理由

コー ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

異動区分

① 取扱区分 「3」(変 更)、 機械処理NOを 入力し送信キーを押す。

② 送信キーを押すと、入力にエラーとなったデータがスカイブルー

の色で表示される。

59-18固 定(償 却 資産)887更 正 デー タ異 動修正 指示 入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000030

異動区分 3 区分 3 項番 03

整理番号

資産 コー ド

00001000

9200005

CD

年度

5

404

1

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

600000

4

減免理由

コー ド 串 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

確認後登録キーを押して下さい

③ エラーメッセ-ジ により表示されたエラー内容を確認 し、変更を

行った後、再度送信キーを押す。

④ 変更入力にエラーがなければ、スカイブルーの表示がなくなり

「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセージが表示されるので、

登録キー(PF8)を 押し登録する。

登録が終了すると、画面がクリアーされ画面左下に更新のメッセ

ージが表示される。
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(5)減 免資産一人別の変更入力

59-18固 定(償 却資産)887更 正 デー タ異動 修正指 示入 力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000040

異動区分 2 区分 4 項番 04

整理番号

資産 コー ド

02519000

9200004

CD

年度

4

404

1

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

4

減免理由

コー ド 率 減免税額

6,000,00〔

異動件数

1

取扱件数

2

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

適用

割合

44

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

減免理由コード

① 取扱区分 「3」(変 更)、 機械処理NOを 入力し送信キーを押す。

② 送信キーを押すと、入力にエラーとなったデータがスカイブルー

の色で表示される。

59-18固 定(償 却資産)887更 正データ異動修正指示入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000040

異動区分 2 区分 4 項番 04

整理番号

資 産コ ー ド

02519000

9200004

CD

年度

4

404

1

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

4

減免理由

コー ド

51

率 減免税額

6,000,000

異動件数

1

取扱件数

2

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

適用

割合

44

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

確認後登録キーを押して下さい

③ エラーメッセージにより表示されたエラー内容を確認し、変更を

行った後、再度送信キーを押す。

④ 変更入力にエラーがなければ、スカイブルーの表示がなくなり

「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセー ジが表示されるので、

登録キー(PF8)を 押し、登録する。

登録が終了すると、画面がクリアーされ画面左下に更新のメッセ

ージが表示 される。
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(6)減 免資産一品別の変更入力

59-18固 定(償 却資産)887更 正データ異動修正指示入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000050

異動区分 2 区分 4 項番 05

整理番号

資産 コー ド

02519100

9200005

CD

年度

2

404

1

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

3

適 用3

月数 割合 陳腐化評価額

4

減免理由

コー ド

25

率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

適用

割合

44

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

減免理由関連

① 取扱区分 「3」(変 更)、 機械処理NOを 入力 し送信キーを押す。

② 送信キーを押すと、入力にエラーとなったデータがスカイブルー

の色で表示される。

59-18固 定(償 却 資産)887更 正 デ ータ異動 修正指 示入 力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000050

異動区分 2 区分 4 項番 05

整理番号

資産 コー ド

02519100

9200005

CD

年度

2

404

1

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

4

減免理由

コ ー ド

25

率

060

減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年

404

月

04

日

01

適用

割合

44

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

確認後登録キーを押して下さい

③ エラーメッセージにより表示されたエラー内容を確認 し、変更を

行った後、再度送信キーを押す。

④ 変更入力にエラーがなければ、スカイブルーの表示がなくなり

「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセ-ジ が表示されるので

登録キー(PF8)を 押し、登録する。

登録が終了すると、画面がクリアーされ画面左下に更新のメッセ

ージが表示される。
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(7)非 課税資産の変更入力

59-18固 定(償 却資産)887更 正 デ ータ異動 修正 指示 入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000060

異動区分 2 区分 5 項番 02

整理番号

資産コード

00001000

9200010

CD

年度

5

404

1

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

4

減免理由

コー ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率

100

用途

9

事業割合 用途 補正後評価額

用途

① 取扱区分 「3」(変 更)、 機械処理NOを 入力 し送信キーを押す。

② 送信キーを押すと、入力にエラーとなったデータがスカイブルー

の色で表示される。

59-18固 定(償 却資産)887更 正データ異動修正指示入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000060

異動区分 2 区分 5 項番 02

整理番号

資産 コー ド

00001000

9200010

CD

年度

5

404

1

耐用 適 用1

2

適 用2 適 用3

3

年数 月数 割合 月数 割合 月数 割合 陳腐化評価額

4

減免理由

コー ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用 日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

100

確認後登録キーを押して下さい

③ エラーメッセージにより表示されたエラー内容を確認し、変更を

行った後、再度送信キーを押す。

④ 変更入力にエラーがなければ、スカイブルーの表示がなくなり

「確認後登録キーを押 して下さい」のメッセージが表示されるので、

登録キー(PF8)を 押し、登録する。

登録が終了すると、画面がクリアーされ画面左下に更新のメッセ

ージが表示される。
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(8)共 用資産の変更入力

59-18固 定(償 却資産)887更 正 デ ータ異動 修正 指示 入力04 .10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000070

異動区分 2 区分 6 項番 01

整理番号

資 産 コー ド

03519000

9200014

CD

年度

2

404

1

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

4

減免理由

コー ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

事業割合

① 取扱区分 「3」(変 更)、 機械処理NOを 入力し送信キーを押す。

② 送信キーを押すと、入力にエラーとなったデータがスカイブルー

の色で表示される。

59-18固 定(償 却資産)887更 正データ異動修正指示入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000070

異動区分 2 区分 6 項番 01

整理番号

資産 コー ド

03519000

9200014

CD

年度

2

404

1

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

4

減免理由

コー ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

0700

確認後登録キーを押 して下 さい

③ エラーメッセージにより表示されたエラー内容を確認し、変更を

行った後、再度送信キーを押す。

④ 変更入力にエラーがなければ、スカイブルーの表示がなくなり

「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表示されるので・

登録キー(PF8)を 押 し、登録する。

登録が終了すると、画面がクリアーされ画面左下に更新のメッセ

ージが表示される。
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(9)評 価額の補正の変更入力

59-18固 定(償 却資産)887更 正データ異動修正指示入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000321

異動区分 2 区分 7 項番 04

整理番号

資産 コード

02823810 CD 0

8900775 年度 404

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

600000

4

減免理由

コー ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

590,000

一品 マスタ ーな し

① 取扱区分 「3」(変 更)、 機械処理NOを 入力し送信キーを押す。

② 送信キーを押すと、入力にエラーとなったデータがスカイブルー

の色で表示される。

59-18固 定(償 却資産)887更 正 デー タ異動 修正 指示 入力04.10.2315:33:49

取扱区分:3(1:取 消3:変 更)

事務所:01機 械処理NO:000321

異動区分 2 区分 7 項番 04

整理番号

資産コー ド

02823810

8900775

CD

年度

0

404

1

耐用

年数

適 用1

月数 割合

2

適 用2

月数 割合

適 用3

月数 割合

3

陳腐化評価額

600000

4

減免理由

コー ド 率 減免税額 異動件数 取扱件数

減免適用日付

年 月 日

適用

割合

用

途

5 6 7

非課税

年 率 用途 事業割合 用途 補正後評価額

590,000

確認後登録キーを押して下さい

③ エラーメッセージにより表示されたエラー内容を確認し、変更を

行った後、再度送信キーを押す。

④ 変更入力にエラーがなければ、スカイブルーの表示がなくなり

「確認後登録キーを押して下さい」のメッセージが表示されるので、

豊録キー(PF8)を 押し、登録する。

登録が終了すると、画面がクリアーされ画面左下に更新のメッセ

ージが表示される。
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26搬 出 帳票

(1)償 却資産更正データ更新 リス ト

償却資産更正データ更新 リス トは、各種更正連絡票又 はオンライ ン入力によ り経歴 情報の異動処理 を行 った結果、正

当 として処理 されたデー タについて経歴マ スターの更新状況を更新 前、更新後 で示 した帳票 である。

事務所
千代田 01

償却資産 更正デー タ更新 リス ト

機械処理
NO 取扱

区分

共 通

整理番号

00001000

C

D

5

異動

区分

2

1

デ一

タ

区分

1

項

01

00508800

00001000

02519000

5

4

資産コード

9200001

評価対象
年

号

一
4

年

度

04

1

耐用

年
数

02

2

2

2

2

04

2

適用1
月

数

2

3

4

03

割
合

02

03
04

05

047

適用2
月
数

割
合

適用

月
数

9200010

9200005

02519100

00001000

2

5 2
4

5 02

6

9200005

9200010

03519000 2 2 01

割
合

3

陳腐化評価額

4

4

4

4

4

04

04

04

04

9200001
02823810 0 2 7 04

4 04
8900775 4 04

600000

減免理由
コー

ド

51

25

事

060

減免種額

4

6000000

異動

件数
取扱件数

2

年
号

4

4

減免適用日付
年

04

04

月

04

04

日

01

01

適用

割合

44

44

用

途

5

非課税用
年

号
年率

100

用

途

作成 日

6

事業割合

0700

用

途

頁

7

補正後評価額

備考

更正後

更正後

更正後

更正後

更正後

590000

更正後

更正後

更正後

ア一 行目 ・・耐用年数 の短縮 の更新

イ 二行目 ・・増加 償却 の更新
ウ 三行目 ・・陳腐化資産の更新
エ 四行目 ・・減免資産一人別 の更新

オ 五行目 ・・減免資産一品別 の更新

カ 六行目 ・・非課税資産の更新
キ 七行 目 ・・共用資産 の更新

ク 八行 目 ・・評価額の補正 の更 新

(2)償 却資産更正 データエラー リス ト兼 エラー訂正入力票

償却資産更正 データエラー リス ト兼 エラー訂正入力票は、各種更正連絡票 また はオ ンライ ン入力によ り経歴情 報の異

動処理を行った結果、 入力データにエラーが発生 した場合 に搬出 され る帳票で、エ ラー訂正入力を兼ねた帳票である。
エラーメ ッセー ジを印字 し搬 出するので、エ ラー訂正入力票 またはオ ンライン訂正入力によ り訂正後のデータを入力

しエ ラーを解消 す る。

事務所
千代田01

帳票 コー ド

LA11

共 通

償却 資産 更正デー タエラー リス ト 兼 エ ラー訂正入力票

機械 処理

評価対象

1

耐用

2

異動 適用1 適用2適用

3

減免理由

4

異動 減免適用日付 適用用

途

5

NO 取扱

区分

整理番号
C

D 区分

デー

タ

区分

頃番資産コード 年

号年
数

年

数

月
数

割
合

月

数
割
合
月
数
割
合
陳腐化評価額 コー

ド

事 減免税額
件数

取扱件数 年

号
年月日

割合

非課税用
年

号
年率

作成 日

用

途

6

事業割合

用

途

頁

7

補正後評価額

耐用年数
000010 00001000 5 2 1 01 9200001 4 04 01

**

000010
適用期間関連

000020 00508800 1 2 2 02 9200010 4 04 06

**

047
** ＊

000020

異動区分
000030 00001000 5 3 3 03 9200005 4 04 600000

*

000030

滅免理 由コー ド
000040 02519000 4 2 4 04 9200004 4 04

** **

6000000 1 2 4 04040144

000040

ア 一 行 目 ・ ・耐 用年 数 の短 縮 の エ ラ ー

イ 二 行 目 ・ ・増 加 償却 の エ ラ ー

ウ 三 行 目 ・ ・陳 腐 化 資 産 の エ ラ ー

エ 四 行 目 ・ ・減 免 資 産 一人 別 の エ ラ ー
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事務所
千代田01

帳票コ ー ド

La11

機械処理

取扱
共 通

C

D

異動デー

償却資産 更正デー タエ ラー リス ト 兼 エラー訂正入力票

NO

区分

整理番号
区分

夕

区分

項番資産コード

評価対象

年
合
年
度

1

耐用
年

数

2
適用1

月
数

割
合

適用2

月
数

割
合

適用

月
数

割

合

3

陳腐化評価額
減免理由
コー

ド

率

4

減免税額
異動

件数

作成 日

減免適用日付適

5 6

頁

用
数件援取 年
号

用

途

非課税用
年月 日

割合

年
号
年率

用

途
事業割合

7
用

途
補正後評価額

減免理由関連
000050 02519100 2 2 4 059200005 4 04 25

* ***

4 0404 01 44

000050

用途
000060 00001000 5 3

*

5 02 92000010 4 04 100 9

*

000060
事業割合

000070 035190002 2 6 01 92000001 4 04
****

000070 0700
一 品 マ ス タ ー な し

000321

000321

02823810
********

0
*

2 7 04 8900775
********

4 04 00590000

00590000

オ 一行 目 ・・減 免資産一品別のエラー

カ 二行 目 ・・非 課税資産のエラー

キ 三 行目 ・・共用資産のエ ラー
ク 四行 目 ・・評 価額の補正のエラー
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第7節 定期課税関係の事務の概要

1定 期課税

定 期課税 は、 「宛名入 力票」、 「種類別 明細 書」、 「価格 等入力 票」及

び 「更正 連絡票」 等を入力 す るこ とに よ り行 う。

(1)一 般 申告 につ いて は、一 品マ スターのデ ータか ら作成 され る資産 マス

ターに基 づ き、 また、電 算 申告分 等 について は、 「価 格等入 力票 」の入

力 デ ータか ら作 成 され る資産 マス ターに基 づ き、課税 計算 を行 い、課 税

マス ターを作成 し課税す る。

(2)定 期課 税 に際 して、入力 デー タに訂正 を要す るもの及 び入 力洩れが あ

った場合 につ いては、上記(1)の 各種異動 処理 を、別 途、設定す る定 期

課 税 に係 る調 定後異動処 理 日に入 力す る ことに よ り、定期 課税 マスター

の修正を行 う。

2電 算異 動処理事務 の概要

(1)宛 名 ・納税義務者 の異 動処理

ア 償却 資産 申告書 が受 理 され た結果 、宛名入 力項 目及 び納 税義務者管

理項 目に、新 規 ・修正 ・抹消等の入 力事 由が生 じた場合 には 「宛名 入

力票」 を作成 し、入力す る。

イ 前年 中に増加 ・減少等 がなか った ものについ ては、 「宛名 入力票」

の納税 義務者管理 項 目の 「0申 告 」欄 に コー ド 「1」 を記入 し、入力

す る。

ウ 納税 義務 者管理項 目のみの入力 について は、 「納税義務 者管理項 目

指示入 力(画 面)」 によ るオ ンライ ン入 力を基本 とす る。

(2)種 類別 明細 書及び価格等 入力票の処理
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ア 一 般 申告分

(ア)納 税義 務者 の申告 区分 が一般 申告で あ る場合 には、 申告 に基づ き、

「種類 別明細 書(増 加 ・全資産 用)」 及 び 「種類別 明細書(減 少)」

を使用 し、入 力す る。

(イ)登 録 されてい る一 品資産 のデ ータに、 修正 ・抹 消等の入 力事由が

発生 した場合 には、 「種類別 明細書修正 入力票」 を作成 し、入力す

る。

(ウ)上 記 「(ア)、(イ)」で入力 したデ ータがエ ラー とな った場合 は、 「種

類 別明細 書エ ラー訂 正入力票 」を作成 し、入力 す る。

なお、 この場合 のエ ラー処 理 につ いて は指定 された時期 に、端末

画面 か ら 「一 品申告 データ異 動指示 入力(画 面)」 によ り、オ ンラ

イ ンで訂 正処理 で き る。

(エ)課 税 標準の特例 につ いて、一般 申告の場合 は、 「種類別 明細書」

の特例 コー ド欄 を使用 し、入力す る。

(オ)「 種 類別 明細 書」 を入 力 した結果 、資産 の名 称等 に判読 不 明文字

等 があ った場 合、 「資産 名称 ワーニ ング リス ト」 を搬 出す る。訂正

入 力を要 す る もの について 「資産名 称等入 力票 」 によ り、 定期課税

終 了後 に入 力す る。

イ 電 算 申告分

(ア)納 税義務 者 の申告 区分 が、企 業電 算 申告 等であ る場合 に は、 「種

類 別 明細 書」 には よら ず に、 申告書 に算 出 され た価格及 び課税標準

額等 につ いて、 「価 格等入力票 」を作成 し、入力す る。

また、 価格等の 申告デ ータの入力 につ いて は、指定 され た時期 に、

端末画面 か ら 「価格 等 申告書 デ ータ異動指 示入力(画 面)」 によ り、

オ ンライ ンで入力 で きる。
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(イ)登 録 され た 「価格 等入力票」 のデ ー タに、修正 ・抹消等 の事 由が

発生 した場 合 は、 当該事 由に基 づ き再度 「価 格等入 力票」 を作成 し、

入 力す る。

(ウ)上 記、 「(ア)、(イ)」の入 力 によ るデ ータがエ ラー とな った場合 に、

再度 「価 格等入 力票」 によ り、入力 す る。

また、指定 された時期 に、端末画面 か ら 「価格 等 申告 デー タ異動

指示入 力(画 面)」 によ り、 オ ンライ ンで訂正 で きる。

(エ)電 算 申告 等の納税 義務者 の所 有資産 に特例 該 当資産 が ある場合 は、

個 人別調書総 計表及 び概 要調書等 の統 計上 の必 要 か ら、 「電算 申告

特 例入力票」 を作成 し、入 力す る。

(3)経 歴 デー タの異動処 理

ア 入力 した一 品資産 に、耐用年 数の短縮 、増加償却 、陳腐化資 産、減

免 資産、非課 税資産、 共用資産及 び評価額 の補正 の経 歴を入 力す る場

合 には、 「更正 連絡票 」を作成 し、入力す る。

また、課税標 準の特例 の経歴 を入 力す る場合 には、種類 別明細書

(増 加 ・全資産 用)、 種類別 明細書修正 入力票 を作成 し、 入力す る。

なお、 経歴 デー タの うち、 「更正連絡 票」 の入 力 につ いては、指定

され た時期 に、端 末画面 か ら各 「更正連絡 票」 ごとに対応 す る 「更正

デ ータ指示 入力(画 面)」 によ り、オ ンライ ンで入 力で き る。

イ 上記、 「ア」 の入 力 に際 してエ ラー とな っだ場合 は、 「更正 デ ータ

エ ラー リス ト兼エ ラー訂正入力票 」 または 「一品異動 エ ラー リス ト兼

種類 別 明細書 エ ラー訂正 入力票」 を作成 し、 入力す る。

また、 「更正 デ ータエラ ー リス ト兼エ ラー訂正 入力票」 を作成 し入

力 す る場合 は、入力 データ欄 に全項 目記入 し、再 入力す る。

エ ラーを取 消す場合 は、 取扱区分 「1」 及 び 「評 価対象欄 」(年 号
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・年度)の み記入す る。

また、経 歴デ ータのエ ラー訂 正入力 につ いては、指定 された時期 に、

端 末画面 か らオ ンライ ンで入 力で き る。

3縦 覧

縦覧 は、 入力 デー タが正 当 に処理 され、評価計 算が完 了 した もの につい

て、端末 機 によ り印字 した 「償却資 産課税台 帳」(以 下 「課税台 帳」 とい

う。)に よ り行 う。

4納 税通知 書の発付

毎年、告 示 に基 づ き課税 台帳を縦覧 に供 した後 、定期課税処 理 で作成 さ

れた納税 通知書 を発付す る。 また、定 期調後税額 異動処 理を行 った もの に

つ いては、電算 よ り搬 出 され る 「差替 え ・引抜 き リス ト」 に基づ き、正 し

い納税通 知書 と差替 えて発付す る。

また、宛名補 記分 について は、 封入 ・封緘 を しないで搬 出 し、所定 の事

務処理 を行 い発付す る6

納 税通知 書発付 日に定期課税処 理分 と定 期調後税 額異動処理 分を合 わせ

た額 の賦課決 定及 び調定決議 を行 う。

なお、具 体的 に は次の とお りで あ る。

(1)納 税 通知書 の作成

ア 定 期課税処 理 に係 る納税通知 書

(ア)納 税通 知書 の作成 区分

償却資産分
一般分

口座振替分
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ただ し、免税 該 当及 び端 数処理等 によ り税額 が 「0」 とな る もの

の納税 通知書 は作 成 しない。

(イ)納 税通 知書の搬 出区分

上記 の区分 によ り作成 した納税通知書 はそれぞれ、要補記分、 管

内分(郵 便 番号別)、 管外分 の氏名 コー ド順 に封入 封緘 し、搬 出す

る。

イ 定期 調後税額異 動処理 に係 る納税 通知書

定期 調後税額異 動処理 によ り宛名入 力の あ った もの、 また は 「種類

別明細書」 デ ータまた は 「価格 等入 力票 」 のデー タ、 「更正 連絡 票」

等の データの入力 を行 い税額 を訂正 した もの、 口座 振替担 当係 か ら口

座振替情報 の異 動入力 の あ った もの の うち、納税通知 書の作成 を要 す

るもの は、上記 納税通知 書の作成 区分 によ り氏名 コー ド順 に作成 し、

搬 出す る。

(2)納 税通 知書の補記 と発付事務

定期課 税分納税通 知書宛名補 記 リス ト及 び定期 調後税額異 動処理 に係

る納税通 知書の宛名補 記 リス トに搬 出 され た ものは、封入 ・封 緘を しな

いで搬 出す る。補記 の内容 を調査 し、搬 出 され た納 税通知書 に補 記を行

う。

定 期課税処 理 によ り作 成 した納 税通知書 の うち、定 期課税 に係 る調定

後訂正 処理 を行 った もの及 び口座 振替連絡 せんの送付 され た引抜 き、差

替 えを要す るもの は、電 算 よ り搬 出 され る 「差替え ・引抜 き リス ト」 に

基 づ き、正 しい納税通知 書 と差替 えを行 う。

納税通知書発付 日には、定期課税処 理及 び定 期調後税額異 動処理 で作

成 され た税額等 集計表、個 人別調書 トータル リス ト等 を参 考 に、賦課決

定及 び調定決議 を行 い、納 税通知書 を発付す る。

-134-



5課 税台 帳 と価格 等 の登録

課税 台帳 は、地 方税法施 行規則 第26号 様式 に所有者 の住所及 び氏名並 び

に所在 、種類 、数量及 び価格等 が登録 され る ものであ るが、新 課税 システ

ムで は、 「宛 名 ・納 税義務者 」デ ータ、 「種類別 明細書」 デー タ及 び 「価

格 等入力票 」 の入 力デ ータ等か ら課税 台帳 のデー タ処理 を行 い、価格 等の

台帳 に登 録す べ き事項 を端 末機 の画面 に反映 す るこ ととな るの で、 これ を

課税台 帳へ コピー処理す る ことに よ り作成 す る。

したが って、課税 台帳 は、 「償却資産 申告書」 に基 づ くデー タの入 出力

が正 当 に処理 された もの につ いて作成 す る。

なお、法 第349条 の3ま たは本法 附則第15条 等 の規定 が適用 され る

ものにあ っては、 「種類別 明細書」 デ ータまた は 「価格 等入力票」 の入力

デー タ等 によ り課税標準 の特例 による軽減額 を控除 した後の額 を 「課税標

準額」 欄 に登 録す る。

6特 例額 の決定

法第349条 の3及 び本 法附則 第15条 の規 定 に係 る特例額 の決定 は、

「種類別 明細書 等」 の入 力に よ って一品資産 ごとに算 出す る特例額 及 び 「電

算 申告特例入 力票」 の入力 によ る特例額 を集 計 し、 「個 人別調書総 計表(特

例分)」 を定 期課税 時、定期課 税 に係 る調定後訂正処 理時 に電 算 によ り搬 出

し、 これ に よ り行 う。
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7搬 出帳票

各種 帳票 の入力 に基 づ き、定 期課税 に必 要 な関係 帳票を電算 か ら出力す る。

(1)償 却資 産全資産 明細書

一般 申告分 の各納 税者の償却資 産の所有 状況
、評価額 等 の内容を把握

す るため搬 出す る帳票 であ る。

整 理番号、CD、 主 た る資産の所在 地、所有者名 、資産 の種類、資産

コ ー ド、資産 の名 称等、数量 、取得年 月、取得価額 、耐用年数 、減価残

存率、 帳簿価額、評価 額,特 例 コー ド及 び課税標準額 を表示す る。

また、 摘要 欄 に 「増 資産」、 「一 部減」、 「各経歴 デ ータ」等 を表 示

す る。

なお、本帳票 の搬 出時期 は、定 期課税 時、定期調 後税額異 動処理 に係

る調定後 訂正 処理後 に搬 出す る。

(2)償 却資産整 理番号一 覧表

宛名 マスタ ーに記録 されて い る納 税義務者等 の住所及 び氏名(名 称)

等 を整 理番号順 に印字す る。

新規納 税者の整理 番号 の付設 、各納税 者の 申告状 況等 の内容を把握す

るた め搬 出す る帳票 であ る。

住所 ・氏名 、整理番号 、金融機 関番号、CD、 課税歴、 補記、 申告 書

不作成 区分、免 税区分、0申 告区分、 申告 区分、決 定価格 、課税標準額 、

新 ・旧の整理番号、 送付先及 び主 た る資 産の所在地 を表示 す る。

(3)償 却 資産索 引簿(50音 ・所在地 順)

納税者 の氏名 ・所在 地 か ら、整 理番号、CD、 住所 等の検索 を容 易 に

す るために搬 出す る帳票 であ る。

氏名、住所 、補記、整 理番号、CD、 個 ・法及 び課税歴 を表示す る。

(4)納 税通知書(一 般分 ・口座振替分)
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(5)宛 名 補記 リス ト

(6)差 替 え ・引抜 きリス ト

定期課税 に係 る調定 後異 動処理 によ り、税額 等が変更 した ものについ

て は、新 た に 「納税通知書 」を搬 出す る こととな るので、差替 え るた め

の 「差替 え リス ト」を搬 出す る。

また、税額 等 をゼ ロに変更 した もの につ いて は、 すで に作成 され た

「納 税通知書 」 を引 き抜 き、発付 を押 さえ るため に 「引抜 き リス ト」 を

搬 出する。

(7)償 却資産 個人別調 書

資産 マ スタ ー、課税 マス ター及 び宛名 マス ターに記録 され てい るデ ー

タに基 づ き、 納税義務者 等の氏名 、住所、 課税標準額 、税額及 び期別税

額等 を表示 して搬 出す る。

(8)償 却資産個 人別調書 総計表(価 格決定 分及 び特 例分)

償却資産 個人別調 書の決定価 格、課 税標準額等 の内容 を把 握す るため、

定 期課税 時 に搬 出す る帳票 であ る。

(9)償 却資 産未 申告者一覧表

資産 マ スタ ーに登録 されて い る納 税者(免 税点未満 の もの を含 む。)

で、 当該年度 の定期課税 において異 動処理 がな されず未 申告 とな った も

のの内容 を把 握す るため に搬 出す る。

(10)申 告 しょ うよ う書

未 申告者 一覧表 に記 載 されて い る者 の うち申告 歴の ない者 等を除 き納

税者へ の申告 しょうよ うに活 用す るため、 申告 しょうよ う書 を搬 出す る。

(11)個 人別 調書 トー タル リス ト

(12)賦 課決 定調書

(13)理 由別 税集 表
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(14)調 定額決議 書 ・調定額 連絡票

(15)特 例一覧表

(16)一 人別 特例一覧表

(17)決 定価格上 位50社 リス ト

(18)税 額1000万 以上 リス ト

(19)階 層別 リス ト(そ の1・ その2)

(20)償 却資 産分の段 階別 納税義務 者 に関 す る調べ

(21)税 額階層別 集計 リス ト
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第8節 配分資産に係 る事務

配分資産の決定価格等 については、 自治省等か ら 「固定資産価格等配分通

知書」(以 下 「配分通知書」 とい う。)に よ り通知 され るので、宛名情報、

納税義務者データ及び税額情報の入力により納税通知書等を出力す る。

1入 力事務

(1)宛 名入力票

ア 作成及 び搬入事務

配分資産所有者の新規、修正、及び抹消に係 る宛名入力票の作成 に

ついては、 自治省か ら配付 され る 「自治大臣が価格等を決定す る償却

資産所有者名簿」等 に基づ き、所定の期 日に搬入する。

イ 整理番号の設定

整理番号の設定 について は、8桁 の数字 により次の とお り設定す る。

なお、共有関係 が異なる場合 は、個 々の共有関係 ごとに設定する。

(ア)頭1桁 目

配分資産分 は頭1桁 目を 「9」 とす る。

したが って、一般分の整理番号 は、頭1桁 目を 「9」 とする番号

を使用 しない。

(イ)頭2桁 目か ら下1桁 目

船舶、航空機及 び鉄軌道等の所有者 ごとに番号を定 めて設定す る。

なお、船舶につ いては 「船舶所有者名簿」に記載 の整理番号であ

る頭文字 「A～Z」 を 「01～26」 におきかえ頭2桁 目か ら頭3桁 目

に表示す る。

4桁 目は 「0」 とし、また8桁 目は共有数の数値を記入する。 し
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たが って共有者がいない ときは 「0」 となる。

(2)宛 名入力票(納 税義務者管理項 目)の 作成

配分資産所有者の新規に宛名入力票 を作成す るものにつ いて、宛名入

力票(納 税義務者管理項 目)を 作成する。

なお、評価開始欄 は当分の間、平成2年 「402」 に設定す る。

(3)配 分価格等の入力

定期課税分における配分価格等については、定期調後 時に処理す るが、

現在、配分通知書の通知を受 けてか ら電算搬入 までの期 間が短 いことか

ら、端末機によ り税額等を入力する。

2搬 出帳票の処理

(1)償 却資産個人別調書(配 分資産分)

入力結果を、償却資産個人別調書(配 分資産分)と して所管 の都税事

務所 に搬 出 し、配分通知書 との照合を行 う。

なお、誤謬等 によ り定期調後処理できなかった ものについては、随時

課税処理を行 い、償却資産個人別調書(配 分資産分)と 配分通知書の決

定価格及び資産の種類の件数 と照合す る。

(2)納 税通知書(配 分資産分)

配分分に係 る納税通知書を搬出 し、一般分 の定期課税事務に準 じて、

納税通知書の発付及 び調定決議等の事務を行 う。

(3)宛 名補記 リス ト(配 分資産分)

納税通知書(配 分資産分)を 作成する際に住所 ・氏名等が補記 となっ

た ものについて宛名補記 リス トを作成 し、配分通知書か ら住所 ・氏名等

を記入するとともに、納税通知書を補記する。
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3追 加分等に係 る随時課税の事務処理

自治省か ら追加、修正の通知があった もの及 びエラーとなった ものにつ

いては一般分 と同様に随時課税の処理を行 う。

(1)随 時課税該当分

随時課税 とす るもの は、次のとお りである。

ア 送付を受けた配分通知書の うち免税分 について は、一般分を調査 し、

課税 となるもの

イ 配分通知書に登載 されている課税分 で、納税通知書等が作成 されて

いないもの

ウ 自治省か ら追加、修正の通知があった もの

(2)償 却資産個人別調書の作成

配分通知書 により税額等を算出 し、一般分 とは別 に償却資産価格等入

力票又はオ ンライ ン入力により所定の期 日に入力する。

(3)納 税通知書の発付

納税通知書の適用欄 に 「地方税法第389条 第1項 による配分価格等

に係 る固定資産」の ゴム印を押印 して発付す る。
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第9節 随時課税処理の概要

1随 時課税処理の概要

定期課税の調定後 において、償却資産の期限後 申告又 は修正申告等があ

ったことによ り、新 たな課税処理又 はすでに賦課 した税額 の増額(免 税点

未満の ものは新規分 と同様の処理 とす る。)を す る必要が生 じた場合は、

帳票またはオ ンラインの入力を行い、新課税 システムによ り随時課税処理

が行 われ ることとなる。

この場合、既に定期課税が行われた納税者について、随時課税を処理す

る場合 には、同一納税義務者 についての課税処理を資産マスターで一元的

に管理す ることとなる。

このため整理番号 は、宛名 マスターに記録 した住所 ・氏名及 び資産 マス

ターに登録 した納税義務者のデータを結合することにより、課税年度間を

同一 の整理番号にて継続 して使用す ることとす る。

従 って、既に宛名マスター及び資産マスターに記録のあるものについて

は当該整理番号を使用 し、新規課税分 について は新 たに整理番号を付設す

る。

なお、新課税 システムによる随時課税 は機械処理 によ り定期課税 と同様

の処理を行 う。

但 し、平成元年度以前の課税分 について は従前の事務処理により行 うも

のである。

2随 時課税 の時期

随時課税 は、課税すべ き事実が判明 した後 に速やかに行 うべきものであ

るが、納期 限(現 年度 にあ っては第1回 分を毎年7月 とす る。)、7月 、
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10月 、12月 の各月末 に取 りまとめて実施するもの とす る。

定期課税分 との識別 は、調定年度、課税月、相 当年度 によ り見分 けるこ

と。

3搬 出帳票

(1)随 時課税分 の納税通知書

ア 資産 マスターを更新 し、課税額が確定 したものは、随時課税分の納

税通知書 を作成す る。

イ 随時課税分の納税通知書 は、相 当年度 ごとに区分 して搬出する。

(2)随 時課税分納税通知書宛名補記 リス ト

随時課税分の納税通知書 について住所 ・氏名等補記す る必要がある場

合、随時課税分納税通知書宛名補記 リス トを搬出 し、償却資産 申告書等

か ら住所 ・氏名等を確認 し、 当該宛名補記 リス トに記入す るとともに納

税通知書 を補記す る。

なお、補記 した リス トの写 し1部 を、固定資産税課管理係に送付する。

(3)償 却資産全資産明細書

随時課税処理後の全資産明細を内容 として搬 出す る。

(4)償 却資産価格等修正決定書

定期課税及び随時課税等の実績のあるものに対 して、価格 の修正 を行

う必要が生 じた場合 に搬出す る。

印字内容 は、決定番号、整理番号、住所、氏名、主たる資産 の所在地、

資産の種類別の修正 前 と修正後の取得価額 ・帳簿価額 ・評価額 ・決定価

格 ・課税標準額等 とす る。

(5)償 却資産価格等修正決定書総計表 ・
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(6)償 却資産価格等修正決定通知書

価格の決定あ るいは価格修正を行 った ものについて、随時課税又は調

定後異動処理に先だ って納税義務者等への通知用 として搬 出する。

印字内容 は、修正 ・決定 の区分、決定番号、決定 日付、住所、氏名、

主 たる資産の所在地、相当年、数量、 当初決定価格 ・課税標準額、修正

後決定価格、課税標準額等 とす る。

(7)償 却資産価格等修正決定通知書宛名補記 リス ト

償却資産価格等修正決定通知書 につ いて住所 ・氏名等を補記す る必要

がある場合、償却資産価格修正決定通知書宛名補記 リス トを搬 出するの

で、償却資産 申告書等か ら住所、氏名等確認 し、当該宛名 リス トに記入

す るとともに通知書を補記す る。

(8)償 却資産随時価格決定調書

随時課税 に際 し価格の決定を行 うもの につ いては、償却資産随時価格

決定調書 を搬出する。

なお、価格の決定 については、主税局資産税部において行 う。決定価

格 については改めて通知す る。

印字内容は、課税月、及 び現年度分 と過年度分の納税義務者数、件数、

課税標準額 とす る。過年度分につ いては相当年度を印字する。

(9)賦 課決定調書

随時課税を行 うものにつ いては、賦課決定調書を搬出す るので、 これ

によ り,賦課決定を行 う。

作成内容は、総括表 には課税月、作成月、納税通知書発付月、納税者

数、課税標準額、税額、期別調定件数 ・税額を、また明細表には価格決

定分、価格修正分その他の区分に したが って、現年度分、過年度分のそ

れぞれの税額、所有者数を印字す る。
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(10)賦 課決定書 ・通知書

(11)調 定額決議書 ・連絡票

随時課税を行 った ものについては、調定額決議書 ・通知書を搬出す る。

その処理が価格の決定 に伴 う当初課税処理分である場合 は当該税額分

と減免税額分を、価格の修正に伴 う増額処理分である場合 は当該税額分

と減免税額分 をそれぞれ別 々に搬 出す る。

なお、搬 出時期 は、別途通知す る時期 における当該処理 月とするので、

随時課税処理後 すみやかに調定決議を行 うこと。

(12)個 人別調書

(13)個 人別調書総計表

(14)随 時課税分税額等集計表

(15)随 時課税分理由別税額集計表

(16)償 却資産課税台帳

端末画面 に反映す るので、必要 に応 じて制定用紙 にコ ピーし閲覧等に

供す ること。
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第10節 調定後税額異動の事務処理

1調 定後税額異動処理の概要

定期課税及び随時課税の調定後において、非課税、減免又 は価格修正等

の異動事由によ り、すで に賦課 した税額の減額又は取消 しを行 う必要が生

じた場合は、新課税 システムの入力処理を行 うことにより税額異動(増 額

は全 て随時課税 とす る。)の 処理をする。

この場合、定期課税及び随時課税等につ いて課税マスターにより課税相

当年度を判断 し、直近 の課税分か ら順に遡 って、当該減額又は取消 しに見

合 う相 当税額につ いての減額処理を行 うこととする。

また、新課税 システムによる調定後税額異動処理は機械処理によ り、修

正後 の償却資産個人別調書、償却資産価格等修正決定書、償却資産価格等

修正決定通知害及 び賦課決定書 ・通知書等の一連の関係帳票 を作成 し搬 出

する。

なお、更正納付書につ いては定期課税を除き、指定 された時期 に各所 に

おいて端末機によ り作成する こと。

2調 定後税額異動 の時期

調定後税額異動 は、異動事 由の事実が判明 した後速やかに行 う。電算へ

の搬入時期は、原則 として毎月 とす るが、1月 、2月 、3月 の処理 は、定

期課税の搬 入時期であ り、事務が輻そ うす ること及び各マスターの年度更

新等が行われること等 の理由によ り行わ ないこととする。

3搬 出帳票

(1)償 却資産全資産明細書
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調定後税額異動後の全資産明細 を内容 として搬出する。

(2)償 却資産価格等修正決定書

(3)固 定資産価格等修正決定通知書(償 却資産)

価格修正を行 った ものについて、調定後異動処理に先だ って納税義務

者等への通知用 として搬出する。

印字内容 は、修正 ・決定 の区分、決定番号、決定 目付、住所、氏名、

主 たる資産の所在地、相当年、数量、当初決定価格 ・課税標準額、修正

後決定価格、課税標準額等 とす る。

(4)償 却資産価格等修正決定書総計表

(5)償 却資産価格等修正決定通知書宛名補記 リス ト

(6)固 定資産税(償 却資産)賦 課決定書 ・通知書

調定後税額異動処理を行 い、課税マスターを減額更新 したものは、賦

課決定書及び通知書 を搬出 し、税額の更正決定を行 うこと。

納税義務者等への通知については、 当該調定後税額異動で未到来の納

付月 に、未納付分がある場合、指定 された時期に各事務所において、端

末機 によ り確認 のうえ、更正納付書を作成 し送付す る。

なお、税額の更正処理(減 額及 び取 り消 し)を 行 う場合、未到来、未

納 の状況 を考慮 しない もの とし、直近課税分 について、最後の納期か ら

順次 さかのぼ り、減額 をする。

印字内容 は、決議番号、決定年月 日、作成年、調定年、相当年、納通

番号、事務所名、氏名、住所、課税標準額、税額 の当初確定額、確定額、

差 し引き減額等であ る。

また、減免事由があ る場合は摘要欄にその事 由を印字す る。

(7)調 定額決議書 ・連絡票

調定後異動処理を行 ったものについては、調定額決議書 ・連絡票を搬
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出す る。

その処理が、価格 の修正 に伴 う減額処理分 である場合 は当該減額分を

搬 出する。

なお、搬出時期は、別途通知す る時期にお ける当該処理月とす るので、

調定後税額異動処理後すみやかに調定決議を行 う。

(8)個 人別調書

(9)個 人別調書総計表

(10)更 正納付書

税額更正を必要 とす る納税義務者については、あ らか じめ当該納税義

務者 につ いて、未到来納期限に係 る未納金の有無を確認 し、未納 の場合

に端末機 によ り更正納付書を作成する。
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第11節 納税通知書再 出力等 の事務処理 の概要

1納 期限変更処理

定期課税及 び随時課税において、一旦発送 した納税通知書が転居先不明

等によ り返戻された場合 は、住所等を調査 し再発送を行 う。

所用 の調査を行 って もなお住所が不明なため公示送達を行 うもの、又 は

住所 は判明 したが納期限10日 前までに納税義務者等に交付することがで

きないもの は、納期限の変更をする。

納期限変更の入力によ り、徴収マスターの納期限を入力月の翌月末 に変

更(定 期分 については報奨金額を再計算す る。)す るとともに、納期限変

更一覧表、公示送達入力票及 び納税通知書等を端末発行す る。

2公 示送達

住所 が不明であ る等の理由で納税義務者等に対 し納税通知書を交付で き

ない ものは、公示送達入力票の入力によ り徴収 マスターに公示送達 日を記

録す るとともに、公示送達一覧表及 び公示簿を出力す る。

3納 税通知書の再発行

納税義務者等か ら納税通知書等の再発行 を求め られた場合 は、理由等を

確認の うえ、端末機か ら再発行用の納税通知書等 を出力 し交付す る。
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第12節 納期限変更に係る事務処理

1定 期課税分 に係 る納期限変更

(1)搬 入帳票の作成

ア 納期限変更入力票

納期 限変更 を要する納税通知書の告知書部分 と納付書部分 を切離

し、納付書部分を納期限変更入力票 として、下記 イの納期限変更入

力票表紙をつけて編綴 し、所定 の期 日に搬入する。

イ 納期限変更入力票表紙

納期限変更入力票表紙 の入力欄の記入は次の とお りである。

(ア)「 事務所 コー ド」欄

事務所 コー ドを記入す る。

(イ)「 簿冊番号」欄

「－」の前には簿冊の番号を、後 には総簿冊数を記入す る。

(ウ)「 枚数」欄

当該簿冊 の入力枚数を記入する。

ウ 宛名 の入力

返戻調査により住所等を訂正する必要があるものは、修正 の宛名入

力票を作成 し、納期限変更処理 に対応する宛名異動処理 の搬入 日に入

力す る。 これによ り、納期限変更処理後 に搬 出される納税通知書の住

所等 は、当該宛名 の入力の内容を反映 した もの とする。

また、宛名入力票の搬入が間 に合わなか ったもの及 びエラーとなっ

たものの納期限変更処理後に搬出され る納税通知書等 は、当該宛名の

入力の内容を反映 していないので訂正を行 う。
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(2)オ ンライン入力

納期限変更の入力 は 「納期 限変更入力票」 によるほか、オ ンライ ン入

力 日に端末機か ら納期限変更指示入力 によ り次表の入力ができる。

端末装置の

取扱区分

2(追 加)

3(取 消)

9(抹 消)

使 用 区 分

新 たに納期限変更を行 うもの

入力票による入力、又 はオ ンライ ンによ り追加入力

した ものを徴収マスターの更新前に削除す る。

徴収マスターに記録 された変更後 の納期 限を本来の

納期限に戻す。

(注)次 の ものは抹消入力で きない。

(ア)納 期限変更後 に調定後税額異動があった場合

(イ)当 初の納期限の翌 日以降に納付があった場合

(3)搬 出帳票の処理等の事務

ア 納期限変更一覧表

納期限変更入力票又はオ ンライ ンによる追加の入力に基づ き、徴収

マスターの納期限を1カ 月後に変更 したものは納期限変更一覧表に出

力す る。

納期限変更一覧表 は、納税通知書番号、住所、年税額、第1期(回)

分税額、第2期(回)分 税額及 び定期分にあって は報奨金額 を各欄 に

印字 し、最終 ページに事務所合計の年税額、第1期(回)分 税額、第

2期(回)分 税額を集計 し印字する。

出力 された納期限変更一覧表のうち、宛名入力票の入力が間 に合わ
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なか ったものは、住所欄等を訂正す る。

イ 納税通知書及び納期限変更分宛名補記 リス ト

納期限変更入力票又はオ ンライ ンによる追加の入力 に基づ き、徴収

マスターを更新 した もの は、報奨金額、差引納付額及び使用期限を変

更 した納税通知書を端末発行す る。

納税通知書の住所 ・氏名(名 称)の 補記 を要す るものは、宛名補記

リス トを出力 し、宛名入力票の搬入が間に合わなか ったもの及びエ ラ

ーとな った ものを、併せて所要の補正を行 い、納税義務者等あて発付

す る。

2随 時課税分に係 る納期 限変更

(1)入 力事務

随時課税分に係 る納期限変更 の入力 は別途通知す るオ ンライ ン入力 日

に端末機により行 う。

また、返戻調査によ り住所等を訂正す る必要のあ るものは、宛名の変

更入力を行 う。

(2)納 期限変更一覧表の処理 に係 る事務

納期限変更を要す る納税通知書の告知書部分 と納付書部分を切離 し、

納付書部分を納期限変更入力票 として、下記 イの納期限変更入力票表紙

をつ けて編綴 し、所定 の期 日に搬入する。

(3)納 税通知書の作成

別途、電子計算セ ンターか ら通知す る納期限変更に係 る端末画面反映

日以降に、端末機の納税通知書再発行処理によ り納税通知書を作成 し、

納税義務者等あて発付する。

なお、納税通知書 の宛名が印字 されないもの(補 記該 当)は 手書 きに
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て補記 を行 う。

第13節 公示送達 に係 る事務処理

1公 示送達入力票

前記、第12節 で作成する納期限変更一覧表 と同 じ内容の ものを印字す

るので、住所等の調査を行 い、公示送達をす る必要があるものは、左側

「表示」欄に 「○」を付 して、上部 「公示予定 日」欄 に当該年月日を記入

のうえ、所定の期 日に搬入す る。

2公 示送達一覧表及び公示簿

「公示送達入力票」で入力 した公示該当分 は、徴収マスターに 「公示 日」

を記録 したうえ、公示送達一覧表及び公示簿を搬出する。

公示送達一覧表は、公示送達分の明細 として活用 し、公示簿は公示分に

添付す るものとす る。

第14節 納税通知書及び納付書の再発行事務

納税義務者等か ら、納税通知書等の再発行を求められた場合、納税通知書

番号または納税義務者等の氏名(名 称)及 び住所コー ドを端末機で入力 し、

再発行を行 う。

なお、その他の場合、納税通知書、告知書及び納付書の再発行を求め られ

た場合は、納税義務者等の利便等を考慮 し、円滑な運用を計ること。
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1納 税通知書の再発行

第1期 納期限内において納税通知書の発行を求め られた場合 は再発行を

行 う。

2告 知書のみの再発行

当該年度内において、告知書のみの再発行を求め られた場合は、告知書

(全期用納付書部分の印字項 目は 「*」 を印字す る。)再 発行を行 う。

3納 付書の再発行

未到来納期限において納付書の再発行を求め られた場合は、未到来納期

限に係 る各期用納付書の発行を行 う。
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第15節 搬入事務

1搬 入事務

各帳票の搬入 日は、第3、 第4節 「電算処理標準 日程」を基準 とす る。

なお、搬入にあた って は、搬入件数の多少に係わ らず搬入 日の3日 前

(土 、 日を除 く)ま でに資産税部固定資産評価課償却資産係 まで電話 によ

り搬入件数の報告を行 う。

2搬 入帳票 は、 「センター搬送便」が前記1の 搬入 日に各都税事務所を巡

回す るので、電算管理担当(会 計管理係)に おいて都税事務所分を一括 し

て引 き渡 しをす る。

電算管理担当への搬入帳票の引き渡 しについて は、固定資産評価課を設

置す る都税事務所を含 めて、固定資産税管理係 にて行 う。

3各 搬入帳票 は年度別、様式別 に区分 し、概ね200枚 を1バ ッチとして

編綴す る。

編綴 にあたって指定 された入力表紙があ る場合について は、必ず 当該入

力表紙 を使用す ること。

また、指定 された入力表紙がないものについては、1バ ッチごとに、表

紙 に 「原資料 明細書」を添付 し、帳票名、分類名、バ ッチ番号及び事務所

名を記入す る。

4梱 包にあたっては、搬 出入用専用袋を使用す ることとし、入 りきれない

場合等 は、適宜梱包等 を行 うこと。
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5搬 入にあた っては 「固定資産税関係帳票の送付票」を2部(「 提 出用」

と 「事務所控用」)を 作成 し、搬入帳票 と併せて送付す る。

第16節 搬 出事務

1各 帳票の搬出 日は前記 「電算処理標準 日程」 によることとし、具体 的な

期 日は別途示達す るところによる。

2搬 出帳票 は、 「セ ンター搬送便」が前記1の 搬 出日に各都税事務所を巡

回 し、電算管理担当(会 計管理係)に おいて都税事務所分を一括 して受領

する。

電算管理担 当か らの搬 出帳票 の受領 については、前記第15節 の2と 同

様 に、固定資産評価課を設置する都税事務所を含めて、固定資産税管理係

にて行 う。

3各 資産担 当係(主 査)に おいて搬 出帳票の数を 「送 り状」により確認す

る。
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第17節 搬入関係帳票

様 式 番 号

地方税法施行規

則第26号 様式(

入力用)第30号

第31号

地方税法施行規

則第26号 様式別

表1(入 力用)

第32号

地方税法施行規

則第26号 様式別

表2(入 力用)

第33号

第34号

第35号

第36号

第37-1号

第37-2号

第37-3号

様 式 名 称

償却資産価格等入力票

償却資産電算申告特例入力票

種類別明細書(増 加資産 ・全資産

用)

種類別明細書(減 少資産用)

償却資産種類別明細書修正入力票

種類別明細書エラー訂正入力票(

兼償却資産一品異動エラー リス ト)

償却資産 資産名称等入力票

償却資産更正連絡票(耐 用年数の

短縮)

償却資産更正連絡票(増 加償却)

償却資産更正連絡票(陳 腐化資産)

備 考
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様 式 番 号

第37-4号

第37-5号

第37-7号

第37-8号

第38号

第39-1号

第39-2号

第39-3号

第39-4号

第39-5号

第39-6号

第40号

第41号

第42号

様 式 名 称

償却資産更正連絡票(減 免資産)

償却資産更正連絡票(非 課税資産)

償却資産更正連絡票(共 用資産)

償却資産更正連絡票(評 価額の補

正)

償却資産更正データエ ラー リス ト

(兼更正連絡票エラー訂正入力票)

償却資産申告書不作成(解 除)入

力票

償却資産価格等入力票表紙

償却資産種類別明細書入力用表紙

(増加資産 ・全資産用)

償却資産種類別明細書入力用表紙

(減少資産用)

過年度分償却資産価格等入力票表紙

過年度分償却資産種類別明細書入力

用表紙(増 加資産 ・全資産用)

過年度分償却資産種類別明細書修正

入力票表紙

宛名入力票(都 内用)

宛名入力票(都 外用)

過年度分宛名入力票表紙

備 考
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様 式 番 号

第80号

第81号

第90号

第91号

様 式 名 称

納期限変更入力票表紙

公示送達入力票

原資料明細書

固定資産税関係帳票の送付票

(償却資産)

備 考

第18節 搬出関係帳票

様 式 番 号

第130号

第131号

第133号

第134号

第135号

第161号

第162号

第163号

第164号

第165号

様 式 名 称

宛名異動修正 リス ト

宛 名異 動 エ ラ ー リス ト

償却資産宛名補記 リス ト

住居表示実施区域納税者(納 税管

理人)一 覧表

住居表示実施区域 チェック リス ト

償却資産納税義務者更新 リスト

償却資産納税義務者エ ラー リス ト

償却資産価格等入力票更新 リス ト

償却資産価格等入力票エ ラー リス ト

償却資産電算分特例更新 リス ト

備 考
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様 式 番 号

第166号

第167号

第168号

第169号

第170号

第171号

第172号

第173号

第174号

第175号

第176号

第177号

第178号

第179号

第180号

第182号

第183号

第184号

様 式 名 称

償却資産電算分特例エラー リス ト

償却資産一品異動更新 リス ト

償却資産一品異動エ ラー リス ト(

兼種類別明細書エラー訂正入力票)

償却資産 資産名称更新 リス ト

償却資産名称 ワーニ ング リス ト

償却資産更正データ更新 リス ト

償却資産更正データエラー リス ト

(兼エ ラー訂正入力票)

償却資産申告書不作成(解 除)

チ ェック リス ト

納期限変更一覧表

公示送達一覧表

公示簿

償却資産全資産明細書

償却資産未申告者一覧表

申告 しょうよう書

個人別調書

納税通知書引き抜 きリス ト

納税通知書差 し替 え リス ト

償却資産整理番号一覧表

償却資産 資産 コー ド一覧表

-160-

第181号



様 式 番 号

第185号

第186号

第187号

第188号

第189号

第190号

第191号

第192号

第193号

第194号

第195号

第196号

第197号

第198号

第199号

第200号

第201号

第202号

第203号

第204号

第205号

第206号

様 式 名 称

償却資産索引簿(五 十音順)

償却資産索引簿(所 在地順)

償却資産決定価格上位50社 リス ト

償却資産増加減少資産評価額等調

償却資産税額1000万 以上 リス ト

償却資産税額階層別集計表

償却資産段階別 リス ト

償却資産階層別 リス トその1

償却資産階層別 リス トその2

評価調書作成資料(一 般)

評価調書作成資料(電 算)

償却資産減免該当者 リス ト

償却資産一人別特例一覧表

償却資産特例一覧表

償却資産個人別調書総計表(一 般分

償却資産個人別調書総計表(特 例分

償却資産個人別調書 トータル リス ト

価格等修正決定書

価格等修正決定書総計表

価格等修正決定通知書

随時価格決定調書(甲)

随時価格決定調書(乙)

備 考
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様 式 番 号

第207号

第208号

第209号

第210号

第211号

第212号

第213号

第214号

第215号

様 式 名 称

賦課決定調書(甲)

賦課決定調書(乙)

賦課決定書

賦課決定通知書

随時課税分理由別税額集計表

課税状況報告書(甲)

課税状況報告書(乙)

配分資産税額等集計表

1,00平 米 以 上家 屋 一覧 表

備 考
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第4シ ステ ム導入 の効果

東京 都主税局 は、従来 か ら、適正 ・公平 ・効率 的な税務事務 の運営 に資

す るた め、電子 計算機 の正確 ・迅速 な事務 処理 の活 用 に努 めて きた ところ

で あ る。

この新 システ ムの導 入 にあた り、電算 化の効果 は、単 に内部事務 の効 率

化 に とどま らず、納税 者利便 と税務行政 に対す る信 頼感 の向上 に寄与 して

い る。

そ れは2つ の シス テム化 におけ る視 点 によ り明 らか であ る。

1大 量 ・定 型 ・反復 事務 の省 力化 の実 現

計算 ・集 計 ・転記 等 の事務 を電算処 理す ることによ り、事務 の一 層の効

率 化 が図れ た こと。

2窓 口事務及 び調査事務 等の効率 化

税務 情報総合 オ ンライ ンシステ ムを導入 し、端末機 による納付 書、納税

証 明書 の発行 を実施す るこ とに より窓 口事務 の迅速化 によ り、納 税者 サー

ビスの向上 が図れ、 内部的 には評価計算 の電算化等 に よる事務処 理の合理

化 に よる内部事 務 の充 実、及 び各種 デー タの端末機 に よる検 索 ・確認等 を

可能 に し、 調査事務 の充実 に資 して い る。

第5今 後 の課 題

今 日において、税務 情報総 合オ ンライ ンシステム に対す る理解 と習熟 が

進 み、 また端末機 の取扱 につ いて も実務 上の使 用経験を積 み重ね る ことに

よ り、 円滑 に執行 され てお り、都民 サ ー ビスの向上等 オ ンライ ンシステ ム

化の初期 の 目的 がお おむね達成 されてい る。

現在 、 この システ ム操作 等 につ いて は、 よ り使 い勝手 の よい システ ム と

す るため、 なお改 善充実 すべ き ところが あ り、 目下、 これ らの システ ムの
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運用 に直接 たず さわ る職員 の意 向 を十分反 映 しなが ら逐次、 その改善 に取

り組 んでい る ところで あ る。

しか しなが ら、 完全 な システ ム とな るに は、現 時点 におけ るシステムの

技術水準 か ら検討 を要す る事項 等、今後 のハ ー ド及 び ソフ トの開発 によ る

ところがい くつ かあ る。

そ の中で も重要 と思われ る ものを3つ あげ ると、1申 告書等 の文書管理 、

2OCR入 力技 術の水準、3端 末操作等 が あげ られ る。

1申 告書等 の文書管理

光デ ィス ク等電子媒体 を活用 したフ ァイ リング システ ムの応用範 囲 は、

大 き く拡大 されつ つあ るが、現状 の各種処理 装置(フ ァイ リング装置)は 、

大量かつ 高速 の処理 がで きない現 状 にあ る。

主税局 にお いて取扱 うデータの量 は大量 で あ り、効 率的処理 のため常 に

画面反映処 理 され るもの は、現年 度分 の他、 一部 のデ ータに限 られて い る

が、相 当年度 ごとの各種 データが、端末機 によ り即 時 に画面 か ら取 り出す

ことが可 能 となれば、文書管理 において過年 度分 は紙 で保管す る必要 はな

くな り、情報 の効率 的な管理 とと もに、執務 環境 の改善等大幅 な事務改善

に結 びつ くもの と考 え られ る。

2OCR入 力技術 の水準

OCR入 力 の技 術 は、電算入 力 データ とイ メー ジデ ータ とを同時 に高速

入 力で きる もの も実用化 されつつ あ る。

しか し、 申告 デー タ等 において、OCRに よるイメ ー ジデ ー タを文字 と し

て変換処 理す るに は、文書等 か ら入 力す る一人一人 の文字の くせ等が あ り、

困難 な部分 をかかえて い る。
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電算処 理 において、入 力票 の入 力 にパ ンチ処理 とい う人 の手を通 さず に

OCRに よ り直接オ ンライ ン入 力処 理す るこ とがで きれ ば、 処理 の短縮 化

と共 に誤入 力等 が即 時 にエ ラーメ ッセー ジによ り判 明 し、常 に100%エ

ラーの ない完全処理 の実現が可 能 とな るので、今後 の技術 の進展 に期待 し

たい。

3端 末操作 等

端末機 によ る操作 等 につ いて は、電 算取扱 要領等 のマニ ュアルを見 なが

ら、電 算処理上 の約束 ごとを確認 し、オ ンライ ン入 力等を行 ってい る。

電算 による処 理の うち端末機 に よるオ ンライ ン操作 は、本来、 この約束

ごとを画面上 に反映 し、 一度 も電 算を さわ った こともな い人 で も、端末機

か らの入力 であれ ば、 簡単 に100%誤 りが な く入 力す ることがで きるこ

とが理想 であ る。

今後、 この よ うな端 末機 に よる入力 時の案 内 シス テムを導 入 し、職 員の

一 層 の負担 の軽減 と、人 にや さ しい シス テム とな る.よう改 善を行 ってい き

た い。

この よ うに、今後 のハ ー ド及 び ソフ トの開発 によ るシス テムの技 術水準

の動 向 によ り大 幅な事務 改善等 が期待 で きる中で、今後 において も、開発

指 針 に沿 った、 職場 の実 態を十分反 映 した使 い勝手 の よい システム とな る

よ う一層 の努 力を重 ね、その適性 ・円滑 な運 営 を期 して い く所存 で ある。
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第3章 相模原市固定資産(土 地)評 価 システムについて

相模原市税務部土地資産税課

土地第一係長

斉 藤 敏 雄

は じめに

平成6年 度の土地の評価替えは、土地基本法16条 及び総合土地政策

推進要綱の趣 旨を踏 まえ、地価公示価格の7割 程度を目標に宅地評価の

均衡化、適正化を推進す ることとなった。

全国の宅地を一律で地価公示ベー スの7割 で評価するものであるが、

地価公示ポイ ン トは全国で1万6千 余 りであることか ら、地価調査基準

地の価格や市町村が設定する標準宅地 に係 る鑑定評価価格を も活用する

ことによって、地価公示数の不足を補 うこととされた。

又、鑑定評価の導入に伴 って、市町村間の基準宅地価格、隣接市町村

間の標準宅地価格に関す る事項等 について、情報交換を行 う機関として

都道府県単位に土地評価協議会が設置 されたことも周知のとおりである。

振 り返 ってみると、 「固定資産評価基準の取扱いについて」の依命通

達の一部改正 の形で 「7割 」の数字が示 された時、市 の担当職員 として

驚きの色を隠せなか った。

国の機関で検討が進め られていた税負担の軽減措置の具体的な中味 も

明かになっていない時期で もあった。

昨年12月 、 自民党は平成5年 度税制改正大綱を公 にした。

これにより、平成6年 度の評価替え作業は実務 レベルで一気に実体を

伴 ったステージへ と移ることとなった。

これか ら紹介す る本市の固定資産評価 システムは、平成4年 度に執筆

の依頼をうけたものであることか ら、平成6年 度の評価替えに照準を合

わせた記述ではな く、平成3年 度の評価替え時の内容を基 にしたもので

あることを予めお断 りさせていただ く。
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第1相 模原市の概要

相模 原市 は、 神奈川 県 の北 部 に位置 し、西 に丹 沢 山塊 と大 山を望 み、

相模川 に沿 って北 西 か ら南 東 に向 けて広が りをみ せ る、人 口544,6

60人(平 成4年4月1日 現 在)、 面積90.77平 方キ ロメー トルの

内陸工業 都市 で あ る。 都 心か ら40キ ロメー トル圏内 にあ り、都 内へ

の交 通 の便 は私鉄2本 、横 浜方面 へ はJR横 浜線 と国道16号 線 が走 っ

てい る こ とか ら、人 口の急増 とと もにベツ ドタウ ン化 も顕著 とな ってい

る。

市 の財 政状 況 に目を移す と、平 成4年 度 の一般会 計予算 は1,377

億円で歳 入 に占め る市 税 は916億4千 万 円で全体 の66.6%、 又歳

出 につ いて は、土 木費433億9千 万 円(31.5%)、 民生費240

億9千 万 円(17.5%)以 下 、教育費13.9%、 衛生費8.9%の

順 とな ってい る。

急激 な都市 化 が進 む なか にあ って、本市 が 目標 とす る都 市像 の イ メー

ジと して は、 「心豊 かな」 、 「活 力の あ る」 、 「うるお いの あ る」 そ し

て 「個 性 のあ る」 とい った形容 詞 に代表 され る都市 を挙げ、 その実現 に

向けてハ ー ド面 と しての諸 施策 を講 じてい ると ころで ある。

一方 、 国際交 流へ の取組 も盛 んで、現在 中国 の無錫市 とカナダ のス カ

ボ ロー市 を友好 都市 のパ ー トナー と して、主 に文 化面での 交歓 を行 って

い る。 国 際化 の進展 につ れて、 今後 こうい った友 好関係 はます ます重 要

な もの とな ろ う。
、
、

最 近 にお け る話題 と して は、 昨年10月3日 か ら52日 間 にわ た って

第9回 全 国都市 緑化 か ながわ フェア 「グ リー ンウェーブ相模 原'92」

が市 内 の公 園 で開催 され、多 くの人 々で賑わ った。 まさに市民 と市 の総

力 をあ げての一 大 イベ ン トとな った ことは記憶 に新 しい。
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第2平 成3年 度評価替え に係 る作業 日程

土地評価 システムは、土地の大量評価を行 うに当たって、統一的な基

準によ って価格の均衡を図 るとともに、各種のデータを整備 し、その処

理を客観的、効率 的に行 うことを目的 とす る。

本市 にお いては、昭和63年 度評価替えに際 して、初 めて システムの

導入(業 者委託)を 行 い、評価のより一層の均衡化を図るとともに事務

処理の効率化を進め ることにな った。平成3年 度の評価替え作業 は、基

本的 には前回の ものを踏襲 しつつ、概ね次の日程 により進 めた。

(平 成元年度)

工程
月

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

売買実例の収集

・整理

売買実例テータ

シー トの記入

土地価格比準表

の作成

状況類似 ・標準

宅地 の見直 し

標準宅地価格の

評定

(平成2年 度)

工程
月

4 5 6 7 8 10 11 12 1 2 3

時価路線価の評

定

新評価格の試算

新評価格の評定
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第3状 況類似地域の見直 し及び標準宅地の選定

1路 線区分の見直 し

市街地宅地評価法は、各街路に路線価を付 しその価格を基礎に固定資
産評価基準 に定める画地計算法を適用 して、各筆の評点数を算出す るも
のである。

路線区分の見直 しは、路線価の付設を行 うための第一歩 となるもので
あり、街路の現況調査等を通 じて、前回の評価替えか らの街路や周辺の
土地利用の変化を適格に把握 し、それを路線の区分 に反映 させるための
作業であ る。

この作業を経て、路線はそれぞれ既設のまま残 るもの と必要に応 じて

新設、分割、合併あるいは廃止す るものに区分される。
又、当該作業は次のステ ップとなる用途地区や状況類似地区の区分 に

も少なか らぬ影響を与え るものであることか らも重要な意味を もつ。
平成3年 度の評価替え においては、特に次の価格形成要因に着 目して

路線区分の見直 しを行った。
① 道路の連続性
② 道路の幅員
③ 指定容積率
④ 水害常襲地か否か
⑤ バス路線か否か

又、土地区画整理事業区域内にあっては、換地処分の行われたところ
については、あらたに路線を付 した。

これ らの結果、路線数の異動については、次のとお りとなった。

(表1)

前回評価替え時の路線数

あ らたに付設 した路線数

分割 した路線数

合併 した路線数

廃止 した路線数

今回評価替え時の路線数

10,031本

(+) 336本

(+)5,909本

(-)1,060本

(-) 24本

15,192本

路線本数には、その他宅地評価法の地区数を含む。
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2用 途地 区 の区分

宅地 の価格 に影響 を及 ぼす諸要 素 の うち、地域 的 にみて類似性 の

強 い要素 を基 準 と して区分 され るものが用途地 区で あ る。

換言す るな らば、宅地 の利用状 況が類 似 して い る地 区 とい うこと

になる。

用途地 区の 区分 は、路線 の付設、 各筆 の画地計算 法 に も影響 を与

え るこ とに留意 す る必要が あ る。

本市が採 用 して いる用途地 区 は、 表2の とお りであ る。

用 途地 区 は、都市 計画法 にい う用途 地域 とは概念 を異 にす る。

すなわ ち、用途地 区 は宅地 の評価 を行 ううえで、現 況 の土地利 用

に基 づ き区分 され るもので あ るの に対 し、用途 地域 は都市計画上 の

要請 によ り土地 利用 はか くあ るべ きであ るとい う目標 となる土地利

用 を示 し誘導 す る意 図を もった区分 であ るとい うこ とがで きる。

ただ、両者 は現実 の土地 利用 か ら見 た場 合、 まった く別個の もの

で はな く相互 に対応す るよ うな関係 にあ る。(表3参 照)

(表2)

用 途 地 区

普通住宅地区

普通商業地区

併用住宅地区

大工場地区

中小工場地区

説 明

居住用住宅が連続す る地区

高度商業地区よりは資本投下量が小 さく、比較的小

型の店舗等が連たん している地区

普通商業地区の周辺部や幹線道路沿いにおいて住宅

と店舗、事務所等が混在 している地区

その面 積が3,000㎡ 以上 程度 の工場敷地 と して利用

されてい る地 区

その面 積が300～3,000㎡ 程度 の工場敷地 と して利

用 されて いる地 区

*市 街 化調整 区域 にあ って は、 普通住宅地 区 と村 落地 区を設 けてい る。
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(表3)

用 途 地 区

普通住宅地区

普通商業地区

併用住宅地区

大工場地区

中小工場地区

用 途 地 域

第1種 住居専用地域、第2種 住居専用地域

住居地域

商業地域、近隣商業地域

商業地域、近隣商業地域、住居地域、

準工業地域

準工業地域、工業地域、工業専用地域

準工業地域、工業地域、工業専用地域
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3状 況類似地域の区分

固定資産評価基準によると、状況類似地域 とは同一の用途地区内

において、街路の状況、公共施設等の接近の状況、家屋の疎密度、

その他の宅地の利用上の便等からみた場合に相当相違す る地域をい

う。

言い換えると、価格形成要因が概ね同等であることにより区分す

ることのできる地域である。実際の取扱いとしては、相当に相違す

る要因として重視する価格形成要因が何で、概ね同等であるという

範囲内で比準する要因が何になるのかを、現実の土地利用 と価格形

成要因 との関係を分析 し状況類似地域の区分を行 うこととなる。

作業の手順 は、状況類似地域 ごとに、地域要因として 「相当に相

違」する要因を抽出 し、抽出された要因による格差を路線 ごとに考

察 して状況類似地域を区分 した。

地域別に重視 した価格形成要因を列記す ると、次のとお りである

① 商業地域

ア 商業中心地あるいは駅前型の商業地

・核となる地点か らの客足の流れ と繁華性

・営業の種別

・建物の階層、商業密度

イ 駅周辺から離れた商業地

・商圏の範囲

・営業の種別

・商業密度

ウ 幹線道路沿 いの商業地

・幹線道路の特性

・営業の種別

・商業密度

・標準的画地規模

② 住宅地域

・最寄り駅か らの距離

・区画整理、団地開発の施行状況

・地勢等の 自然的条件
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・都市計画上の用途地域 と容積率

・バス路線か否か

・水害常襲地か否か

③ 工業地域

・標準的画地規模

・都市計画上の用途地域

・計画的開発がなされた地域か否か

4主 要路線 と標準宅地の選定

主要路線は、各状況類似地域 において道路の幅員等街路の状況が

標準的であ り、当該街路に面する宅地の利用状況が状況類似地域の

用途を適確に反映 している路線を選定す ることとなる。又、標準宅

地の選定は次の基準 によった。

① 当該路線 に面する画地の現況用途の大半が状況類似地域の用途

と一致 していること

② 幅員等の街路状況が標準的なものであること

③ 嫌悪施設 の接近等当該路線に特有な要因がないこと

④ 状況類似地域 における用途 と当該画地の現況用途が一致 してい

ること

⑤ 主要な街路 において、位置的な偏 りがないこと

⑥ 画地補正を施す必要がないこと

なお、一定の大規模団地等については、幅員6mの 舗装道路に接

面す る200㎡ 程度の中間画地が状況類似地域の中心 にあるもの と

想定 し、これを標準宅地 とした。

-173-



標 準宅地 数
(表4)

用途地区
標準宅地

普通住宅地区

普通商業地区

併用住宅地区

村落地区

大工場地区

中小工場地区

計

市街地宅地評

価法適用地域

338

133

145

0

13

17

、646

その他宅地評

価法適用地域

20

0

0

29

0

3

52

計

358

133

145

29

13

20

698
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第4時 価水準による価格の評定

時価路線価の評定 は、次の 手順により行 った。

標準宅地及び路線

データの調査

売買実例の

収集 と整理

標準宅地及び路線

データファイルの作成

売買実例データ

ファイルの作成

標準宅地の現地調査

標準宅地評定用 の

土地価格比準表 の適用

標準宅地価格の評定

時価路線価評定用の

土地価格比準表の適用

時価水準による

路線価の評定
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1標 準宅地及 び路線 デ ータの調査 ・デ ータ ファイ ルの作成

標 準宅地及 び路線 デ ータは、標準 宅地 ・路線 デ ー タ項 目 リス ト

(P237参 照)に 掲 げた項 目につ いて調査 を行 い、 デ ー タファイル

を作成 した。

具体 的 には、既設 の標準宅地 ・路線 につ いて は、 前回 の評価 替え

時か らの要 因項 目にかか る変 化を反 映 させ るとと もに新規、分 割、

合併 のそれ ぞれ の路線 につ いて はデ ータ全 てを調査 しなお した。

2売 買実例 の収集 ・整理 とフ ァイ ルの作成

標準 宅地価 格 の評定 に使用 す る売 買実例 は、昭和61年8月 以降

の もの につ いて収集 、整理 を行 い、 デ ータ ファイ ルを作成 した。

採用 した売 買実例 のデ ータの うち、画地条件 以外 の要 因につ いて

は対応 す る路線 データを引用 し、画地 条件 にかか る要 因につ いて は

売買実 例調査 表 に記載 され た もの を使 用 した。

採 用 した売 買実例
(表5)

用 途 地 区

普通住宅地区

普通商業地区

併用住宅地区

村落地区

大工場地区

中小工場地区

計

件 数

1575

65

100

20

6

34

1800
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3土 地価格比準表

土地価格比準表 とは、2つ の土地の比較により、一方の土地の価

格を評定す る場合における価格形成要因の差異を土地価格の格差率

に置き換え るための表である。売買実例の価格か ら標準宅地の価格

を求める場合及び標準宅地価格からその他の路線の価格を求める場

合に使用す る。

比準表の作成にあたっては、価格形成要因に非連続量のものが多

いことか ら数量化理論Ⅰ類による分析を行 うこととした。 しか し、

この統計手法にのみ依存 して格差率を抽出することは、サンプルの

状況により価格形成要因に偏 りが生 じたり、特定の要因のウェイ ト

が大 きくなりす ぎるようなケースも生 じる。 これ らのことを踏まえ

てサンプルの特徴や要因間の相関関係等を検討することに加えて、

不動産鑑定評価実務上の経験値等 も考慮 して暫定的な比準表を作成

し、試行的に評定作業に用いることによって、本市の実状をよりよ

く反映 した比準表となるよ う修正、補充を行 った。採用 した比準表

については、P182以 降に掲載 した。
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土地価格比準表の作成 フ ロー図

売買実例 データ

シー トの記 入

数量化理論Ⅰ類

による分析

土地価格モデル

式による格差率

の抽出

土地価格比準表

案の作成

不動産鑑定評価

実務上の経験値等

土地価格比準表

の適用

標準宅地データ

シー トの記入

標準宅地の

価格バランスの

チ ェ ツ ク
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参考までに 『最寄 り駅区分』 を例 にとって、数量化分析の結果か ら

比準表を作成す る処理手順を示す こととする。

① 数量化理論Ⅰ 類の結果

カテ ゴ リー区分

要 因1

要 因2

要 因3

度 数

179

444

66

カ テ ゴ リー ス コ ア

W!

W2

W3

② 比準表の作成

基準 とする宅地

比較する宅地

要 因1

要 因2

要 因3

要因1

C11

C21

C31

要因2

C12

C22

C32

要因3

C13

C23

C33

ア 度 数(サ ンプ ル)の 最 も多 い ラ ン クで の 格 差 率 の 計 算 式

C21＝(W1-W2)÷ 売 買 実 例 価 格 の 平 均 ×100

C22＝(W2-W2)÷ 売 買 実 例 価 格 の 平 均 ×100

C23＝(W3-W2)÷ 売 買 実 例 価 格 の 平 均 ×100

イ 他 の ラ ン クで の格 差 率 の 計 算 式

Cij＝{(1+Ckj÷100)÷(1+Cki÷100)-1}×100

kは 最 頻値 の ラ ンク
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次に実際の数値を使い、 『最寄 り駅区分』の格差率を算出 してみるこ

ととする。

① 数量化理論Ⅰ 類の結果

カテ ゴ リー区分

乗降客数

10万 人以上
〃

2万 人以上

〃

2万 人未満

度 数

179

444

66

カ テ ゴ リー ス コ ア

3.89998

1.51291

-20
.75498

*売 買実 例689件 の平均 価額167.17852千 円/㎡

② 比 準表 の作 成

比較す る宅地

基準 とす る宅地

乗降客数

10万 人以上

〃

2万 人以上

〃

2万 人未満

乗降客数

10万 人以上

C11

C21

C31

〃

2万 人以上

C12

C22

C32

〃

2万 人未満

C13

C23

C33

ア 度 数(サ ン プ ル)の 最 も 多 い ラ ン ク で の 格 差 率 の 計 算 式

C21＝(3.89998-1.51291)÷167.17852

×100＝1.4278≒1

C22＝(1.51291-1.51291)÷167.17852

×100＝O

C23=(-20.75498-1.51291)÷167.178

52×100＝-13.3198≒-13
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イ 他 の ラ ン ク で の 格 差 率 の 計 算 式

C11={(1+0.01)÷(1+0.01)-1}×100=0

C12={(1+0.0)÷(1+0.01)-1}×100=-0.9900≒-1

C13={(1-0.13)÷(1+0.01)-1}×100＝-13.8613

≒-14

C31={(1+0.01)÷(1-0.13)-1}×100=16.0919≒16

C32={(1+0.0)÷(1-0.13)-1}×100=14.9425≒15

C33={(1-0.13)÷(1-0.13)-1}×100=0

故 に 『最 寄 り 駅 区 分 』 の 格 差 率 は 、 次 の よ う に な る 。

標準宅地
売買実例地

乗降客数

10万 人以上

〃

2万 人以上

〃

2万 人未満

乗降客数

10万 人以上

0

1

16

〃

2万 人以上

-1

0

15

〃

2万 人未満

-14

-13

0

*63年 評価替え資料か ら
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(1)住 宅地域 の土地価格比準表

住宅地域の土地価格比準表に採用 した要因は次のとおりである。
なお、住宅地域 とは用途地区区分では普通住宅地区、村落地区にあたる。
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標準宅地価格 時価路線価
要 因 名 評 定 用 評 定 用 備 考

(街 路 条 件)
① 道路幅員 ○ ○ (変更)
② 舗装の有無 ○ ○

③ 道路の種別 ○ ○ (変更)

④ 道路の連続性 ○ ○

⑤ バス路線 ○ ○ 新設

(交通 ・接近条件)

⑥ 中心地区分 ○ -

⑦ 中心地への距離 ○ - (変更)

⑧ 最寄駅区分 ○ - (変更)

⑨ 最寄駅への距離 ○ ○ (変更)

(環 境 条 件)
⑩ 商業密度 ○ ○ (変更)

⑪ 土地区画整理事業 ○ - (変更)

⑫ 地勢 ○ - (変更)

⑬ 公共下水道の有無 ○ ○

⑭ 都市ガスの有無 ○ ○

⑮ 水害常襲地 ○ ○ 新設
⑮ 嫌悪施設-1.小 田急線 ○ ○

⑰ 嫌悪施設-2.JR横 浜線 ○ ○

⑱ 嫌悪施設-3.京 王相模原線 ○ ○ 新設

⑲ 嫌悪施設-4.国 道 ○ ○

⑳ 嫌悪施 設-5.変 電所 ○ ○

● 嫌悪施設-6.少 年院 ○ ○

● 嫌悪施 設-7.し 尿処理場 ○ ○

● 嫌悪施設-8.火 葬場 ○ ○

● 嫌悪施設-9.養 鶏 ・養豚場 ○ ○

● 嫌悪施設-10.深 堀川 ○ ○

● 嫌悪施設-11.高 圧線鉄塔 ○ ○

(行 政 条 件)
● 都市計画 ・建物密度 ○ - (変更)
● 基準容積率 ○ ○ 新設
● その他の規制 ○ ○ 河川管理道路



① 道路幅員

(標準宅地価格評定用)
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(時価路線価評定用)

売買実例地

標準宅地

1m

未満

1m
以上
2m

未満

2m
以上
3m

未満

3m
以上
4m

未満

4m
以上
5m

未満

5m
以上
6m

未満

6m
以上
8m

未満

8m

以上
12m

未満

12m

以上

1m未 満 0 +3 +7 +9 +11 +13 +16 +17 +18

1m以 上2m未 満 -3 0 +3 +5 +8 +10 +12 +13 +14

2m以 上3m未 満 -6 -3 0 +2 +4 +6 +8 +9 +10

3m以 上4m未 満 -8 -5 -2 0 +2 +4 +6 +7 +8

4m以 上5m未 満 -10 -7 -4 -2 0 +2 +4 +5 +6

5m以 上6m未 満 -12 -9 -6 -4 -2 0 +2 +3 +4

6m以 上8m未 満 -13 -10 -8 -6 -4 -2 0 +1 +2

8m以 上12m未 満 -14 -11 -9 -7 -5 -3 －1 0 +1

12m以 上 -15 -12 -10 -8 -6 -4 -2 -1 0

路線

標準宅地
1m

未満

1m

以上
2m

未満

2m

以上
3m
未満

3m

以上
4m
未満

4m

以上
5m
未満

5m
以上
6m
未満

6m
以上
8m

未満

8m

以上
12m

未満

12m

以上

1m未 満 0 +3 +7 +9 +11 +13 +16 +17 +18

1m以 上2m未 満 -3 0 +3 +5 +8 +10 +12 +13 +14

2m以 上3m未 満 -6 -3 0 +2 +4 +6 +8 +9 +10

3m以 上4m未 満 -8 -5 -2 0 +2 +4 +6 +7 +8

4m以 上5m未 満 -10 -7 -4 -2 0 +2 +4 +5 +6

5m以 上6m未 満 -12 -9 -6 -4 -2 0 +2 +3 +4

6m以 上8m未 満 -13 -10 -8 -6 -4 -2 0 +1 +2

8m以 上12m未 満 -14 -11 -9 -7 -5 -3 -1 0 +1

12m以 上 -15 -12 -10 -8 -6 -4 -2 -1 0



② 舗装の有無

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地
舗装 有 舗装 無

舗装 有 0 -2

舗装 無 +2 0

路線

標準宅地
舗装 有 舗装 無

舗装 有 0 -2

舗装 無 +2 0



③ 道路の種別

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

(注1)緑 道 とは、相模緑道緑 地、横浜水道路、境川河川管理道路、歩行者専用
道路 を指す。

(注2)2項 外道路 とは、建築 基準法 第三章の規定が適用 されるに至った際に幅
員が4m未 満で、かっ同法第42条 第2項 の規定 により、特定行政庁 が指定
した道路でない道路をい う。
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売買実例地

標準宅地
国 県 道 市 道 私 道 緑 道

2項 外

道 路

国 県 道 0 0 0 -10 -15

市 道 0 0 0 -10 -15

私 道 0 0 0 -10 -15

緑 道(注1) +11 +11 +11 0 -6

2項 外道路(注2) +18 +18 +18 +6 0

路線

標準宅地
国 県 道 市 道 私 道 緑 道

2項 外
道 路

国 県 道 0 0 0 -10 -15

市 道 0 0 0 -10 -15

私 道 0 0 0 -10 -15

緑 道(注1) +11 +11 +11 0 -6

2項 外道路(注2) +18 +18 +18 +6 0



④ 道路の連続性

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地
通 り抜け 行止 り

通り抜け 0 -7

行 止 り +8 0

路線

標準宅地
通 り抜け 行止 り

通り抜け 0 -7

行 止 り +8 0



⑤ バス路線

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地

バス路線

の道路

バス路線で

ない道路

バス路線の道路 0 -3

バス路線でない道路 +3 0

路線

標準宅地
バス路線
の道路

バス路線で
ない道路

バス路線の道路 0 -3

バス路線でない道路 +3 0



⑥ 中心地区分

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

同一状況類似地域内では等しい要因であるので適用しない。
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売買実例地

標準宅地
相模大野 相 模 原 橋 本

相模大野 0 -13 -16

相 模 原 +15 0, -3

橋 本 +19 +4 0



⑦ 中心地への距離

(標準宅地価格評定用)

中心地への距離

相模大野駅勢圏 相模原・橋本駅勢圏

0m---106
1,000m---102

2,000m---100

3,000m---98

4,000m---96

10,000m---92
20,000m---90

30,000m---90

104
102

100

98

96
92

90
90

(時価路線価評定用)

同一状況類似地域内では等しい要因であるので適用しない。
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⑧ 最寄駅区分

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

同一状況類似地域内では等しい要因であるので適用しない。
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小田急線 横 浜 線 相 模 線

小田急線 0 -10 -25

横 浜 線 +11 0 -17

相 模 線 +33 +20 0



130

125

120

115

110

105

100

97

95

1,0001,200

103

2,000
3,000 4,000

(時価路線価評定用)

130

125

120

115

110

105

100

97

95

1,0001,200 2,000
3,600 4,000

相模線沿線駅勢 圏(上 溝 を除 く)

上溝・相原駅勢圏

横浜線沿線駅勢圏(相 原 を除 く)

小 田急沿線駅勢圏(町 田・相模大 野を除 く)

(標準宅地価格評定用)

⑨ 最寄駅への距離

町田・相模犬野駅勢圏

108

105

103

191



⑩ 商業密度

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地

商業密度

0%

1%以 上

10%未 満

10%以 上

20%未 満

20%以 上

商業密度0% 0 +1 +3 +5

1%以 上10%未 満 -1 0 +2 +4

10%以 上20%未 満 -3 -2 0 +2

20%以 上 -5 -4 -2 0

路線

標準宅地

商業密度

0%

1%以 上

10%未 満

10%以 上

20%未 満
20%以 上

商業密度0% 0 +1 +3 +5

1%以 上10%未 満 -1 0 +2 +4

10%以 上20%未 満 -3 -2 0 +2

20%以 上 -5 -4 -2 0



⑪ 土地区画整理事業

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

同一一状況類似地域以内では等 しい要因で あるので適用 しない。
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売買実例地

標準宅地
未 施 行

土地区画整理
事業施行区域
内

相模大野駅前
事業

未 施 行 0 +3 +30

区画整理事業施行区域内 -3 0 +26

相模大野駅前事業 -23 -21 0



⑫ 地勢

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

同一状況類似地域以内では等 しい要因 であるので適用 しない。
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売買実例地

標準宅地
平 坦 起 伏 傾 斜

平 坦 0 -4 -2

起 伏 +4 0 +2

傾 斜 +2 -2 0



⑬ 公共下水道の有無

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

売買実例地

標準宅地
あ り な し

あ り 0 -3

な し +3 0

路線

標準宅地
あ り な し

あ り 0 -3

な し +3 0
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⑭ 都市ガスの有無

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地
あ り な し

あ り 0 -1

な し +1 0

路線

標準宅地
あ り な し

あ り 0 -1

な し +1 0



⑮ 水害常襲地

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地
水害常襲地 それ以外

水害常襲地 0 +2

それ以外 -2 0

路線

標準宅地
水害常襲地 それ以外

水害常襲地 0 +2

それ以外 -2 0



⑯ 嫌悪施設-1,小 田急線

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300皿未満 300m以 上

25m未 満 0 +1 +3 +3 +3 +3

50m未 満 -1 0 +2 +2 +2 +2

100m未 満 -3 -2 0 0 0 0

200m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m以 上 -3 -2 0 0 0 0

路線

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +1 +3 +3 +3 +3

50m未 満 -1 0 +2 +2 +2 +2

100m未 満 -3 -2 0 0 0 0

200m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m以 上 -3 -2 0 0 0 0



⑰ 嫌悪施設-2.JR横 浜線

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

-199-

売買実例地

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以上

100m未満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +1 +3 +3 +3 +3

50m未 満 -1 0 +2 +2 +2 +2

100m未 満 -3 -2 0 0 0 0

200m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m以 上 -3 -2 0 0 0 0

路線

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +1 +3 +3 +3 +3

50m未 満 -1 0 +2 +2 +2 +2

100m未 満 -3 -2 0 0 0 0

200m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m以 上 -3 -2 0 0 0 0



⑱ 嫌悪施設-3.京 王相模原線

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +1 +3 +3 +3 +3

50m未満 -1 0 +2 +2 +2 +2

100m未 満 -3 -2 0 0 0 0

200m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m以 上 -3 -2 0 0 0 0

路線

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +1 +3 +3 +3 +3

50m未満 -1 0 +2 +2 +2 +2

100m未 満 -3 -2 0 0 0 0

200m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m未 満 -3 -2 0 0 0 0

300m以 上 -3 -2 0 0 0 0



⑲ 嫌悪施設-4.国 道

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

売買実例地

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以上

100m未満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +2 +3 +3 +3 +3

50m未満 -2 0 +1 +1 +1 +1

100m未 満 -3 -1 0 0 0 0

200m未 満 -3 -1 0 0 0 0

300m未 満 -3 -1 0 0 0 0

300m以 上 -3 -1 0 0 0 0

路線

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +2 +3 +3 +3 +3

50m未満 -2 0 +1 +1 +1 +1

100m未 満 -3 -1 0 0 0 0

200m未 満 -3 -1 0 0 0 0

300m未 満 -3 -1 0 0 0 0

300m以 上 -3 -1 0 0 0 0
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⑳ 嫌悪施設-5.変 電所

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +2 +3 +4 +5 +5

50m未満 -2 0 +1 +2 +3 +3

100m未 満 -3 -1 0 +1 +2 +2

200m未 満 -4 -2 -1 0 +1 +1

300m未 満 -5 -3 -2 -1 0 0

300m以 上 -5 -3 -2 -1 0 0

路線

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以上

100m未満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +2 +3 +4 +5 +5

50m未満 -2 0 +1 +2 +3 +3

100m未 満 -3 -1 0 +1 +2 +2

200m未 満 -4 -2 -1 0 +1 +1

300m未 満 -5 -3 -2 -1 0 0

300m以 上 -5 -3 -2 -1 0 0



● 嫌悪施設-6.少 年院

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以上

100m未満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 0 +1 +1 +1 +1

50m未 満 0 0 +1 +1 +1 +1

100m未 満 -1 -1 0 0 0 0

200m未 満 -1 -1 0 0 0 0

300m未 満 -1 -1 0 0 0 0

300m以 上 -1 -1 0 0 0 0

路線

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 0 +1 十1 +1 +1

50m未 満 0 0 +1 +1 +1 +1

100m未 満 -1 -1 0 0 0 0

200m未 満 -1 -1 0 0 0 0

300m未 満 -1 -1 0 0 0 0

300m以 上 -1 -1 0 0 0 0



● 嫌悪施設-7.し 尿処理場

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 0 +1 +1 +1 +1

50m未 満 0 0 +1 +1 +1 +1

100m未 満 -1 -1 0 0 0 0

200m未 満 -1 -1 0 0 0 0

300m未 満 -1 -1 0 0 0 0

300m以 上 -1 -1 0 0 0 0

路線

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 0 +1 +1 +1 +1

50m未満 0 0 +1 +1 +1 +1

100m未 満 -1 -1 0 0 0 0

200m未 満 -1 -1 0 0 0 0

300m未 満 -1 -1 0 0 0 0

300m以 上 -1 -1 0 0 0 0



● 嫌悪施設-8.火 葬場

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以上

100m未満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 0 0 +1 +1 +1

50m未 満 0 0 0 +1 +1 +1

100m未 満 0 0 0 +1 +1 +1

200m未 満 -1 -1 -1 0 0 0

300m未 満 -1 -1 -1 0 0 0

300m以 上 -1 -1 -1 0 0 0

路線

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 0 0 +1 +1 +1

50m未 満 0 0 0 +1 +1 +1

100m未 満 0 0 0 +1 +1 +1

200m未 満 -1 -1 -1 0 0 0

300m未 満 -1 -1 -1 0 0 0

300m以 上 -1 -1 -1 0 0 0



● 嫌悪施設-9.養 鶏 ・養豚場

(標準宅地価格評定用)

(注)市 街化調整区域では適用しない。

(時価路線価評定用)

-206-

売買実例地

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +2 +4 +5 +6 +8

50m未満 -2 0 +2 +3 +4 +5

100m未 満 -4 -2 0 +1 +2 +3

200m未 満 -5 -3 -1 0 +1 +2

300m未 満 -6 -4 -2 -1 0 +1

300m以 上 -7 -5 -3 -2 -1 0

路線

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +2 +4 +5 +6 +8

50m未 満 -2 0 +2 +3 +4 +5

100m未 満 -4 -2 0 +1 +2 +3

200m未 満 -5 -3 -1 0 +1 +2

300m未 満 -6 -4 -2 -1 0 +1

300m以 上 -7 -5 -3 -2 -1 0



● 嫌悪施設-10.深 堀川

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +1 +2 +4 +5 +5

50m未 満 -1 0 +1 +3 +4 +4

100m未 満 -2 -1 0 +2 +3 +3

200m未 満 -4 -3 -2 0 +1 +1

300m未 満 -5 -4 -3 -1 0 0

300m以 上 -5 -4 -3 -1 0 0

路線

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +1 +2 +4 +5 +5

50m未 満 -1 0 +1 +3 +4 +4

100m未 満 -2 -1 0 +2 +3 +3

200m未 満 -4 -3 -2 0 +1 +1

300m未 満 -5 -4 -3 -1 0 0

300m以 上 -5 -4 -3 -1 0 0



● 嫌悪施設-11.高 圧線鉄塔

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +1 +1 +1 +1 +1

50m未 満 -1 0 0 0 0 0

100m未 満 -1 0 0 0 0 0

200m未 満 -1 0 0 0 0 0

300m未 満 -1 0 0 0 0 0

300m以 上 -1 0 0 0 0 0

路線

標準宅地 25m未 満

25m以 上

50m未 満

50m以 上

100m未 満

100m以 上

200m未 満

200m以 上

300m未 満 300m以 上

25m未 満 0 +1 +1 +1 +1 +1

50m未満 -1 0 0 0 0 0

100m未 満 -1 0 0 0 0 0

200m未 満 -1 0 0 0 0 0

300m未 満 -1 0 0 0 0 0

300m以 上 -1 0 0 0 0 0



● 都市計画 ・建物密度

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

同一状況類似地域内で は等 しい要因であるので適用 しない。

(注)上 記 の 「① 開発済 」とは、市街化調整区域 内において既 に宅地開発が

行 われた地域 、 「②43条1項 」とは、都市計画法第43条 第1項
第6号 に該当するいわゆる 「既存宅地」が標準で ある地域を指す。
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市 街 化 調 整 区 域売買実例地

標準宅地
市 街 化 区 域 ①開発済の地域

②43条1項 特定保留フレーム そ の 他

市 街 化 区 域
0 -10 -15 -30

市街化調整区域
①開発済②43条1項 +11 0 -6 -22

市街化調整区域
特定保留フレーム +18 +6 0 -18

市街化調整区域
そ の 他 +43 +29 +21 0



● 基準容積率

基準容積率 とは、道路幅員に よる制約 を考慮 した容積率で あり、次の算式に より求めた。

(建築基準法第52条 第1項)

a.道 路幅員が12m以 上で ある場合----

基準容積率は指定容積率(都 市計画で定 め られた容積率)と 同 じ

b-1.道 路幅員が12m未 満で、用途地域が第一種住居専用地域、第二種住居専用地域、住居

地域のいずれかで ある場合----
道 路幅員のメー トルの数値(た だし、4m未 満のものは4mと する)×0.4、

指定容積率のうち、いずれか低いもの

b-2,道 路幅員が12m未 満で、用途地域がb-1.で 挙げたも の以外で ある場合----

道路幅員のメー トルの数値(た だし、4m未 満のものは4mと す る)×0.6、

指定容積率の うち、いずれか低いもの

(標準宅地価格評定用)

120

100

100%200%300%400%

(時価路線価評定用)

120

100

100%200%300%400%
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(2)商 業地域 の土地価格比 準表

商業地域の土地価格比準表に採用した要因は次のとおりである。
用途地区区分では普通商業地区、併用住宅地区に適用 した。

211

標準宅地価格 時価路線価
要 因 名 評 定 用 評 定 用 備 考

(街 路 条 件)
① 道路幅員 ○ ○ (変更)

② 歩道の有無 ○ - (変更)

③ 道路の連続性 ○ ○ (変更)

(交通 ・接近条件)
④ 最寄駅区分 ○ -

⑤ 最寄駅への距離 ○ ○ (変更)

(環 境 条 件)
⑥ 商業密度 ○ -

⑦ 商業集積形態 ○ -

(行 政 条 件)
⑧ 基準容積率 ○ ○ 新設



① 道路幅員

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地
4m
未満

4m

以上
6m

未 満

6m

以上
8m

未満

8m

以上
10m

未満

10m

以上
12m

未満

12m

以上
16m

未満

16m

以上

4m未 満 0 +7 +11 +13 +16 +18 +20

4m以 上6m未 満 -6 0 +4 +6 +8 +10 +13

6m以 上8m未 満 -10 -4 0 +2 +4 +6 +8

8m以 上10m未 満 -12 -6 -2 0 +2 +4 +6

10m以 上12m未 満 -13 -8 -4 -2 0 +2 +4

12m以 上16m未 満 -15 -9 -6 -4 -2 0 +2

16m以 上 -7 -11 -7 -6 -4 -2 0

路線

標準宅地
4m
未満

4m

以上
6m

未満

6m

以上
8m

未満

8m

以上
10m

未満

10m

以上
12m

未 満

12m

以上
16m

未満

16m

以上

4m未 満 0 +7 +11 +13 +16 +18 +20

4m以 上6m未 満 -6 0 +4 +6 +8 +10 +13

6m以 上8m未 満 -10 -4 0 +2 +4 +6 +8

8m以 上10m未 満 -12 -6 -2 0 +2 +4 +6

10m以 上12m未 満 -13 -8 -4 -2 0 +2 +4

12m以 上16m未 満 -15 -9 -6 -4 -2 0 +2

16m以 上 -17 -11 -7 -6 -4 -2 0



② 歩道の有無

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

同一状況類似地域内では適用しない。

売買実例地

標準宅地
両側歩道 片側歩道 歩道なし

両側歩道 0 -2 -3

片側歩道 +2 0 -1

歩道なし +3 +1 0
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③ 道路の連続性

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地
通り抜け 行止 り

通 り抜け 0 -10

行 止 り +11 0

路線

標準宅地
通 り抜け 行止 り

通 り抜け 0 -10

行 止 り +11 0



④ 最寄駅

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

同一状況類似地域内では等 しい要因であるので適用 しない。
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売買実例地 町 田 淵 野 辺 矢 部 南 橋 本
橋 本 相武台前 相 原 番 田

相模大野 相 模 原 東 林 問 上 溝 原 当 麻
小田急相 中央林問 下 溝
模原 相武台下

標準宅地

相模大野
0 -26 -32 -41 -48

町田 ・橋本 ・相模原 ・

小田急相模原 +35 -8 -20 -30

淵野辺 ・相武台前 ・
東林間 ・中央林問 +47 +9 0 -13 -24

矢部 ・相原 ・上溝
+69 +25 +15 0 -13

南橋本 ・番田 ・原 当麻
・下溝 ・相武台下 +93 +43 +31 +14 0



⑤ 最寄駅への距離

(標準宅地価格評定用)

130

120

110

100

90

85

80

200m 1,000m 2,000

(時価路線価評定用)

130

120

110

100

90

85

80

200m 1,000m 2,000m
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⑥ 商業密度

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

同一状況類似地域内では適用 しない。
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売買実例地

標準宅地

商業密度
40%未 満 40%以 上

60%未 満
60%以 上

100%未 満
100%以 上

商業密度
40%未 満 0 +5 +11 +16

40%以 上
60%未 満 -5 0 +5 +10

60%以 上
100%未 満 -10 -5 0 +5

100%以 上
-14 -9 -5 0



⑦ 商業集積形態

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地

両側商業地 片側商業地

両 側 商 業 地 0 -5

片 側 商 業 地 +5 0

路線

標準宅地

両側商業地 片側商業地

両 側 商 業 地 0 -5

片 側 商 業 地 +5 0



⑧ 基準容積率

基準容積率 とは、道路幅員に よる制約を考慮 した容積率 であ り、次の算式 により求めた。(建築基準法第
52条 第1項)

a.道 路幅員が12m以 上で ある場合----
基準容積率 は指定容積率(都 市計画で定め られた容積率)と 同じ

b-1.道 路輻員が12m未 満で、用途地域 が第一種住居専用地域、第二種住居専用地域、住居

地域 のいずれかである場合----

道路幅員の メー トルの数値(た だし、4m未 満のものは4mと す る)×0.4、
指定容積率 のうち、いずれか低 いも の

b-2.道 路幅員が12m未 満で、用途地域がb-1.で 挙げたもの以外で ある場合----

道路輻員のメー トルの数値(た だ し、4m未 満 のものは4mと する)×0.6、

指定容積率 の うち、いずれか低いもの

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

140

130

120

110

100%200%300%400%500%600%

140

130

120

110

100%200%300%400%500%600%
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(3)工 業地域 の土地価格比準表

工業地域の土地価格比準表に採用した要因は次のとおりである。

なお、用途地区区分では、「大工場地区」と 「中小工場地区」に適用した。
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標準宅地価格 時価路線価

要 因 名 評 定 用 評 定 用 備 考

(街 路 条 件)

① 道路幅員 ○ ○

② 道路の連続性 ○ ○ 新設

(交通 ・接近条件)

③ 中心地への距離 ○ - 修正

(環 境 条 件)

④ 住宅密度 ○ -

⑤ 標準的画地規模 ○ -



① 道路幅員

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

売買実例地

標準宅地

2m

未満

2m

以上

3m

未満

3m

以上

4m

未満

4m

以上

5m

未満

5m

以上

6m

未満

6m

以上

7m

未満

7m

以上

8m

未満

8m

以上

9m

未満

9m

以上

12m

未満

12m

以上

15m

未満

15m

以上

2m未 満 0 +3 +7 +9 +11 +13 +14 +15 +17 +20 +21

2m以 上3m未 満 -3 0 +3 +6 +8 +9 +10 +11 +13 +16 +17

3m以 上4m未 満 -6 -3 0 +2 +4 +5 +6 +8 +10 +12 +13

4m以 上5m未 満 -8 -5 -2 0 +2 +3 +4 +5 +7 +9 +11

5m以 上6m未 満 -10 -7 -4 -2 0 + +2 +3 +5 +7 +8

6m以 上7m未 満 -11 -8 -5 -3 - 0 + +2 +4 +6 +7

7m以 上8m未 満 -12 -9 -6 -4 -2 -1 0 + +3 +5 +6

8m以 上9m未 満 -13 -10 -7 -5 -3 -2 -1 0 +2 +4 +5

9m以 上12m未 満 -15 -12 -9 -7 -5 -4 -3 -2 0 +2 +3

12m以 上15m未 満 -16 -13 -11 -9 -7 -6 -5 -4 -2
0・ +1

15m以 上 -17 -14 -11 -10 - -7 -6 -5 -3 -1 0

路 線

標準宅地

2m

未満

2m

以上

3m

未満

3m

以上

4m

未満

4m

以上

5m

未満

5m

以上

6m

未満

・6m

以上

7m

未満

7m

以上

8m

未満

8m

以上

9m

未満

9m

以上

12m

未満

12m

以上

15m

未満

15m

以上

2m未 満 0 +3 +7 +9 +11 +13 +14 +15 +17 +20 +21

2m以 上3m未 満 -3 0 +3 +6 +8 +9 +10 +11 +13 +16 +17

3m以 上4m未 満 -6 -3 0 +2 +4 +5 +6 +8 +10 +12 +13

4m以 上5m未 満 -8 -5 -2 0 +2 +3 +4 +5 +7 +9 +11

5m以 上6m未 満 -10 -7 -4 -2 0 +1 +2 +3 +5 +7 +8

6m以 上7m未 満 -11 -8 -5 -3 -1 0 +1 +2 +4 +6 +7

7m以 上8m未 満 -12 -9 -6 -4 -2 -1 0 +1 +3 +5 +6

8m以 上9m未 満 -13 -10 -7 -5 -3 -2 -1 0 +2 +4 +5

9m以 上12m未 満 -15 -12 -9 -7 -5 -4 -3 -2 0 +2 +3

12m以 上15m未 満 -16 -13 -11 -9 -7 -6 -5 -4 -2 0 +1

15m以 上 -17 -14 -11 -10 -8 -7 -6 -5 -3 -1 0
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② 道路の連続性

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)
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売買実例地

標準宅地

通り抜け 行止り

通り抜け 0 -7

行 止 り +8 0

路 線

標準宅地

通り抜け 行止り

通り抜け 0 -7

行 止 り +8 0



③ 中心駅への距離

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

同一状況類似地域内では等しい要因であるので適用しない。
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駅前

中心駅まで

中心駅まで

中心駅まで

中心駅まで

格 差 指 数

0m---118

1,000m---100

2,000m---94

3,000m---92

10,000m---90



④ 住宅密度

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

同一状況類似地域内では等しい要因であるので適用しない。
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売買実例地

標準宅地

0%

1%以 上

20%未 満

20%以 上

40%未 満

40%以 上

0% 0 3 5 10

1%以 上20%未 満 -3 0 2 7

20%以 上40%未 満 -5 -2 0 5

40%以 上 -9 -6 -5 0



⑤ 標準的画地規模

(標準宅地価格評定用)

(時価路線価評定用)

同一状況類似地域内では等しい要因であるので適用しない。
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売買実例地

標準宅地

300㎡ 未満

300㎡ 以上

1,500㎡ 未満

1,500㎡ 以 上

3,000㎡ 未 満

3,000㎡ 以 上

10,000㎡ 未 満

10,000㎡ 以 上

300㎡ 未満 0 -5 -9 -14 -18

1,500㎡ 未 満 5 0 -5 -10 -14

3,000㎡ 未 満 10 5 0 -5 -10

10,000㎡ 未 満 16 11 5 0 -5

10,000㎡ 以 上 22 17 11 6 0



4土 地価格比準表の適用方法

売買実例価格か ら標準宅地の時価(比 準価格)を 求める場合には

次の評定式を用いる。

100B100100

地準価格=売 買実例価格
A100100+C100+D

×× × ×

Aに は、事 情補正 後 の数 値を代入 す る。 事情補正 とは、売 買実例

にお ける取 引価格 が特殊 な事情 によ って影響 を受 けてい る場 合 に こ

れを正 常 な事情 の もとでの、つ ま り自由 な市 場で需要 と供給 のバ ラ

ンス によ り成立 したで あろ う価 格 に補正 す ることをい う。具体 的 に

は買 い進 みや売 り急 ぎの事情 の認 め られ た売 買実例 にお いて、Aに

は100+買 い進 み率 又 は100-売 り急 ぎ率 か ら求 め られ た数値

が入 る。

Bは 、時点修正 率 を指 し、売買 実例 にお ける取 引時点 を、評価基

準 日であ る平成元 年7月1日 時点 に置 きかえ る時 に、取 引価 格 に も

た らされた変化 を修正率 と して とらえ た数 値 を代入 す る もの であ る

時点修正率 は、地価 公示価 格の動 向等 を参 考 に して算 出 した。

(P241参 照)

Cは 、画地 要 因修 正率 を意 味 し、売 買実 例 におけ る画地 が例え ば

角地 で あ った り、不 整形地 等であ った りした場合 に、 当該画地 の評

価 は これ によ って増 価 あ るいは減価 され る。 こ うい った事情 のあ る

画地 は、比準価 格 を算 出す るにあ た り、正面路 線 にのみ接す る中間

画地 と した り、整形地 と して評価 しなけれ ば売 買実例地 の個別 要因

を その まま標準 宅地 の要因 と して持 ち込 ん で しま うことにな る。

これを排 除す るた めに、 いわ ゆ る標準 化補正 が行 われ るこ ととな る

が、画地 要 因修正 率 は まさに この標準 化補正 の率 その もので あ る。

Dは 、画地以 外の要 因修正率 であ り、 標準宅地価 格評定 用の比準

表 に示 され る格 差率 を代 入す る ことによ り、売買 実例地 と標準宅地

との画地 以外 の要因 についての格 差を反 映 させ るもの であ る。
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次に、標準宅地価格か ら同一状況類似地域内のその他の路線の時

価ベースでの路線価の算出には次式を用いる。

時価水準による路線価=標 準宅地価格 ×

100+(時 価路線価評定用の要因修正率)

100

(1)固 定資産評価水準による価格の評定

固定資産評価水準による価格の評定にあたっては、評価水準の均衡

の確保及び評価水準の地域間の格差の是正を基本方針 とした。

評定式

① 時価水準による路線価 ×目標 とする評価割合

②(時 価水準 による路線価-従 前の固定資産価格)× 圧縮率+

従前の固定資産価格

従前固定資産総評価
*圧 縮率=× 指示上昇率

(時価総評価-従 前固定資産総評価)

①又は②により算出された価格について、数度にわたるバ ランス

チェックを行い、固定資産評価水準による価格を評定 した。

評定式を適用 して求めた用途地区別の新評価額の上昇率は、表6

の とおりである。又、地価公示の標準地及び地価調査の基準地にお

ける評価水準についてP229に 掲載 した。,
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(表6)

用途地区 平均上昇率

(単純平均)

平均上昇率

(加重平均)

最小上昇率 最大上昇率

普通住宅地区 1.245 1.245 1.071 2.016

普通商業地区 1.428 1.363 1.120 2.314

併用住宅地区 1.326 1.298 1.092 2.166

、

村 落 地 区 1.244 1.236 1.135 1.313

大 工 場 地 区 1.218 1.184 1.107 1.386

中小工場地区 1.254 1.249 1.150 1.366

合 計 1.252 1.252 1.071 2.314
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に おけ る試算後 の評価 水準

番

公

号

-1

-2

-3

-4

-5

-6

-7

-8

-9

-10

-11

-12
-13

-14

-15

-16

-17

-18

-19
-20

-21

-22

-23

-24

-25

-26

-27

-28

-29

-30

-31

-32

-33

-34

-35

-36

-37

-38

-39

-40

-41

公示地価格

491,000

405,000

310,000

410,000

390,000

375.000

336,000

360,000

362,000

400,000

265,000

340,000

342,000

340,000

403,000

330,000

430,000

400,000

355,000

405,000

270,000

220,000

335,000

242,000

172,000

430,000

405,000

446,000

165,000

445,000

420,000

316,000

400,000
.295,000

335,000

350,000

200,000

440,000

345,000

288,000

315,000

評価水準

12.6%

13.8%

13.4%

14.0%

15.1%

14.3%

12.8%

12.1%

12.1%

13.6%

14.1%

12.9%

13.7%

11.5%

13.1%

13.3%

12.9%

13.1%

13.4%

14.3%

13.7%

11.4%

12.2%

15.2%

16.9%

12.4%

12.0%

12.4%

14.4%

12.3%

12.4%

13.3%

14.1%

11.4%

12.6%

11.7%

13.1%

13.4%

13.8%

13.2%

13.5%

番 号

基 -1

-2

-3

-4

-5

-6

-7

-8

-9

-10
-11

-12

-13

-14

-15

-16
-17

-18

-19

-20

-21

-22

-23

-24

-25

-26

-27

-28

-29

-30

-31

-32

-33

-34

-35

-36

-37

-38

-39

-40

-41

基準地価格

470,000

294,000

166,000

473,000

290,000

320,000

290,000

310,000

457、000

335,000

313,000

260,000

345,000

315,000

330,000

333,000

325,000

435.000

388,000

265,000

210,000

350,000

230,000

262,000

159,000

370,000

300,000

225,000

333,000

350,000

340,000

187.000

193,000

320,000

195,000

170.000

170,000

272,000

480,000

385,000

342,000

評価水準

12.2%

13.0%

14.3%

11.3%

11.7%

13.9%

13.9%

14.1%

12.9%

13.3%

13.9%

15.7%

13.3%

11.6%

12.2%

13.8%

13.6%

11.1%

13.6%

14.2%

12.4%

13.4%

13.0%

13.4%

15.5%

12.1%

13.1%

12.7%

14.2%

13.8%

13.1%

14.4%

11.7%

11.9%

14.4%

14.2%

13.7%

10.9%

12.1%

15..1%

13.7%
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地価調査の基準地



番 号

公-42

-43

-44

-45

-46

-47

-48

-49

-50

-51

-52

-53

-54

-55

-56

-57

-58

-59

-60

-1

-62

-63

5-

5-

5-

5-

5-

5-

5-

5-

5-

1

2

3

4

5

6

7

8

9

5-10

5-11

5-12

7-1

7-'2

9-1

10-1

公示地価格

260,000

163,000

188,000

235,000

315,000'

221,000

505,000

500,000

360,000

330,000

300,000

380,000

345,000

290,000

405,000

380,000

360,000

215,000

390,000

340,000

275,000

450,000

2,650,000

2,300,000

1,350,000

6,500,000

1,910,000

750,000

3,600,000

2,420,000

2,750,000

1,750,000

2,700,000

950,000

315,000

310,000

240,000

140,000

評価水準

14.3%

12.9%

14.7%

11.9%

12.2%

12.0%

13.0%

13.5%

13.9%

12.9%

13.4%

11.8%

13.2%

12.4%

12.1%

12.8%

10.9%

13.6%

11.9%

13.5%

14.8%

14.6%

12.4%

7.5%

15.4%

9.7%

12.5%

11.6%

6.0%

10.9%

10.1%

13.0%

8.4%

9.2%

13.6%

13.3%

13.6%

12.5%

番 号

基-42

-43

-44

5-1

5-2

5-3

5-4

5-5

5-6

5-7

5-8

5-9

5-10

5-11

5-12

7-

7-

7-

9-

9-

1

2

3

1

2

基準地価格

400,000

235,000

495,000

758,000

890,000

3,250,000

1,270,000

936,000

560,000

510,000

600,000

1,450,000

780,000

2,650,000

1,350,000

268,000

768,000

240,000

220,000

240,000

評価水準

14.1%

11.9%

13.5%

12.9%

9.1%

7.5%

8.0%

13.9%

9.5%

11.3%

12.5%

9.7%

12.4%

12.4%

15.4%

15.4%

10.2%

11.6%

18.6%

13.2%

(注)地 価公示 は平成元年1月 時点、 地価調査 は平成元年7月 時点。
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(2)各 筆の評 点数

各筆 の評点数 は、市街 地宅地評 価法適 用区域 にあ って は、接 面す る

路線 の路線 価 に、 「画地 計算法」 を、 その他 宅地評価法 適用 区域 にあ

って は、標準宅 地価格 に 「宅地 の比準表 」 を適 用 して算 出す る。

ところで、 固定資 産評価基準 に よ ると、 「画地計算法 」 の付 表等、

「宅地 の比準表 」 につ いて必要 が あ るときは、所要 の補 正 をす るこ と

が で きるこ ととな って い る。参 考 まで に、本市 におけ る所要 の補正 を

紹介 させて いただ く。

-231-



補正項 目 補正の目的(理 由)及 び対象 補正の方法

接面街路 との 宅地が接 している街路 と著 しい低差 があるこ 対面す る街路 との

高 低 差 とによ り,出 入 りに不便が生 じてい るこ とに対 低差 による補正率

する減価補正 (1)2m未 満

対象地 目:宅 地 「0
.9」

「画地計算法」.「宅地の比準表」 に適用 (2)2m以 上

「0 .8」

用排水路等 画地が接 している街路 との間 に水路 が介在す 対面する水路幅員

るため,街 路 との一体的利便性が減少する もの による補正率

に対 する減価補正 (1)1m以 上 ～3m

対象地 目:宅 地及び宅地の評価法に準ずる地旧 未満

、ただ し,以 下の要件の土地 については補正 を
「0 .95」

適 用 しな い 。 (2)3m以 上5m未

①側溝付設 ②暗渠水路 満

③公図上のみ水路 「0
.90」

④間口全体架橋付設 (3)5m以 上

「画地計算法」・「宅地の比準表」 に適用 「0 .85」

横断歩道橋 歩道橋が設置されてい るこ とによる接面街路 間口に占める歩道

との一体的利 用の不便 さ等に対す る減価補正 橋 に対面する側 口

対 象地 日:宅 地及び宅地の評価法に準ず る地 の割合に より補正

目 率を決定する。

「画地計算法」・「宅地の比準表」に適 用 1割 以上2割 未満

「0
.98」

2割 以上4割 未満

「0 .95』

4割 以上7割 未満

「0
.93」

7割 以上

「0
.90」

画地計算法附 従来か らの市街地的形態 を有す る地域(以 下 *従 来地域 につい

表 「従来地域」という。)と比較的新たに市街地的 ては,附 表2・

附 表2・3 形態 を有する地域(以 下 「新たな地域」という。) 3を そのまま適

側方路線影響 では,価 格事情が相違するため,側 方路線,二 用

加算率表
ノ

方路線それぞれの影響加算率 を分けて適用す る

二方路線影響 ことに より評価の均 衡を図 る。

加算率表
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補正項 目 補正の 日的(理 由)及 び対象 補正の方法

附表2:側 方路線影響加算率表

加 算 率区 分

用 途

従 来 地 域 新たな区域

角 地 準角地 角 地 準角地

普 通 商 業
併 用 住 宅

0.100 0.050 0.045 0.030

普 通 住 宅 0.070 0.035 0.030 0.020

中 小 工 場 0.050 0.025 0.030 0.020

附表3:二 方路線影響加算率表

加 算 率区 分

用 途 従来地域 新 たな地域

普 通 商 業
併 川 住 宅

0.050 0.030

普 通 住 宅 0.030 0.020

中 小 工 場 0.030 0.020

宅地の比準表 不整形地比準割合

不整形地相互間の評価の均衡を図るため

比 準割 合

(1)や や不 整 形

「0.9」

(2)極端 に不 整 形

「0.8」

三角地比準割合

三角地相互間の評価の均衡を図 るため

評価基準別表第3

画地計算法附表4

(1).(2)を準用

無道路地比準割合

出入 りが不便なこ と等か ら一般的 にその利 用

価値が著 しく減 少することに よるための比準割

合

比準割合

住宅地区

奥行(m) 比準割合

36.3超 0.70

18.1超

36.3以 下
0.75

18.1以 下 0.80
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補正項 日 補正の 目的(理 由)及 び対象 補正の方法

地下阻害物 公共下水道等の地下阻害物が下にある宅地等 限界深度

で区分地上権が設定 されている土地については, 用途区分 深 度
実質的な建築制限等 により土地利用の制約 を受

けるため,減 価補正を行 う。
普通商業 40m

対象地 目:宅 地及び宅地の評価法 に準ずる地 併用住宅 30m

目 上記以外 20m
「画地計算法」。「宅地の比準表」 に適用

補正率算定方法

区分地上権

設定地積 地積
=

一筆又は 割合
一画地の

総 地 積

地積割合 補正率

10%以 上
0.9

50%未 満

50%以 上 0.8

地上阻害物 鉄軌道高架下の復合利用土地の宅地等 で,実 補正率 「0 .5」

質的な建築制限 ・振動等に より土地利用の制約

を受ける もの に対 して減価補正 を行 う。

対象地 日:宅 地及び宅地の評価法に準ずる地[1

『画地計算法」.「宅地の比準表」 に適用

高 圧 線 下 高圧線下にある土地 を対象 として行 うもので, 高圧線下補正の

電気設備 に関す る技術基準 を定 める省令133条 適用土地及び間

により,高 圧線下の土地 に対 しては利用制限が 口 ・奥 行の測定

あるため,減 価補正を行 うものである。 市街地宅地評価

ただ し,変 電所敷地.鉄 塔敷地 は補正の対象 法.そ の他の宅地

外 とす る。 評価法を問わず敷

対 象地 目:宅 地及び宅地 の評価法 に準ず る地 地の状況, 利用形

目 態,面 積等によ り

「画地計算法」・「宅地の比準表」に適用 判断 して, 宅地 は
一筆又 は一画地 に

占める割合 により

すべての土地 を補

正 し, 宅地評価に

準ず る地 目につい

て は, 高圧線下相
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補正項 目 補正の.目的(理 由)及 び対象 補正の方法

散在地区

奥 行(m) 比準割合

54.5超 0.70

36.3超
0.75

54.5以 下

36.3以 下 0.80

崖地(等)比 準割合 評価基準別表第

崖地等で通 常の用 に供することがで きない部 3附 表8の 崖地補

分 を有す る画地 については,そ の土地の利用価 正率 を準用

値 は減少 し,崖 地等でない場合 を想定 して求め

た評点数か ら相応の比準割 合を乗ず るものであ

る 。

無道路地補正 評価基準別表 第3画 地計算法 により無道路地 奥行(m) 率

評点数が定め られてい るが,こ れ に準 じ最高30 72.7以 上 0.70

%ま での減価 を している。

「画地計算法」 に適用 54.5以 上 0.72

72.7未 満

45.4以 上 0.74

54.5未 満

36.3以 上 0.76

45.4未 満

27.2以 上 0.78

36.3未 満

27.2未 満 0.80

規 制 区 域 急傾斜地崩壊危険区域補正 補正率 「0
.95」

急傾斜地の崩壊 による災害の防止に関 する法

律3条 によ り,都 道府 県知 事に おいて指 定 さ

れた急 傾斜地崩壊 危険区域 につ いては同法7

条等 により行為の制限が規 定されているため,

価格事情 を鑑 み減価補正を行ってい るものであ

る 。

対象地 目:宅 地及び宅地の評価法に準ずる地 目

「画地計算法」.「宅地の比準表」に適用
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補正項 目 補正の 目的 (理由) 及び対象 補正の方法

当分の土地につい

てのみ補正をす る。

線下相当分の地積
一筆又 は一画地の総地積 =地 積割合

地積 割合
0.20未 満 0.30未 満 0･40未 満 0.50未 満 0.60未 満

0.10以 上 0.20以 上 0.30以 上 0.40以 上 0.50以 上

補 正 率(禁 止). 0.95 0.90 0.85 0.80 0.75

補 正 率(許 容) 1.00 0.95 0.90 0.90 0.85

地 積 割 合
0.70未 満

0.60以 上

0.80未 満

0.70以 上

0.90未 満

0.80以 上

0.95未 満

0.90以 上
0.95以 上

補 正 率(禁 止) 0.70 0.65 0.60 0.55 0.50

補 正 率(許 容) 0.85 0.80 0.80 0.75 0.75

湿地 ・砂利等 河川 の流域に所在 する土地で自然的及び地理 補正率 「0
.34」

(谷 戸 田) 的条件が他の土地 に比 し明 らかに劣 るものを減

価補正する。

対象地 目:宅 地以外の宅地 の評価法に準ず る

地 目

「画 地 計 算法 」・「宅地の比準表」に適 用

一部道路補正 旧住宅地造成事業 に関する法律に基づ き造成 補正率 「0
.9」

された一団の分譲地内の道路 (私 道)の よ うに,

道路相 当分の分筆がな されてお らず,一 筆の土
》

地の一部が道路 にな っている場合等で以下の要

件 をすべて満 たす場合に限 り適用する。

①道路の占める割合が総地積の10%以 上のこ と。

②道路の幅 員が4m以 上であ り,
一般 の通行 に

制 限 が な い こ と。

③道路 が公道(私 道 を含む。)か ら公道(私 道 を

含 む。) に接 統 して い る こ と。

対象地 目:宅 地及び宅地の評価法に準ずる地目

「画地 計 算 法 」・「宅地の比準表」 に適用

公 益 施 設 雨水調整池 ・雨水浸透槽. ゴ ミ置場 及び消防 補正率 「0
.2」

水利 の評価については, 当該施設が開発指導要

綱又 は都市計画法29条 ただ し害の規定に基づ き

設置された場合等 に減価補正 を行 っている。
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第5標 準宅地 ・路線デー タ項 目リス ト

(共 通 項 目)

1.区 分1.市 街地宅地評価法 の主要 な街路(そ の1)

2.市 街地宅地評価 法の主要 な街路(そ の2)

3.市 街地宅地評価 法のその他 の街路

4.市 街地宅地評価 法のその他 の街路(行 止 り)

5.そ の他 の宅地評価法 の標準宅地(そ の1)

6.そ の他 の宅地評価法の標準宅 地(そ の2)

7.そ の他の宅地評価法の標準宅 地(そ の3)

2.用 途 地 区 1.普 通住宅地区

2.普 通商業地区

3.併 用住宅地区

4.村 落 地 区

5.大 工 場 地 区

6.中 小工場 地区

3.路 線 番 号

4.位 置

-.地 図 番 号
-2

.東 西

-3 .南 北

NO.1～NO.48

mm単 位

mm単 位

5.道 路幅 員(台 帳) 10cm単 位

6.道 路幅員(現 況) 10cm単 位

7.舗 装 の 有 無 1.舗 装 あ り

2.舗 装 な し

8.歩 道 の 有 無 1.両 方歩道 あり

2.片 側歩道 あ り

3.歩 道 なし

9.道 路 の 種 別 1.国 道 ・県道

2.市 道

3.私 道

4.緑 道(横 浜水道路.相 模 緑道緑 地 ・河 川管理道路.歩 行者専用道 路)

5.1～4の 区分 とは別に、幅員4m未 満でかっ建 築基準法第42条 第2項

の適用がない道路

10.道 路 の 連 続 性 1.通 り抜け可

2.行 止 り(道 路延長35m以 上)

3.行 止 り(道 路延長35m未 満)

-237-



11.バ ス 路 線 1.路 線 バスが運行 してい る道路

2.路 線 バスが運行 していない道路

12.最 寄 駅 最寄駅 コー ド表に よる

13.最 寄駅への距離m単 位

14.バ ス停への距離m単 位

15.大 型 店 舗 へ の

距離

m単 位

16.商 店街への距離m単 位

17.小 学校への距離m単 位

18.市 役 所 出 張 所

への距離

m単 位

19.公 園 へ の 距 離m単 位

20.建 物 密 度

21.住 宅 密 度

22.商 業 密 度

23.工 業 密 度

1.建 物密度

2.建 物密度

3.建 物密度

4.建 物密度

1.住 宅密度

2.住 宅密度

3.住 宅密度

4.住 宅密度

5.住 宅密度

6.住 宅密度

1.商 業密度

2.商 業密度

3.商 業密度

4.商 業密度

5.商 業密度

6.商 業密度

7.商 業密度

1.工 業密度

2.工 業密度

3.工 業密度

4.工 業密度

5.工 業密度

6.工 業密度

40%未 満

40%以 上60%未 満

60%以 上100%未 満

100%

0%

20%未 満

20%以 上40%未 満

40%以 上60%未 満

60%以 上100%未 満

100%

0%

10%未 満

10%以 上20%未 満

20%以 上40%未 満

40%以 上60%未 満

60%以 上100%未 満

100%

0%

20%未 満

20%以 上40%未 満

40%以 上60%未 満

60%以 上100%未 満

100%
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24.土 地 区 画 整 理

事業

1.施 行済 ・施行中(3を 除 く)

2.未 施行

3.相 模大野駅前事業施行地区 内

25.水 害1.水 害常襲地区内

2。水害常襲地区外

26.地 勢1.平 坦

2.起 伏

3.傾 斜

27.公 共 下 水 道 1.供 用開始 区域 内(あ り)

2.供 用開始区域外(な し)

28.都 市 ガ ス1.ガ ス導管敷設済(あ り)

2.ガ ス導管未敷設(な し)

29.航 空 機 騒 音 1.住 宅防音工事補助対象区域内(あ り)

2.住 宅防音工事補助対象区域外(な し)

30.公 害.嫌 悪施設

への距離

-1.小 田急線鉄軌道
-2 .JR横 浜線鉄軌道
-3 .JR相 模線鉄軌道

-4.京 王相模原線
-5 .国 道

-6.変 電所
-7 .少年院

-8.汚 水処理場
-9 .火葬場

-10.養 豚場 ・養鶏場

-11.深 堀川

-12.高 圧線鉄塔

1.25m未 満

2.25m以 上50m未 満

3.50m以 上100m未 満

4.100m以 上.200m未 満

5.200m以 上300m未 満

6.300m以 上

31.用 途 地 域1.第 一種住居専用地域

2.第 二種住居専用地域

3.住 居 地 域

4.近 隣商業地域

5.商 業 地 域

6.準 工 業 地 域

7.工 業 地 域

8.工 業専用地域

9.市 街化調整区域A

10.市 街化調整区域B(特 定保留 フ レー ム)

11.特 別工業地区

32.指 定 建 ぺ い 率%単 位

33.指 定 容 積 率%単 位
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(注)基 準容積率 とは、建物の建築にあたっての上限となる容積率
、ず れか小 さいも ので ある。

に道路幅員によって制限される

た容積率 (指定容積率 ただ

地域にまたがる場合は加重
)。

平均

イの うちい
て定め られ
限の異なる

以下の場合

で あ っ て 、 次 の ア 、

ア.都 市計画 に よ っ

し、 敷地が容積制
した指定容積率。

イ. 道路輻員 :が12m
容積 率。

34.基 準 容 積 率 %単 位

35.そ の他の公法上1.防 火 地 域
の規制2.準 防火地域

(商 業 地 固 有 の 要 因 項 目)

36.商 業地 の地域的1.駅 周 辺 型

特性2.路 線 商業型

3.住 宅近隣 型

37.建 物 の標準的1.1～2階(低 層)

階層2.3～5階(中 層)
3.6階 以上(高 層)

38.商 業 集 積 形 態1.両 側
2.片 側

(工 業 地 固 有 の 要 因 項 目)

39.幹 線道路へ の1.接 面
距離2.500m未 満

3.500m以 上1,000m未 満

4.1,000m以 上2,000m未 満

5.2,000m以 上
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相模原市 におけ る標準的 な時点修正率

61/7

8

9

10

11

12

62/1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

63/1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

元/1

2

3

4

5

6

7

商 業 地

228

222

216

210

204

198

192

180

168

156

144

132

120

114

110

106

104

102

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

住 宅 地

212

210

208

206

204

202

200

188

176

164

152

140

128

122

116

110

104

98

92

93

94

95

96

97

98

98

98

99

99

99

100

100

100

100

100

100

100

工 業 地

210

208

206

204

202

200

198

186

174

162

150

138

126

120

114

110

106

104

102

102

100

100

98

98

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100
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第4章 相模原市の固定 資産(土 地)評 価事 務の電算化 につい て

相模原市税務部土地資産税課

土地第一係長

斉 藤 敏 雄
第1現 在までの経過

固定資産税を課税するという業務は、1課 税客体の把握 ・2そ の評価 ・3納 税義務者

の把握 ・4納 税額の計算 ・5納 税義務者への告知 という作業に別れているが、それぞれ

が扱 う情報 ・把握すべき情報は膨大であり、かっ、どの作業 もおろそかにできな いもの

である。これを納税者の信頼を損ねることな く、この膨大な情報を管理 し、処理す るため

には、正確かつ迅速な処理が必要であり、人の力による情報の管理 ・処理作業か らコンピュー

ターによる情報の管理・処理作業へ移行 していかなければな らない。

この点か ら、本市 においては固定資産税の課税の事務において早 くか ら電算化 を行 っ

て きている。それは、昭和40年 度 に評価額の電算処理 を外部委託 したことに始 まるが、本

市における事務の電算化の中で も、いちはや く電算化 されたものである。

本市の電算化の歴史

昭和40年 度

昭和46年 度

昭和47年 度

昭和48年 度

昭和51年 度

昭和53年 度

昭和54年 度

昭和56年 度

昭和57年 度

昭和61年 度

外部委託開始

システム設計開始

内部処理 による業務開始(NEACシ リーズ2200モ デル200)

償却資産 について業務拡大

納税通知書のOCR化

評価替 えに伴 い、減免 プログラム作成

(ACOS77NEACシ ステム400)

COM化

住民情報の検索事務につ いてオンライン化開始

(ACOS77NEACシ ステム450)

オンライン端末機設置(N6300モ デル20)

土地マスタ内の宛名情報の統一コー ド化実施

住民情報 と リンク

固定資産税情報のオンライ ン化

各種証 明書のオンライン発行

住民情報(宛 名情報)の 漢字オ ンライン化

(SCOSシ ステム450マ ルチプ ロッセッサ)
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昭和63年 度

評価システム稼動(委託)

土地使用図のデジタルマッピングによる出力開始

第2土 地評価事務の概要

現時点で行 っている固定資産(土 地)評 価作業の電算処理は、土地一筆 マスタ(市 内全体

の土地一筆一筆の評価情 報 を記録 してある情報 ファイル)を 管理 し、賦課マスタ(納 税義

務者 ごとの情報 を記録 し てあ る情報 ファイル)に 課税情報を供給するもので、全 てを 自

主開発 ・自主管理 して いる。

現在の管理の状況

電算機 について=電 算の機種ACOSシ ステム630/10マ ルチプロッセッサ

電算機管理体制=部 署を独立 させ集中管理 している(事 務管理課電算室)

土地資産税関係電算室担 当職員数=2名

管理情報について=地 積 市内総地積

(平成4年1月1日 現在)課 税地積

筆数 総筆数

評価筆数

納税義務者 個人

法人

標準地数

宅地 路線価地域

その他地域

田

畑

山林

路線本数

主要な路線

その他路線

土地資産税課人員配置

賦課係6名

土地第一係13名

土地第二係 12名

90.39k㎡

59.64k㎡

332,310筆

231,633筆

95,308人

3,770人

646地 点

52地 点

20地 点

42地 点

8地 点

646本

14,546本

内 電算担当2名

内 評価 システム担 当4名

内 電算システム担 当2名

内 農地 システム担 当1名

内 保有税 システ ム担当4名

内 農地 システム担 当1名
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第3事 務の流れ

1.実 際の事務の流 れは、以下 の様 に行 っている。

現況調査 その他資料 登記所からの通知

転記 検索作業

課税台帳

データの作成

出力

異動連絡票

パンチ作業

価格等の出力
1

パンチ作業

電算処理

土地マスタの更新

賦課マスタの更新

宛名情報の更新 ・検索

オンライン供給

出力 出力 出力 発行

統計表等の

資料 ・帳票

帳 納税通知書 明

現在の本 市のシステムでは、上の図のように課税台帳 に集約 された情報 をマスタ化 し、計

算の結果 を課税台帳 にフィー ドバックするという流れが基本 となって いる。
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2.土 地 マスタ等の更新は、年度更新 と更正による更新の2つ がある。年度更新処理 とは,

1年 に一度、賦課期 日の情報 を反映 した土地 マスタを作成する処理 である。現在の土地 マ

スタ等 は単年度 のマスタであるので、年度が改 まるごとにその年の1月1日 の情報を反

映 した新 しい土地 マスタを作 る必要が ある。この ため、1年に1回 の年度更新処理 を行 っ

て いるのである。しか し、異動情報の入力については、現地調査 との関係、翌年用の統計 を

出力する、異動情報の量の関係 か ら、年2回 のバ ッチ処理 を行って異動情報 を蓄積 し、年

度更新処理 を行 っている。

更正 による更新 については、納税通知書の発送等の関係 により、、1年に6回 の更正処理

行っている。更正処理の時期 につ いては、以下の表の とお り。

更正処理時期について

注 納期につ いて

本市 にお いては、固定資産税の納期を以下のようにしている。

第1期

第2期

第3期

第4期

5月1日 か ら同月31日 まで

7月1日 か ら同月31日 まで

9月1日 か ら同月30日 まで

12月1日 か ら同月25日 まで
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更正処理名 処理時期 この時期に処理を行う理由

当初更正 3月 中旬 縦覧に対応するため

納税通知書の印刷 に対応するため

資産明細書に対応するため

5月 更正1回 目 4月 上旬

5月 更正2回 目 4月 下旬

7月 更正 6月下旬

9月 更正 8月 下旬

12月 更正 11月下旬

5月に発送した納税通知書に対応する

ため

第2回 目の納期に対応するため

第3回 目の納期に対応するため

第4回 目の納期に対応するため

る

る

5月に発送 した納税通知書に対応す

ため

1回目の 全期前納報奨期日に対応す

ため



年度 更新処理の流れは、異動データのエ ラーチェックを した後、本処理をかけるとい

う流れになる。

エ ラーチェックの流れ

エ ラ ー チ ェ ッ ク フ ロ ー チ ャ ー ト

本年 度
一 筆

マ スタ

翌年 異動 データ

エ ラ ー チ ェ ッ ク

類 似

マ ス タ

チ ェック

済

デ ー タ

エ ラ ー リス ト

エ ラ ー チ ェ ッ ク

A

タ

マス

路線価 タ

マ ス
価格

38年 農地

異動分

削除後

類 似
マスタ

エ ラ ー リス ト

セ ーブ

エ ラ ー チ ェ ッ ク

チ ェック

済

異 動

デ ー タ

エ ラ ー リス ト

B

-246-



8.年 度更新処理の流れ
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A B

38年 農 地

価格

マ ス

タ
路線価

類 似

マ ス タ

チ ェック

済

異 動

デ ー タ

本 年

土 地 一筆

マ ス タ

家 屋

マ ス タ

計 算

エ ラ ー

フ ァイル

新

土 地 一筆

マ ス タ

異 動分

フ ァイル

家 屋

異 動 分

ファイル

賦 課

マ ス タ

統 計 表

課税台帳

土地評価調書

兼異動連絡票

売買実例通知

411条 通知

名 寄 帳

納税通知書

マス

タ



更正処理の流れは、異動データのエ ラーチェックを した後、本処理をかけるという流

れになる。

エ ラーチェックの流れ

年度更新 と同様

4.更 正処理 の流れ
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A B

類 似

マ ス タ

チ ェック

済

異動データ

本 年

土地 一筆

マ ス タ

ス タ

価格 マ

タ

マ ス

路線価

38年農地

家 屋

異 動 分

ファイル

異 動 分

ファイル

修 正 後

土地一筆
マ ス タ

計 算

エ ラ ー

フ ァイル

家 屋

マ ス タ

税 変

ファイル

統 計 表
土地評価調書

兼異動連絡票

課 税 台 帳

417条 通知

更 正 名 寄

納税通知書

税額
変 更 通 知 書



5.エ ラーチ ェック処理 について

データは、評価調書 というデータ票の形 に して、キーパ ンチ(委 託 によ り行 って いる。)

によ りデータ入力 している。この時、間違ったデータを評価調書 に記入 した り、パ ンチ ミ

スによ り問違ったデータが土地 マスターに更新 されて しまうことを防止す るため、エラー

チェック処理 を行っている。エラーとして除外され るデータは、入力項 目として存在 し得

な いデータ、他の項 目との関係 で問違え とな るデータ、また、既 に入力 されているデータ

との関係 で問違 えとなるもの等である。

除外 されたデータは、特別 にデータ送付の機会 を設 けて正 しいデータとして入力 し直

して いる。前期,後 期 のそれぞれの送付時期 に対 しては、2回以上のエ ラー送付時期を設 け

て対応 して いる。

エ ラーチェック処理は、次の様 な処理 をしている。(コー ド等については、別添の コー ド

表参照)

入力 され たデー タ(異 動連絡票に記入 されたもの)の 内でのチェック

項 目チ ェック(属 性 のチェック ・制限情報 との突合)

・属性のチェック

例 日付

数字に限定 される

課税地積

数字に限定 される

(ゼ ロ詰めの必要あ り)

都市計画 コー ド

Aま たはBの 文字 に限定 される

・予め設定 されて いる制限 によるチェック

例 現況地 目コー ド

現況地 目コー ド表 に示 されているもの

以外エラー

異動事 由コー ド

事 由コー ド表 に示 されているもの以外

エ ラー
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納税者 コー ド

コー ドに予め設定 されているチェックデジッ トに

よるチェック

・他のマスタ、または、ファイル等 との間でのチェック

例 小字コー ド

38年 農地価格 マスタ(小 字マスタ)に 存在 しないコー

ドはエラー

路線No.

路線価マスタに存在 しな いものはエラー

**突 合 させ るマスターまたはファイル

路線価 マスタ

38年 農地価格 マスタ(小 字 マスタ)

等

関連チェック(他 の項 目との間でチェックを行 う。)

例 現況地 目と造成費コー ドのチェック

現況地 目コー ド30(宅地)の 時、造成費コー ドの記入

はエラー

非課税 コー ドと路線No.等の課税情報のチェック

非課税 コー ドに記入が ある場合、路線No.等の評価情

報 に記入がある場合エラー)

類似チェック(当 該土地 と類似土地 マスタの地番 と現況地 目のチェック)

例 類似土地所在地番 と類似土地 マスタのチェック

類似土地マスタに、異動連絡票 に記入 した類似土地

所在地番がなければエラー

現況地 目チェック

異動連絡票の現況地 目と類似土地マスタの現況地

目とのチェック

異動データとマスター とのチェック(更 新エ ラー)

関連チェック(入 力データとマスタ間での、関連チェック)

例 非課税 コー ドと課税情報 とのエラー

非課税の土地 を課税す る場合、非課税 コー ドを削除

せず に課税情報を入力す るとエラー
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類似エ ラー(既 に入力 されている類似土地地番の情報 とデー タとの間の

チェック)

例 現況地 目

マスタ内に入力 してある類似土地地番 についての

類似土地マスター内の現況地 目と、入力 したデータ

現況地 目についてのチェック

**類 似土地 のエラーチェックにつ いては他のエラーチェックと異な り、類似土

地 マスターの更新(削 除のみ)も 合わせて行っている。

6.帳 簿等の出力 について

帳票等 の出力 については、宛名 ・大字名 ・小字名を漢字出力させ るため、必ず宛名 につい

てのマスタ(住 民オンライ ン・住登外 マスタ)・大字 コー ドのファイル ・38年農地価格マス

タ(小 字 マスタ)を 介 して出力 している。

出力時期と主な帳票類

時期

前期異動

年度更新(後期異動)

更正処理

帳票類

統計表

土地評価調書兼異動連絡票

土地課税台帳価格登録用シール

法411条 通知(第2・3年度)

名寄帳

住所変更・氏名変更一覧表(リプレイス表)

統計表

納税通知書

土地評価調書兼異動連絡票

土地課税台帳価格登録用シール

法417条通知

税額変更通知書

統計表
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7.オ ンライン供給 について

現在、固定資産税の土地 の情報 については、以下の情報を2年 度分供給 している。過年度

分 につ いて、2年度分 しか供給 されていない理 由は、

1一 年度分の情報が膨大である。

2過 年度 マスタについてのメインテナンスは困難である。

3過 年度 マスタをオ ンライン化 した としても、台帳等の課税資料を廃止するな

どの処分できない。

4今 後 の課税台帳等のペーパ レス化の問題

等が ある。

供給画面

1土 地 一筆マスタ

2名 寄情報

3賦 課マスタ

4納 税通知再発行

5土 地評価証明

6土 地公課証明

7価 格登録証明画面

一筆評価画面

一筆補助画面

1画面

1画面

1画 面

1画 面

1画面

1画面

ホス トコンピューター に接続されて いる端末 か らは、この情報を引き出せ るこ とにな

るが、一定の職員のみがこの情報 を検索できるように し(カー ドによる制限)、個人情報の

保護 を図っている。

オンライン操作につ いて

操作 については、供給 されているオンラインシステムが税務オンラインシステムだけ

ではないので、始めに どのオンラインシステムを展開す るか指示 を しなければな らない。

税務オンラインシステムを選択すると、税務オンラインIDカ ー ド画面が表れ る。この時、

IDカ ー ドを読 み込 ませることによ り操作する職員 を確認 し、次の画面(検 索画面)に 展

開する。

画面 オンラインPFKEY案 内画面
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検索画面においては、取得 した情報により以下の検索方法がある。

所在地番による検索

納税者コー ド(統一化されている宛名を管理するためのコー ド)による検索

収納番号(年度毎に納税通知書に振 られる番号)による検索

氏名・名称による検索

住所・所在による検索

画面 税務オンラインIDカ ー ド画面

検索 した内容 について複数の該当がある場合は、複数該当の画面 に展 開 し、該当者 を選

択 することにな る。また、検索情報 の後 に[*]を 入力す ることによ り強制的 に複数該 当の

画面 を展開できる。

画面 同名称画面

画面 土地同地番画面

該 当者 が特定 されるとメニュー画面が表れ る。この時、メニューに表れ る情報 には、使

用 され たカー ドによ り制限が加わ る。土地資産税課の職員の持つカー ドを使用 した場合

は、土地資産税課職員 と して必要 と認め られ た情報のみメニュー画面 に表れることとな

る。

画面 税務 メニュー画面
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8.証 明の発行 について

証明は、昭和61年 度 より税務 オンラインシステムを使用 して、本庁、南税務事務所 にお

いて発行 している。しか し、オ ンラインは2年 度分の情報 しか供給 していないので、2年以

上前の証明等の税務 オンラインで情報供給 して いな いものについては、手書の証明を発

行 し対応 している。

オンラインで発行できる土地資産税関係証明

価格登録証明

評価証明

公課証明

9.土 地 マスタについて

土地マスタは、現在、単年度 ファイル として存在 し、土地の登記情報、土地の固定資産税

評価の基本情報が登録されている。

登録項 目は、所在地番(小 字 を除 く)をキー項 目として、所有権登記(納 税義務者)の 内容、

表示登記 の内容、評価の内容、価格情報 が登録 され、更正があった場合 についての履歴情

報 を持 っている。所在地番は、大字 コー ド・本番 ・枝番 ・小番 ・特番 により登録 されている。

大字 コー ドは、登記簿 に記載されているものをコー ド化 したもので あり、その他項 目につ

いても登記簿の記載 をその まま入力するが、1筆が2つ 以上の現況地 目で評価 される等 の

場合 には、特番等 にアルファベ ッ トを使用 した特別な記号を付ける場合がある。

特殊符号 につ いて

F

L

N

T

S

W

X

Y

Z

一部公益地

一部非住宅用宅地

一部農地

一部宅地化農地

一部生産緑地

一部宅地介在農地

一部雑種地

二重地番

一部宅地
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その他の マスタ情報 について

所在地番以外 の情報は、以下の とお りである。

(1)異 動連絡票により入力する情報

登記簿情報

所有権登記情報

納税者コー ド

所有権移転年月日

所有権移転事由

表示登記情報

小字コー ド

登記簿地 目

課税地積

表示異動年月日

表示異動事由

評価情報

現況地 目

小規模割合

住宅戸数

非住宅割合

正面路線等情報

正面路線No.等

正面間口

正面奥行

8桁 の数字で表示。

登記年月 日を入力。

登記事 由等 を2桁 の数字で表示。

小字を4桁 の数字 と文字 で入力。

登記簿の地 目を2桁 の数字で表示。

登記簿地積 を8桁 の数字 で表示。

登記年月 日を入力。

登記事 由等 を2桁 の数字 で表示。

現況地目を2桁の数字で表示。

敷地に対する小規模住宅用地の割合を入

力。

敷地内の住宅の個数を入力。

地方税法施行令第52条の11により求めら

れる住宅用地に該当しない割合を入力。

路線価地域の場合

正面路線の路線No.(7桁)を 入力。

状況類似地域の場合

状況類似No.(7桁)を 入力。

上記以外の場合

標準地No.(7桁)を 入力。

正面路線 に対する間口の長さ(m)を 入力。

正面路線 に対する奥行 きの長さ(m)を 入

力。
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奥行き長大サイン

画地補正情報

三角地補正サイン

高圧線下補正サイン

崖地補正サイン

不整形補正サイン

都市計画施設補正サイン

一部道路補正サイ ン

低地補正サイン

歩道橋補正サイン

影地補正サイン

水路補正サイン

谷戸田補正サイン

崩壊危険区域補正サイン

公益施設補正サイン

調整比準補正サイン

JRサ イン

その他補正サイン

側方路線 Ⅰ情報

側1加算路線No.

側1加算間口

側1加算奥行き

奥行 き と間口の長 さの割合 が4倍 を超 え

る場合 にサインを入力。

角度等 により、2桁の補正 コー ドを入力。

高圧線下 にある土地 につ き、制限 される

内容 によ り、2桁の補正 コー ドを入力。

土地 に対する崖地 となる部分の面積割合

のよ り2桁 の補正 コー ドを入力。

画地の不整形の程度によ り。1桁のコー ド

を入力。

都市計画道路等の予定地 について、面積

割合 によ り補正コー ドを入力。

土地 に対する、道路 として使用 されて い

る部分の割合により、コー ドを入力。

1桁 のコー ドを入力。

正面間 口に対する歩道橋部分の割合 によ

り1桁 の コー ドを入力。

1桁 のコー ドを入力。

1桁 のコー ドを入力。

1桁 のコー ドを入力。

1桁 のコー ドを入力。

雨水調整地等、公益性の高 い用途の土地

に付 いて、1桁の コー ドを入力。

調整 区域の宅地比準地につ いて、1桁のコー

ドを入力。

附則15条3項 該 当地 に、1桁のコー ドを入

力。

上記以外の画地補正について、5桁の コー

ドを入力。

7桁 の路線No.を入力。

間口を4桁 の数値で入力。

奥行 きを4桁 の数値 で入力。
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側1加算奥行き長大サイン

側1加算率

側方路線II情報

側2加算路線No.

側2加算間口

側2加算奥行き

側2加算奥行き長大サイン

側2加算率

二方路線情報

二方加算路線No.

二方加算間口

二方加算奥行き

二方加算奥行き長大サイン

二方加算率

用途区分

計算コー ド

減免情報

減免異動年月日

減免異動事由

減免地積

非課税コー ド

都市計画区分

造成費コー ド

猶予コー ド

その他の課税情報

従前地 目

411条 サイン

区画整理サイン

奥行 きと間口の長 さの割合が4倍 を超え

る場合にサインを入力。

加算率 によりコー ドを入力す る。

7桁 の路線No.を入力。

間口を4桁 の数値で入力。

奥行 きを4桁 の数値で入力。

奥行 きと間口の長さの割合が4倍 を超 え

る場合にサインを入力。

加算率 によりコー ドを入力する。

7桁 の路線No.を入力。

間口を4桁 の数値で入力。

奥行 きを4桁 の数値で入力。

奥行 きと問口の長 さの割合が4倍 を超 え

る場合にサインを入力。

加算率 によ りコー ドを入力する。

1桁 のコー ドを入力。

1桁 のコー ドを入力。

減免の異動年月 日を入力。

異動事由を2桁 の数字で入力。

該当地積 を、8桁の数値で入力。

2桁 の数値で入力。

アルファベッ トで入力。

1桁 の数値で入力。

宅地化農地の該当地 につ いて コー ドを入

力。

異動以前の現況地 目を、2桁の数値 で入力。

1桁 の数値で入力。

区画整理 内の土地 につ いて、コー ドを入

力。
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16条4項 サ イン 附則16条4項 の減額措置の該 当地につ い

て、コー ドを入力。

売買実例サイン 売買実例調査 のためのサ インを入力。

同一代表地番 同一評価 している土地の代表地の地番を

17桁 の数値で入力す る。

近傍路線No.宅 地比準評価でない土地、また、特定 の非

課税地 に付 いて、近傍宅地評価の ための路

線No等 を入力す る。

類似土地地番 比準課税標準額 を計算す るための,状 況

が類似する土地の地番を入力す る。

(2)他 のデータか ら引き込 まれ る情報、または、計算結果

一般情報

年度

抹消サ イン

更正月 年 に、6回の更正月 を表示。

課税情報

小規模軽減割合 計算結果 を、3桁の数値で表示。

宅地使用 区分ごとの地積 計算結果 を、8桁の数値で表示。

単位 当 り価格情報

農地38年 度単価 小字マスタか ら、4桁の数値で入力。

近傍路線価格

正面路線価格

側1加算路線価格

側2加算路線価格

二方加算路線価格

造成費価格

単位当り価格

本基準年評価額

前基準年評価額

本則課税標準額

固定資産税基準前年度課税標準額

都市計画税基準前年度課税標準額

固定資産税本年度課税標準額

路線価 マスタか ら、7桁の数値 で入力。

路線価 マスタか ら、7桁の数値 で入力。

路線価 マスタか ら、7桁の数値 で入力。

路線価 マスタか ら、7桁の数値 で入力。

路線価 マスタか ら、7桁の数値 で入力。

造成費テーブルより5桁 の数値 で入力。

計算結果 を、7桁の数値で表示。

計算結果を、13桁の数値で表示。

計算結果を、13桁の数値で表示。

計算結果 を、13桁の数値で表示。

計算結果 を、13桁の数値で表示。

計算結果 を、13桁の数値で表示。

計算結果 を、13桁の数値で表示。

-258-



都市計画税本年度課税標準額

固定資産税上昇率

都市計画税上昇率

固定資産税負担調整率

都市計画税負担調整率

宅地使用区分ごとの価格情報

本年評価額

前年評価額

本則課税標準額

基準前年度課税標準額

本年度課税標準額

上昇率

負担調整率
一般農地並み課税標準額

固定資産税額

都市計画税額

固定資産税減免税額

都市計画税減免税額

固定資産税猶予税額

都市計画税猶予税額

計算結果 を、13桁の数値で表示。

計算結果 を、5桁の数値で表示。

計算結果 を、5桁の数値で表示。

計算結果 を、3桁の数値で表示。

計算結果 を、3桁の数値で表示。

計算結果を、13桁の数値で表示。

計算結果を、13桁の数値で表示。

計算結果を、13桁の数値 で表示。

計算結果を、13桁の数値 で表示。

計算結果を、13桁の数値 で表示。

計算結果を、5桁の数値で表示。

計算結果を、3桁の数値で表示。

計算結果を、11桁の数値 で表示。

計算結果を、9桁の数値で表示。

計算結果を、9桁の数値で表示。

計算結果を、9桁の数値で表示。

計算結果を、9桁の数値で表示。

計算結果を、7桁の数値で表示。

計算結果を、7桁の数値で表示。

第4土 地使用図について

本 市においては、固定資産税の課税 の基本である現地の把握を正確 に行 うために、現況

調査 に使用す る地図(土 地使用図)を 、航空写真 とデジタルマッピングシステムによ り整備

し、使用 して いる(委 託事業)。

デジタルマッピング とは、点 ・線 ・面 ・の基本図形 をデジタル化(図 形を数値す る)し 、属性

情報 とリンクさせることにより、図面 に様々な情報を持 たせ、表示す ることがで きるもの

である。現在の土地使用図では、デジタル化する基礎図面 として航空写真 より起こ した図

面 を新 たに作成 し使用することによ り、よ り現地 に近い図面 となっている。また、家屋の

影 を重ねて出力することにより、住宅用地の把握が より確実 にできるようになって いる。
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計 画 準 備

資 料 収 集

家屋図
生 成 ・修 正編集

ポリゴン計算処理

字ファイルごとに画像
データと土地マスタと
の不突合処理

不突合箇所の点検及び
修正指示

不突合リス ト
(検査用)

土地使用図展開ファイ
ル作成

地番表示位置点検処理

属性対応表示処理

地番図デー夕と家屋図
データの合成処理

土 地使用 図出 カ
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ポ リゴン計 算処 理

直角 補正 計算処理

土地使用図展開
ファイル作成

分合筆修正作業又は
地番図生成作業

(計 測 基 図)
デー夕パ ンチ

図面 ごとに家屋図面

画像生成 ・修正

I/Gに よるオぺ レー ト処理

字 ファイルごとに地番図画

像生成 ・修正及 び地番属性

生成 ・修正
I/Gに よるオぺ レー ト処理( )

( )

地番図数値 データ生成 ・修正 家屋図数値デ ータ生成 ・修正

生成 ・異動状況一覧表作成
航空写真判読による
生成 ・異動家屋の外形編集

地番図生成 ・修正編集 1/1,000土 地家屋

現況 図陽画焼付

家屋生成 ・異動箇所の抽出



図面に出力されている情報

キー情報

属性情報

地番(本 番 ・枝番 ・小番 ・特番)

現況地 目(文 字又 は記号 による出力)

住宅用地の使用区分(記 号により表示)

非課税サイン

減免サ イン

公衆用道路 の塗 り潰 し

現在、土地使用図を基 に した路線価 図を、作成中である。

第5問 題点と改善の方向

(1)課 税台帳への転記作業 ・マスタへのデータ化作業(異 動連絡票への転記)で 、同様の

作業が繰 り返 されている。

問題点

・間違い(転 記 ミス.パ ンチ ミス)の 機会が増える。

・マスタへ のデータ化作業(異 動整理作業)は 、事務量が多 く、また、期限がある事務なの

で、年間の作業の 内でかな り大きな負担 とな っている。

改善の方向

課税台帳のペーパ レス化(磁 気情報化)を 推進 し、課税台帳への転記事務=異 動整理作業

とす ることによ り、同一作業の繰 り返 しを避 け、事務の簡素化 ・合理 化をす る。
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